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＊ 表紙のマークは、国民保護措置を行う団体とその要員、

建物及び物品の保護並びに避難所を識別するために使用す

るものです。ジュネーヴ諸条約追加議定書Ⅰ（１９４９年）

で定められている国際的な標章です。 
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（１）国における復旧のための法制の整備 

（２）都が管理するライフライン等の復旧 
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 （６）島外への避難島民等の運送 

 （７）海上運送にあたっての安全の確保 

 （８）東京都以外の地域に全島避難する場合 

３ 安否情報の収集       １９１ 

４ 避難所に関する留意事項      １９１ 

 第２節 突発的な事態への対処      １９２ 

  １ 突発的な事態における対処の基本的な流れ    １９２ 

２ 屋内等への退避の指示      １９２ 

３ 屋内退避後に全島避難をする場合の安全の確認   １９３ 

４ 事態認定前における対応      １９３ 

第３節 平素からの備え       １９４ 

１ 情報収集体制の整備       １９４ 

２ 基礎的資料の収集・整備      １９４ 
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３ 警報及び避難の指示等の伝達に必要な準備    １９４ 

４ 「全島避難に関する方針」のモデルの作成    １９４ 

 

第６章 他県の避難住民等の受入れ      １９５ 

第１節 基本的考え方       １９５ 

第２節 事態への対処       １９６ 
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（５）民間のライフライン等施設及び大規模集客施設の危機管理の強化 
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（１）大規模テロ等対処要領の運用 

（２）都庁舎など都が管理する施設における対処マニュアルの整備 

（３）民間施設における対処マニュアルの整備 

３ 発生現場における連携協力のための体制づくり   ２０３ 

（１）大規模集客施設等との緊急連絡体制の整備 

（２）現地連絡調整所の運営等に関する協議 

 ４ 不特定多数の人々への情報伝達     ２０３ 

５ 装備・資材の備蓄       ２０３ 

６ 訓練の実施        ２０４ 
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（１）計画で定める事項 

（２）計画作成にあたっての手続き等 

２ 構成         ２２６ 

３ 区市町村が行う国民保護措置の共通の枠組み    ２２６ 

（１）普及・啓発及び訓練の実施 

（２）警報・避難の指示の伝達 

（３）避難住民の誘導 

（４）救援 

（５）要配慮者の支援 

（６）緊急物資等の配送 

（７）被災情報の収集・整理・報告 
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２ 構成         ２４６ 

３ 業務計画に定める必須項目      ２４６ 

４ 業務計画作成上の留意事項      ２４７ 
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≪参考：災害の類型と関連法制≫ 
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第１節 計画の目的・根拠 

 

１ 計画の目的 

○ 本計画は、東京都の区域において、武力攻撃事態や大規模テロ等から都民等

の生命、身体及び財産を保護し、都民生活や都民経済への影響が最小となるよ

う、住民の避難、避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処などの「国民の保

護のための措置」（以下「国民保護措置」という。）を的確かつ迅速に実施す

ることを目的とする。 

 

 ２ 計画の根拠 

○ 本計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）及び「国民の保護に

関する基本指針」（平成１７年３月２５日閣議決定。以下「基本指針」という。）

に基づき、策定する。 

 

 ３ 国民保護法の概要 

 

（１）位置づけ 

○ 国民保護法は、平成１６年６月、「武力攻撃事態等における我が国の平和

と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（＊）」（平成１５年法律

第７９号。以下「事態対処法」という。）に基づき、武力攻撃事態等におけ

る国民保護措置の実施を目的として整備された法律である。（２頁「武力攻

撃事態等への対処に関する法制」参照） 

 

（２）目的 

国民保護法は、武力攻撃事態等において、国の基本的な方針に基づき、国、 

区市町村、関係機関と連携協力し、国民の生命、身体及び財産の保護、国民

生活、国民経済に及ぼす影響の最小化を図ることを目的とする。 

 

                                            
（＊）

武力攻撃事態等における対処（武力攻撃の排除、国民保護措置）に関して、基本理念、国・地方

公共団体の責務、対処手続きなどの基本的事項を規定 

  平成２７年９月、「武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律」に題名改正 
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事態対処法（15 年 6 月） 
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（３）国民保護措置の実施 

○ 武力攻撃事態又は武力攻撃予測事態（＊）に至ったとき、政府は、武力攻撃事

態等への対処に関する基本的な方針（以下「対処基本方針」という。）を定め、

内閣総理大臣を本部長とする事態対策本部を設置し、国民保護措置を総合的に

推進することとされている。（＊＊） 

○ 都道府県及び区市町村は、閣議決定による設置指定に基づき、それぞれの首

長を本部長とする国民保護対策本部を設置し、それぞれの国民保護計画で定め

るところにより、国民保護措置を実施する。 

  武力攻撃等の発生から国民保護措置実施までの基本的な流れは、下図のとおり。 

 

 

 

                                            
（＊）

武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態をいう。 
（＊＊）

事態対策本部は、国民保護措置と併せて武力攻撃の排除措置等を総合的に推進することとされて

いる。 

【対処基本方針の策定】 
◆ 手続 

 ①内閣総理大臣が安全保障会議に諮問し案を作成 

 ②閣議の決定を求める 

 ③閣議の決定の後、国会の承認を求める 

◆ 定める事項 

 ①事態の経緯、武力攻撃事態又は武力攻撃予測事態の 

  認定及び当該認定の前提となった事実 

 ②事態が武力攻撃事態であると認定する場合、国民を守る 

  ために適当な手段がなく、事態に対処するため武力の 

  行使が必要であると認められる理由 

 ③武力攻撃事態等への対処に関する全般的な方針 

 ④対処措置に関する重要事項 

  （例）・国民保護措置 ・自衛隊の行動 

     ・米軍の行動に関する措置 ・その他 
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第２節 計画の基本的考え方 

  

 Ⅰ 事態に応じた対処、平素からの備えの大枠を示す指針 

○ 本計画は、「武力攻撃事態等において実施する国民保護措置」、「平素からの備

え」に関する大枠を示す指針である。 

 都は、本計画に基づき、具体的な運用のために必要なマニュアルや基準、体

制、関係機関との協定等を速やかに整備する。（＊） 

 

 Ⅱ 武力攻撃事態等の８類型全体に通じる対処の基本 

○ 本計画は、武力攻撃事態等として８類型を想定し、それらに通じる対処の基

本を示すとともに、事態類型ごとの留意事項を特記したものである。 

都は、本計画で定めるところにより国民保護措置を実施するとともに、状況

に応じた臨機応変な対処が不可欠であることに留意し、運用を図る。 

 

 Ⅲ テロへの対処を重視 

○ 本計画は、世界の首都や大都市で大規模なテロが多く発生している状況や、

国内外の注目が集まる東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会への

危機管理の視点を踏まえ、緊急対処事態（大規模なテロ等）への対処を重視す

る。 

テロに迅速に対処するため、都は、特に、大規模な集客施設の管理者や事態

発生時の現地での活動機関との連携協力の強化を図る。 

 

 Ⅳ 東京の特性や実効性に配慮 

○ 本計画は、大都市東京の特性を踏まえるとともに、都が実施したＮＢＣテロ

災害訓練等の成果を反映するなど、実効性の確保に留意し作成した。 

○ 今後、国民保護に関する訓練や対処要領を通じて、更に実効性の向上を図る

ものとする。 

 

 Ⅴ 事態認定前の突発的な事態にも対処 

○ 本計画は、突発的にテロ等が起きる場合を想定し、政府による事態認定前に

おける対処についても示す。 

                                            
（＊）

既存のマニュアルの修正又は新たな整備により行う。 

マニュアル等の整備にあたっては、地域防災計画に関するマニュアルや各局が定める危機管理マニ

ュアル等との整合性に十分に留意するものとする。 
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 この場合、都は、都民等の生命を守ることを第一義に、災害対策基本法など

既存の法制を活用し、住民避難などの措置を迅速に行う。 

 

Ⅵ 災害対策のしくみを最大限に活用 

○ 本計画は、武力攻撃事態等に迅速かつ円滑に対処するため、「東京都地域防災

計画」（以下「防災計画」という。）等により構築された災害対策のしくみを最

大限に活用している。 

    都は、国民保護措置を実施するための組織・体制の整備、救援物資等の備蓄、

訓練の実施等にあたり、災害対策との有機的な連携に配慮する。 
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第３節 計画の体系 

  

 

 

要配慮者支援のしくみの整備 
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第４節 計画の不断の見直し 

○ 「基本指針」は、今後とも政府における国民保護措置の検証に基づき、必要

に応じて変更を行うものとされている。本計画は、このような「基本指針」の

変更や今後の国際情勢の変化、国民保護措置に係る新たなシステムの構築、訓

練の成果等を踏まえ、不断の見直しを行う。 

○ 計画の見直しに当たっては、東京都国民保護協議会の意見を尊重するととも

に、広く関係者の意見を求めるものとする。 

○ 計画の変更は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律施行令」（平成１６年政令第２７５号。以下「国民保護法施行令」という。）

で定める軽微な変更を除き、国民保護法第３７条第３項の規定に基づき、東京

都国民保護協議会に諮問し、内閣総理大臣と協議の上、行う。 
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第５節 国民保護措置の実施にあたり、特に配慮すべき事項 

 

 

 

 

（１）基本的人権の尊重 

○ 都は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の

自由と権利を尊重する。 

また、国民の自由と権利に制限を加えるときであっても、その制限は必

要最小限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う。（＊） 

 

（２）国民の権利・利益の迅速な救済 

○ 都は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申

立て又は訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続について、できる

限り迅速に処理するよう努める。 

 

（３）国民に対する情報提供 

○ 都は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、国民保護措置に関する

正確な情報を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。 

○ 都は、流言蜚語が飛び交うことのないよう十分に留意する。 

 

（４）関係機関相互の連携協力の確保 

○ 都は、国、区市町村並びに指定公共機関及び指定地方公共機関と平素か

ら相互の連携体制の整備に努める。 

 

（５）国民の協力 

○ 都は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると

認めるときは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。（＊＊） 

○ 都及び東京消防庁は、消防団の充実・活性化に努める。 

○ 都は、自主防災組織の充実・活性化、ボランティアへの支援に努める。 

                                            
（＊）

国民を差別的に取扱い、並びに思想及び良心の自由並びに表現の自由を侵すものであってはなら

ない、とされている。（国民保護法第５条） 
（＊＊）

国民の協力はその自発的な意思にゆだねられるものであって、その要請に当たって強制にわたる

ことがあってはならない。（国民保護法第４条） 

○ 都は、国民保護措置を実施するにあたり、特に次の事項に留意する。 
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（６）指定公共機関及び指定地方公共機関等の自主性の尊重その他の特別な配慮 

○ 都は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法に

ついては、指定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に

即して自主的に判断するものであることに留意する。 

○ 都は、日本赤十字社が実施する国民保護措置については、その特性にか

んがみ、その自主性を尊重する。また、放送事業者である指定公共機関及

び指定地方公共機関が実施する国民保護措置については、放送の自律を保

障することにより、その言論その他表現の自由に特に配慮する。 

○ 都は、放送事業者や電気通信事業者等に都が実施する国民保護措置に係

る協力等を依頼する場合は、強制その他の干渉にわたることがないように

十分に配慮する。 

 

（７）高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

○ 都は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害者その他特に配

慮を要する者の保護について留意する。 

○ 都は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争におい

て適用される国際人道法（＊）の的確な実施を確保する。 

 

（８）国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

○ 都は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮する。 

○ 都は、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対して、その内容に応

じて安全の確保に十分に配慮する。 

 

（９）外国人への国民保護措置の適用 

○ 都は、日本に居住し、又は滞在している外国人についても、武力攻撃災

害から保護するなど、国民保護措置の対象であることに留意する。 

 

                                            
（＊）

「国際的な武力紛争において適用される国際人道法」とは、１９４９年のジュネーヴ諸条約、 

１９７７年のジュネーヴ諸条約に対する第一追加議定書等をいう。 



第１章 東京都国民保護計画の基本 

第６節 都及び関係機関の事務又は業務の全体像 

- 10 - 

第６節 都及び関係機関の事務又は業務の全体像 

  

１ 業務の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

○ 都は、国民保護法その他の法令、基本指針及び本計画に基づき、国、区

市町村、その他関係機関と連携・協力して、迅速・的確に国民保護措置を

実施する。 

 



第１章 東京都国民保護計画の基本 

第６節 都及び関係機関の事務又は業務の全体像 

- 11 - 

２ 事務又は業務の大綱 

 

 

 

 

 

 ■ 東京都 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

東 京 都 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織・体制の整備、訓練 

５ 警報の通知 

６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の区域

を越える住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施 

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する

措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の

設定、保健衛生の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関

する措置の実施 

９ 生活基盤等の確保、生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の

国民生活の安定に関する措置の実施 

10 交通規制の実施 

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

■ 区市町村 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

区 市 町 村 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織・体制の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整その

他の住民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する

措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武

力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

８ 生活基盤等の確保、その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

○ 都、区市町村、指定地方行政機関及び自衛隊並びに指定公共機関及び指

定地方公共機関は、国民保護に関して、おおむね次に掲げる業務を処理す

る。 
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■ 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

関東総合通信局 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に関すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

関東財務局 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 普通財産の無償貸付 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

東京税関 輸入物資の通関手続 

関東信越厚生局  救援等に係る情報の収集及び提供 

東京労働局 被災者の雇用対策 

関東農政局 
１ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

関東森林管理局 武力攻撃災害復旧用材（国有林材）の供給 

関東経済産業局 

１ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

関東東北産業保安

監督部 

１ 危険物等の保全 

２ 鉱山における災害時の応急対策 

関東地方整備局 

１ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

関東運輸局 
１ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

東京航空局 
１ 飛行場使用に関する連絡調整 

２ 航空機の航行の安全確保 

東京航空交通管制

部 
航空機の安全確保に係る管制上の措置 

東京管区気象台 

 
気象状況の把握及び情報の提供 

第三管区海上保安

本部 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武力攻撃 

災害への対処に関する措置 

関東地方環境事務

所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情報収集 

北関東防衛局 
１ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 
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■ 自衛隊 

 

 ■ 指定公共機関・指定地方公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

災害研究機関 武力攻撃災害に関する指導、助言等 

放送事業者 
警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）の内容

並びに緊急通報の内容の放送 

運送事業者 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 
１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

電気事業者 電気の安定的な供給 

ガス事業者 ガスの安定的な供給 

水道事業者 

水道用水供給事業者 

工業用水道事業者 

水の安定的な供給 

日本郵便株式会社 郵便の確保 

一般信書便事業者 信書便の確保 

病院その他の医療機関 医療の確保 

河川管理施設、道路、

港湾、空港の管理者 
河川管理施設、道路、港湾及び空港の管理 

日本赤十字社 

１ 医療救護 

２ 外国人の安否調査 

３ 赤十字救援物資の備蓄及び配分 

４ 災害時の血液製剤の供給 

５ その他の救援 

日本銀行 

１ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

３ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

５ 各種措置に係る広報 

６ 海外中央銀行等との連絡・調整 

機 関 の 名 称  事 務 又 は 業 務 の 大 綱  

陸 上 自 衛 隊 

東部方面総監部 

武力攻撃事態等における国民保護措置の実施及び関係機関が実施する国民保護

措置の支援等（避難住民の誘導、避難住民の救援、武力攻撃災害への対処、応

急復旧など） 

   

海 上 自 衛 隊 

横須賀地方総監部 

航 空 自 衛 隊 

作戦システム運用隊  
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第７節 東京の地理的・社会的特徴 

 

１ 地形・気候 

 

（１）地形 

東京都は日本列島のほぼ中央に位置し、区部及び多摩地域の内陸部と、伊

豆諸島及び小笠原諸島などの島しょ地域からなる。 

 

① 内陸部 

東西に長い内陸部は、東は江戸川の下流を隔てて千葉県と、北は酉谷

山（1,718m）から荒川にかけて埼玉県と、西は三頭山（1,531ｍ）等で

山梨県と、南は多摩川を隔てて神奈川県と接し、西からおおむね、山地、

丘陵地、台地、低地と徐々に高さを減じながら、東京湾に臨んでいる。 

     ② 島しょ地域 

   東京から 100～2000km の太平洋上に伊豆諸島、小笠原諸島が点在し

ており、我が国の最東端の南鳥島、最南端の沖ノ鳥島も東京都に含まれ

る。このため、日本の排他的経済水域の約３８％に及ぶ広大な海域が都

の島しょにより確保されている。 

 

（２）気候 

 東京都は、内陸部の温帯域から小笠原諸島の亜熱帯域まで幅広い気候帯に

属している。 

① 内陸部 

温帯気候であり、夏は高温多湿、冬は寒冷少雨である。 

気温は、年平均１６度で、近年は、区部を中心に「ヒートアイランド

化」の影響により、年々上昇する傾向にある。 

 ② 島しょ地域 

○ 伊豆諸島 

黒潮の影響を受ける温暖多雨の海洋性気候であり、気温は年平均 

１６度から１８度で、降雪はほとんどない。 

 冬季の季節風が強い日本海側と比較しても年間平均風速が大きく、

国内でも有数の波浪条件の厳しい地域である。 
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○ 小笠原諸島 

主に亜熱帯地域に位置し、気温は年平均２３度で、比較的気温の変

化が小さい。波浪条件は、比較的穏やかだが、台風の発達地域である

ことから、その影響を受けることが多い。 

 

 

２ 政治・行政 

 

（１）首都 

世界有数の大都市東京は、首都として、また首都圏の中核として重要な位

置を占めている。 

区部には、国会、首相官邸、中央省庁など、立法、行政の中枢機能が集中

し、千代田区には皇居が存在する。 

また、東京圏（１都３県）は、全国人口の約２９％にあたる３,６６０万人

を擁し、我が国の政治、経済、文化の中心をなすとともに、大都市圏として

一つの地域社会を形成している。  

 

（２）行政区分 

東京都は、２３区、２６市、５町、８村で構成される。特別区は、消防な

ど多くの点で、都と一体的な運営がなされている。 

   また、八王子市以西の多摩地域、島しょ地域を除く区市の面積は小さく、

隣接する区市が一体となって都市や生活圏を形成している。 
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３ 人口 

 

（１）人口・人口密度 

東京都は１,３８５万人の巨大な人口を擁し、区部に９５７万人、多摩地域

に４２６万人、島しょ部に３万人が居住している。人口密度は、全国で最も

高く、特に人口が集中している区部は、１万５千人／㎢と非常に高い。 

６５歳以上の高齢者が占める割合は２２％で、全国と比べて低いが、その

うち高齢単身者の割合は２５％と全国に比べて高い。 

 

（２）都内滞在者 

他県から東京都への通勤・通学者は平均２９０万人／日に上り、昼夜間比

率は１１８％であり全国で最も高い。観光や買い物等の来訪者を加えると、

昼間における都内滞在者は１,５９０万人を超えている。 

   

（３）外国人 

都内には在留外国人が約５５万人おり、海外からの旅行者も平均６万人ほ

ど滞在している。また、全国で約７万人いる海外からの不法滞在者のうち、

半数が都内に滞在していると推定されている。 

 

４ 道路、鉄道、空港及び港湾 

 

（１）道路 

東京を中心として、環状・放射状に幹線道路が広がり、多摩地域では、東

西と南北の格子状に幹線道路が形成されている。高速道路は、首都高速道路

を中心として、東名高速道路、中央自動車道、関越自動車道などが放射状に

延びている。 

都心部に交通が集中する構造を改善するため、三環状道路（首都高速中央

環状線、東京外かく環状道路、首都圏中央連絡自動車道）等の整備を進めて

いる。 

 

（２）鉄道 

  東京の鉄軌道・新交通システムは、世界に類を見ない高密度で正確、安全

なネットワークを構築しており、総延長は１千キロメートルに及び、駅の数

は７５０に及ぶ。そのうち１００以上の駅では、一日の乗降客数が１０万人

を超える。 
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（３）空港 

内陸部に東京国際空港、調布飛行場、東京へリポート、島しょ地域に大島

空港、三宅島空港、八丈島空港、新島空港、神津島空港がある。 

   東京国際空港は、一日の就航数約６２０便、乗降客数約２３万人となって

おり、いずれも全国で最も多い。 

 島しょ地域の空港と東京の間は、それぞれ定期便が就航し、さらに小離島

を含め、ヘリコミューターが補完しているが、季節風や天候により就航率は

あまり高くない。 

 

（４）港湾 

東京港は、東日本の国内各地と海外を結ぶ物流拠点として、日本を代表す

る国際貿易港となっている。 

島しょ地域には、各島１～３の港湾があり、青ヶ島を除き、大型定期船が

直接東京と結ぶほか、小離島と大離島の間で村営船等が運航されている。い

ずれも、季節風や天候により影響を受けやすく、特に小離島は、他の島に比

べて就航率が低い。 

東京港及び島しょ港湾の平成２９年における入港船舶数は、約５０,０００

隻、船客乗降人員数は約２７０万人、取扱貨物量は約９,２００万トンとなっ

ている。 

 

５ 経済 

 日本経済の中心である東京には、全国や世界を対象とする本社機能、金融機能、

情報機能など、広域的な機能を担う産業が集積している。 

資本金５０億円以上の企業１,２６５社（全国の５７％）が東京に本社を構えて

いる。また、情報通信業の売上額は、全国の７７％を東京が占めている。都内総

生産額（名目）は、１０６兆円で全国の２０％を占める。 

都内では、資本金１,０００万円以上の企業１３万社（全国の１８％）が活発に

経済活動を続け、大手町や丸の内、新宿副都心、六本木といった地域に大規模な

オフィス街を形成している。 

 

 ６ 市街地  

 

（１）木造住宅密集地域 

都内には、ＪＲ山手線外周部を中心に、木造住宅密集地域が広範に形成さ

れている。このうち、震災時に特に甚大な被害が想定される地域を整備地域

（２８地域、約６,９００ha）に指定し、防災対策を推進している。 
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（２）超高層建築物 

都内には、高さ６０メートル以上の超高層建築物が、１,２００棟以上立地

している。 

 

（３）大規模集客施設 

都内には、大規模な商業施設、文化・スポーツ施設、新宿・渋谷などの大

規模な繁華街、新宿・八重洲などの地下街、１日の乗降客数が１００万人を

超える大規模なターミナル駅など、不特定多数の人々が集まる施設が数多く

存在する。 

 

７ 米軍基地 

都内には、横田飛行場のほか通信施設など、７箇所の米軍基地が存在する。 

横田飛行場は、敷地面積７１４ヘクタールで、都内５市、１町にまたがって存

在する。 
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第１節 想定する事態類型 

 

 

 

 

 

 

 

事  態 事 態 類 型 

武力攻撃事態 

① 着上陸侵攻 

② ゲリラ・特殊部隊による攻撃 

③ 弾道ミサイル攻撃 

④ 航空攻撃 

緊急対処事態 

(大規模テロ等） 

① 危険物質を有する施設への攻撃  

・原発、石油コンビナート等に対する攻撃 

② 大規模集客施設（＊）等への攻撃 

・ターミナル駅、列車等に対する攻撃 

③ 大量殺傷物質による攻撃 

・炭疽菌、サリン等を使用した攻撃 

④ 交通機関を破壊手段とした攻撃 

・航空機による多数の死傷者を伴う自爆テロ等による攻撃 

 

 ○ 本計画では、世界の首都や大都市で大規模なテロが多く発生している状況や、

国内外の注目が集まる東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会への

危機管理の視点を踏まえ、緊急対処事態（大規模なテロ等）への対処を重視す

る。 

 

○ なお、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、競技会場

や重要インフラ等を狙ったサイバー攻撃が予想されるなど、都内におけるサイ

バーテロ（＊＊）の脅威が高まっている。サイバーテロは、都民生活や都市活動

                                            
（＊）

ターミナル駅、大規模な商業施設、文化・スポーツ施設など不特定多数の人々が集まる施設 
（＊＊）

武力攻撃やテロ等と併せてサイバーテロが行われた場合、ライフラインや医療機能等に多大な影

響を及ぼし、住民の生命を脅かす状況も想定される。 

○ 本計画では、基本指針に基づき、武力攻撃事態４類型、緊急対処事態４類型

を想定する。また、それぞれの類型において、ＮＢＣ兵器等を用いた攻撃が行

われる可能性があることも考慮する。 

    ＊Ｎ：核（物質）Nuclear Ｂ：生物剤 Biological Ｃ：化学剤 Chemical 

第２章 想定する武力攻撃事態及び緊急対処事態 
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に大きな影響を与えるとともに、緊急対処事態に発展するおそれもあることか

ら、関係機関等と連携しながら、その動向に注視し適切に対応していく。 
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第２節 武力攻撃事態 

 

 

 

 

 

事態類型 特     徴 

１ 着上陸侵攻 

 

・ 多数の船舶等を

もって沿岸部に直

接上陸して、我が

国の国土を占領す

る攻撃 

 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 船舶により上陸を行う場合は、上陸用の小型船舶等が接岸容

易な地形を有する沿岸部が当初の侵攻目標となりやすいと考

えられる。 

○ 航空機により侵攻部隊を投入する場合には、大型の輸送機が

離着陸可能な空港が存在する地域が目標となる可能性が高く、

当該空港が上陸用の小型船舶等の接岸容易な地域と近接して

いる場合には特に目標となりやすいと考えられる。なお、着上

陸侵攻の場合、それに先立ち航空機や弾道ミサイルによる攻撃

が実施される可能性が高いと考えられる。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の破壊、火災等

が考えられ、石油コンビナートなど、攻撃目標となる施設の種

類によっては、二次被害の発生が想定される。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 一般的に国民保護措置を実施すべき地域が広範囲になると

ともに、その期間も比較的長期に及ぶことが予想される。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 攻撃国の船舶、戦闘機の集結の状況、進行方向等から、事前

予測が可能である。 

２ ゲリラや特殊部

隊による攻撃 

 

・ 比較的少数の特

殊部隊等を潜入さ

せ、重要施設への

襲撃や要人の暗殺

等を実施する攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 都市部の政治経済の中枢、鉄道、橋りょう、ダム、原子力関

連施設などに対する注意が必要である。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 少人数のグループにより行われ、使用可能な武器も限定され

ることから、主な被害は施設の破壊等が考えられる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 被害の範囲は比較的狭い範囲に限定されるのが一般的であ

るが、攻撃目標となる施設の種類によっては、二次被害の発生

も想定される。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆候の早期発

見に努めることとなるが、事前にその活動を予測あるいは察知

できず、突発的に被害が生ずることも考えられる。 

○ 武力攻撃事態とは、我が国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態、又

は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められる事態をいう。 

 類型ごとの主な特徴は、次のとおり 
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３ 弾道ミサイル攻

撃 

 

・ 弾道ミサイルを

使用して我が国を

直接打撃する攻撃 

 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射された段階で攻

撃目標を特定することは極めて困難である。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 通常弾頭の場合にはＮＢＣ弾頭の場合と比較して被害は局

限され家屋施設等の破壊、火災等が考えられる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 弾頭の種類（通常弾頭又はＮＢＣ弾頭）により、被害の様相

が大きく異なる。ただし、着弾前に弾頭の種類を特定すること

は困難である。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 発射後、極めて短時間で我が国に着弾することが予想され

る。 

４ 航空攻撃 

 

・ 爆撃機及び戦闘

機等で我が国領空

に侵入し、爆弾等

を投下する攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なるが、

その威力を最大限に発揮することを敵国が意図すれば、都市部

が主要な目標となることも想定される。また、ライフラインの

インフラ施設が目標となることもあり得る。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 通常弾頭の場合には、家屋、施設等の破壊、火災等が考えら

れる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 航空攻撃はその意図が達成されるまで繰り返し行われるこ

とも考えられる。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 弾道ミサイル攻撃の場合に比べその兆候を察知することは

比較的容易であるが、対応の時間が少なく、また攻撃目標を特

定することが困難である。 
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第３節 緊急対処事態 

 

 

 

 

 

 

事態類型 特  徴 

１ 危険物質を有

する施設への攻

撃 

○ 原子力事業所等の破壊が行われた場合、大量の放射性物質等が放

出され、周辺住民が被ばくするとともに、汚染された飲食物を摂取

した住民が被ばくする。（都内には原子力事業所等は存在しない。） 

○ 石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等が爆破された場合、

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、

ライフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

○ 危険物積載船への攻撃が行われた場合、危険物の拡散による沿岸

住民への被害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、海洋資源

の汚染等社会経済活動に支障が生ずる。 

○ ダムの破壊が行われた場合、下流に及ぼす被害（水害）は多大な

ものとなる。 

２ 大規模集客施

設等への攻撃 

○ 大規模集客施設（ターミナル駅、劇場、大規模な商業施設など）

や列車等の爆破が行われた場合、爆破による人的被害が発生し、施

設が崩壊した場合には人的被害は多大なものとなる。 

３ 大量殺傷物質

による攻撃 

○ 第４節の「ＮＢＣを使用した攻撃」（次頁）と同様の被害を発生

させる。 

４ 交通機関を破

壊手段としたテ

ロ 

○ 航空機等による自爆テロが行われた場合、主な被害は施設の破壊

に伴う人的被害であり、施設の規模によって被害の大きさが変わる。 

○ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺にも大きな被害が発生す

るおそれがある。 

○ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、

ライフライン等が被災し、社会経済活動にも支障が生ずる。 

 

○ 緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて、多数の人を殺傷

する行為が発生した事態、又は発生する明白な危険が切迫していると認められ

る事態で、国家として緊急に対処することが必要なものをいう。 

類型ごとの主な特徴は、次のとおり 
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第４節 ＮＢＣを使用した攻撃 

 

 

 

 

 

 

      

種  別 特    徴 

■ 核兵器等 
○ 核兵器を用いた攻撃による被害は、当初は主に核爆発に伴う熱

線、爆風及び初期核放射線によって、その後は放射性降下物（灰

等）や初期核放射線を吸収した建築物や土壌から発する放射によ

って生ずる。 

○ ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、核

兵器に比して小規模ではあるが、爆薬による爆発の被害と放射能

による被害をもたらす。 

○ 放射性物質又は放射線の存在は五感では感知できない。 

○ 原因となる放射性物質や放射線種の特定が困難である。 

■ 生物兵器等 
○ 人に知られることなく散布することが可能である。 

○ 生物兵器が使用されたと判明したときには、感染者が移動する

ことにより、二次的な感染を引き起こし、広範囲に多数の感染者

が発生する恐れがある。 

○ 生物兵器としては、一般的に、天然痘、炭疽菌、ペスト等があ

げられている。 

■ 化学兵器等 

 

○ 急性症状を有する死傷者が発生するが、原因物質の特定は困難

である。 

○ 建物屋内や交通機関内部など閉鎖的な空間で発生した場合、多

数の死傷者が発生する可能性がある。 

○ 地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重

いサリン等の神経剤は地をはうように広がる。 

○ 特有のにおいがあるもの、無臭のもの等、その性質は化学剤の

種類によって異なる。 

○ 化学兵器としては、一般的に、サリン、ＶＸガス、マスタード

ガス、イペリット等があげられている。 

 

○ 武力攻撃事態、緊急対処事態の各類型において、ＮＢＣ攻撃（核等又は生物

剤若しくは化学剤を用いた兵器等による攻撃をいう。以下同じ。）が行われるこ

とも考慮する。 

その場合の特徴は次のとおり 
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第５節 緊急対処事態に関する読替え 

 

 

 

 

 

武力攻撃事態の場合 緊急対処事態の場合 

対処基本方針 緊急対処事態対処方針 

国民保護措置 緊急対処保護措置 

国民保護対策本部 緊急対処事態対策本部 

国民保護対策本部長 緊急対処事態対策本部長 

 

○ なお、次の規定については、緊急対処事態においては準用されない。 

・事態対策本部長の総合調整の権限に関する規定 

・内閣総理大臣の指示・代執行権に関する規定 

・国際人道法に関する規定 

・赤十字標章等、特殊標章等に関する規定 

・生活関連物資等の価格の安定、金銭債務の支払猶予等に関する規定 

○ 本計画における「武力攻撃事態等」には、緊急対処事態を含む。「緊急対処

事態」の場合は、次表のように読み替える。 
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第１節 平素における業務  

 

 

 

 

 

 

 

 

≪各局等が平素に行う業務≫ 

局 等 名  平 素 の 業 務  

政 策 企 画 局  

１ 報道機関との連絡に関すること 

２ 国民保護に関する放送の要請に関すること 

３ 在京大使館等との情報連絡及び調整に関すること 

都民安全推進本部 他局に対する応援のための体制整備に関すること 

戦略政策情報推進本部 基盤システムの維持に関すること 

総 務 局 

１ 国民保護に関する総合調整に関すること 

２ 国民保護協議会の運営に関すること 

３ 国民保護計画の見直し・変更に関すること 

４ 初動体制の整備に関すること 

５ 職員の参集基準の整備に関すること 

６ 非常通信体制の整備に関すること 

７ 指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関、区市町

村等との連携体制の整備に関すること 

８  区市町村に対する指導・連絡に関すること 

９ 国民の権利利益の救済に関する手続きの整備に関すること 

10 研修、訓練に関すること 

11 危機情報等の収集、分析等に関すること 

12 特殊標章（赤十字標章を除く）の交付、許可に関すること 

13 警報の通知、避難の指示、緊急通報に係る整備に関すること 

14 避難施設の指定に関すること 

15 被災情報の収集・提供体制の整備に関すること 

16 安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 

17 都庁舎における警戒等の予防対策に関すること 

18 首都大学東京の施設における警戒等の予防対策に関すること 

19 その他各局等に属さない武力攻撃事態に関する整備 

財 務 局 

１ 国民保護対策関係の予算、その他財務に関すること 

２ 車両の調達に関すること 

３ 緊急通行車両確認標章に関すること 

４ 野外収容施設の設営に関すること 

○ 平素における国民保護に関する業務は、各局がその所掌に従って分担し

て行い、危機管理監が統括する。 

○ 危機管理監は、危機管理対策会議を開催するなどにより、体制整備等の

進捗を管理するとともに、各局間の調整、国民保護に関する企画・立案等

を行う。 
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局 等 名  平 素 の 業 務  

主 税 局 被災者に対する都税の減免及び徴収猶予に関すること 

生 活 文 化 局 

１ 国民保護に関する広報及び広聴に関すること 

２ 在住外国人関係団体等との情報連絡及び調整に関すること 

３ 国民保護に係るボランティア等の支援に関わる総合調整に関すること 

４ 生活文化局が管理する施設における警戒等の予防対策に関すること 

オリンピック・パラリ

ン ピ ッ ク 準 備 局 

 オリンピック・パラリンピック準備局が管理する施設における警戒等の予

防対策に関すること 

都 市 整 備 局 
１ 建築物等の防災に関すること 

２ 米軍施設等との情報連絡及び調整に関すること 

住 宅 政 策 本 部 

１ 被災者が行う住宅等の建設、補修等のための応急融資等に関すること 

２ 応急仮設住宅等の確保及び応急修理に関すること 

３ 都営住宅に関すること 

環 境 局 
１ 高圧ガス及び火薬類の保安対策に関すること 

２ 廃棄物（し尿を含む。）の処理に関すること 

福 祉 保 健 局 

 

１ 医療及び防疫に関すること 

２ 高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産婦等の救護、安全確保及び支

援に関すること 

３ 救援物資の備蓄、運送及び配分に関すること 

４ 避難者の運送及び避難所の設営に関すること 

５ 遺体の検案及びこれに必要な措置に関すること 

６ 義援金の募集・受付・配分及び義援物資の取扱いに関すること 

７ 赤十字標章の交付、許可に関すること 

8 前各号に掲げるもののほか、保健衛生、救援及び保護に関すること（他

の局に属するものを除く。） 

病 院 経 営 本 部 
１ 都立・公社病院の医療救護体制の整備に関すること 

２ 都立・公社病院施設の警戒等の予防対策に関すること 

産 業 労 働 局 
１ 中小企業及び農林漁業団体等の対策に関すること 

２ 産業労働局が管理する施設における警戒等の予防対策に関すること  

中 央 卸 売 市 場  
１ 生鮮食料品等の確保に関すること 

２ 中央卸売市場が管理する施設における警戒等の予防対策に関すること 

建 設 局 

１ 河川管理施設及び海岸保全施設の保全に関すること 

２ 道路及び橋梁の保全に関すること 

３ 水防に関すること 

４ 河川、道路等における障害物の除去に関すること 

５ 公園の保全に関すること 

港 湾 局 
港湾施設、海岸保全施設、都営漁港及び都営空港の警戒等の予防対

策に関すること  

会 計 管 理 局  現金及び物品の出納及び保管に関すること 

交 通 局 
１ 都営交通施設の警戒等の予防対策に関すること 

２ 電車、バス等による運送に関すること 
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局 等 名  平 素 の 業 務  

水 道 局 
１ 水道施設の警戒等の予防対策に関すること 

２ 応急給水に関すること 

下 水 道 局 下水道施設の警戒等の予防対策に関すること 

教 育 庁 

１ 文教施設の警戒等の予防対策に関すること 

２ 被災児童及び生徒の学用品の供給に関すること 

３ 文化財の保護に関すること 

選挙管理委員会事務局 

人事委員会事務局 

監 査 事 務 局 

労 働 委 員 会 事 務 局 

収用委員会事務局 

他局に対する応援のための体制整備に関すること 

警 視 庁 

１ 警備体制の整備に関すること 

２ 情報収集・提供等の体制整備に関すること 

３ 警備情報の収集に関すること 

４ 通信体制の整備に関すること 

５ 装備・資機材の整備に関すること 

６ 交通規制に関すること 

７ 生活関連等施設の安全確保の助言に関すること  

８ 関係県警察との連携に関すること 

東 京 消 防 庁 

１ 消防活動体制の整備に関すること 

２ 通信体制の整備に関すること 

３ 情報収集・提供体制の整備に関すること 

４ 特別区消防団に関すること 

５ 装備・資機材の整備に関すること 

６ 特殊標章の交付・管理に関すること 

７ 生活関連等施設、危険物質等（消防法に関するものに限る。）取扱

所の安全化対策に関すること 

８ 事業所に対する避難等自主防災体制の指導に関すること 

９ 避難住民の臨時の収容施設等に関する基準に関すること 

10 都民の防災知識の普及及び防災行動力の向上に関すること 

支 庁 
１ 管轄町村の区域における国民保護に関する連絡調整に関すること 

２ 国民保護対策本部地方隊に関すること 
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第２節 体制等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

１ 初動体制の整備 

 

≪基本的考え方≫ 

 

 

 

 

 

（１）初動体制の基準 

○ 政府による事態認定及び本部設置指定の有無、危機の状況等に応じて、

全庁的な初動体制の基準を次のとおりとする。 

状     況 体  制 

事態認定有 

本部設置指

定通知前 

 

・情報収集・分析等の対応が

必要な場合（全庁的な対応

の必要はなし） 

① 危機情報収集体制 

・全庁的な情報の収集・分析、

対応策の検討、総合調整が

必要な場合 

② 危機管理対策会議体制 

・突発的かつ局地的な災害に

対し、国民保護対策本部を

立ち上げるまでの間 

③ 災害即応対策本部体制 

本部設置指

定通知後 

・都対策本部を設置し、国民

保護措置を実施 
④ 国民保護対策本部体制 

○ 武力攻撃事態等に応じた初動体制や職員の参集などの基準を整備するととも

に、夜間・休日にも職員を配置するなど、２４時間即応可能な体制を整備する。 

○ 武力攻撃事態等に応じて、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため

に必要な組織・体制を整備する。 

○ 多様な状況や条件にある人々が、情報の内容を迅速かつ正確に理解し、

行動できるような情報伝達手段や表現内容を検討していく。 
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事態認定無 

・情報収集・分析等の対応が必要な場合（全

庁的な対応の必要はなし） 
① 危機情報収集体制 

・全庁的に情報の収集・分析、対応策の検

討、総合調整が必要な場合 
② 危機管理対策会議体制 

・突発的かつ局地的な災害に対し、災害対

策本部を立ち上げるまでの間 
③ 災害即応対策本部体制 

・突発的に事案が発生するなどにより、そ

の被害が災害対策基本法上の災害に該当

するため、国民保護に準じた措置を実施

する必要がある場合 

⑤ 災害対策本部体制 

○ ①、②及び③のいずれの初動体制をとるべきかの判断は、危機管理監が

行う。 

≪体制の設置・総括者≫ 

 

 

 

 

 

   

 

 

（２）職員の参集基準 

○ （１）の初動体制を確保するための職員の参集基準を次のとおりとする。 

 体 制  参 集 を 要 す る 職 員  

① 危機情報収集体制 
・総務局総合防災部職員 

・関係局国民保護主管課職員、事態・事案関係課職員 

② 危機管理対策会議体制 

・危機管理対策会議の構成員（危機管理監、各局危機管理主

管部長等） 

・総務局総合防災部職員 

・各局国民保護主管課職員、事態・事案関係課職員 

③ 災害即応対策本部体制 

・災害即応対策本部の構成員（危機管理監、危機管理監が指

名する局の危機管理主管部長等） 

・総務局総合防災部職員 

体 制 設置者（＊は招集者） 総  括 

① 危機情報収集体制 危機管理監＊ 総合防災部長 

② 危機管理対策会議体制 危機管理監＊ 危機管理監 

③ 災害即応対策本部体制 危機管理監＊ 危機管理監 

④ 国民保護対策本部体制 知事 本部長（知事） 

⑤ 災害対策本部体制 知事 本部長（知事） 

武力攻撃事
態に類似し
た事案の発
生、又は発
生のおそれ 
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・危機管理監が指名する局の国民保護主管課職員、事態・事

案関係課職員 

④ 国民保護対策本部体制 

⑤ 災害対策本部体制 

・本部長、本部員及び本部職員 

（本部職員は、非常配備態勢の基準に基づき参集する。） 

○ ①、②及び③の参集職員の数は、事態の状況により各局で判断する。 

○ 非常配備態勢の基準では、発令の時期、態勢、全職員に対する配備割合、

交代要員、その他必要な事項を定める。 

○ 各局長及び支庁長は、あらかじめ都対策本部の局及び地方隊の部課が非

常配備体制の種類に応じて措置すべき要領を定め、所属職員に周知徹底す

る。 

 

（３）２４時間即応可能な体制の確保 

○ 夜間及び休日においても事態に即応可能な体制を確保するため、夜間防

災連絡室において情報収集・連絡等の業務を行うとともに、災害対策職員

住宅入居職員が、直ちに参集できる体制を確保する。 

① 夜間防災連絡室における情報収集・連絡 

○ 夜間防災連絡室における夜間防災連絡員は、国民保護に関して、次の

業務を行う。 

・武力攻撃災害等に関する情報収集 

・総合防災部職員に対する情報等の連絡 

・災害対策職員住宅に入居する職員に対する参集連絡 

・国から都対策本部設置指定、警報発令、避難措置の指示等があった場合の初動準備、

連絡 等 

② 災害対策職員住宅入居職員の参集 

○ 災害対策職員住宅入居職員は、夜間及び休日等に警報の発令、避難措

置の指示等があった場合は、夜間防災室からの参集連絡等に基づき、直

ちに東京都防災センター又は立川地域防災センターに参集する。 

○ 災害対策職員住宅に入居する総合防災部職員は、上記のほか、夜間及

び休日等に都対策本部の設置の指示があった場合等も参集する。 

③ 特別非常配備態勢 

○ あらかじめ定める特別非常配備に関する基準で規定する要件に応じて、

全職員が参集する態勢を確保する。 

○ 参集にあたっては、職員は、避難の指示等の情報を確認し行動するな
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ど、自らの安全の確保に十分に留意する。 

 

（４）職員への連絡手段の確保 

○ 各局は、全職員に対する電話連絡網を整備するなど、非常時における連

絡体制を確保する。 

○ 特に、危機管理監、総合防災部管理職、災害対策職員住宅に入居する総

合防災部職員は、常時、携帯電話を携行することにより、電話・メール等

による連絡手段を確保する。 

 

（５）不測の事態の備え 

① 知事等が連絡不能等により指揮をとれない場合の代理 

名称  代替職員（第１順位）  代替職員（第２順位）  代替職員（第３順位） 

知   事  副知事（職務代理順序による） 

 副知事 

 副知事 危機管理監 総合防災部長 
（危機管理監があらかじめ定める 

部長級又は課長級職員） 

局   長 

次長、技監又は総務部長

（各局においてあらかじ

め定める。） 

（各局においてあらかじめ定める。） 

② 都防災センターが被災し使用不能な場合の代替施設  

○ 知事は、都防災センターが被災した場合、次に掲げる順位により代替

施設を指定する。ただし、状況に応じて、順位を変更して指定すること

ができる。 

 施  設  名 場    所 

第１順位 東京都立川地域防災センター 立川市緑町３２３３－２ 

第２順位 

東京国際フォーラム 千代田区丸の内３－５－１ 

産業貿易センター台東館 台東区花川戸２－６－５ 

東京芸術劇場 豊島区西池袋１－８－１ 

青梅合同庁舎 青梅市河辺町６－４－１ 

味の素スタジアム 調布市西町３７６－３ 

※第２順位については、知事が状況に応じて、上記の施設から指定する。 

○ 第１順位の施設には、速やかに代替機能が発揮できるように、平素か
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ら必要な機器を整備する。第２順位の施設については、事態発生に応じ

て、必要な機器を配備できるような体制を確保する。 

○ 都防災センターが被災し代替施設を指定した場合、都防災センターを

参集場所とする職員の新たな参集場所は、危機管理監が指定する。 

 

（６）警視庁・東京消防庁の初動体制 

○ 警視庁及び東京消防庁は、事態に応じて迅速に初動体制を確保できるよ

うに、必要な体制整備を行う。 

 

２ 通信連絡体制の整備 

≪基本的考え方≫  

 

 

 

 

 

 

（１）通信連絡系統 

○ 武力攻撃事態等における通信連絡系統は次のとおり 

 

○ 都は、武力攻撃事態等における通信連絡のため、防災計画で整備された

通信連絡体制を活用する。 

また、武力攻撃事態等における通信機能を確保する観点から、通信連

絡手段の多様化や必要な機器の整備・充実を図る。 
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（２）通信連絡手段・システム等 

○ 国、都内の区市町村、都出先機関、警視庁、東京消防庁、ライフライン機

関の各防災機関及び他道府県との通信連絡には、防災計画で整備された、次

に掲げる通信連絡手段及びシステムを活用する。 

① 国の防災機関 

・緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、全国瞬時警報システ

ム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、中央防災無線、消防防災無線、地域衛星通信ネ

ットワーク 

・東京都防災行政無線又は東京都災害情報システム（一部の指定地方行

政機関） 

 

② 区市町村、都出先機関、警視庁、東京消防庁、ライフライン機関等 

・東京都防災行政無線（固定系、移動系、衛星系）及び都各部局保有の

無線 

・東京都災害情報システム 

・画像伝送システム（テレビ会議） 

③ 他道府県 

・消防防災無線、水防道路無線、地域衛星通信ネットワーク 

 

（３）通信連絡体制の整備 

○ 都は、上記の通信連絡手段、システムのほか、次のような手段により通信

連絡手段の多重化を図る。 

・固定電話、携帯電話（衛星携帯含む）等の事業者回線及びインターネッ

ト回線の利用 

・電気通信設備（電話、電報、携帯電話）の優先利用の確保 

・非常無線通信（電波法第５２条第４号）の利用 

・防災相互通信用無線の利用 

・アマチュア無線団体との協定の締結による民間協力の確保 

○ 都は、防災計画で定める防災機関と国民保護計画における関係機関が一部

異なることから、当該機関に関して防災行政無線など必要な機器等の整備、

充実を検討する。 

○ 都対策本部及び都各部局は、防災計画に準じて通信連絡責任者を選任す

るとともに、夜間・休日を含めて、区市町村等の関係機関と、常時、通信

連絡が開始できる体制を整える。 

○ 都は、通信連絡のための機器やシステム、体制等整備するにあたっては、
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「非常通信協議会」（＊）との連携に十分配慮する。 

○ 都は、武力攻撃災害時において確実な利用ができるよう、国民保護措置

の実施に必要な通信設備を定期的に保守、整備する。 

 

（４）通信連絡訓練 

○ 都は、武力攻撃災害による通信輻輳及び途絶、非常用電源の利用などを

想定した関係機関との情報連絡、地域住民への情報の伝達、避難先施設と 

の通信の確保など、実践的な通信訓練を実施する。 

○ 都は、訓練終了後にその実施結果について評価を行い、必要に応じて、

通信連絡体制の改善を行う。 

 

３ 住民等への警報・避難の指示等の伝達のしくみの整備 

≪基本的考え方≫ 

 

 

 

 

 

 

（１）警報等の通知先等の把握 

① 警報等の通知先 

○ 都は、警報等の通知先となる「区市町村」、「指定地方公共機関」等

の連絡先、連絡方法等をあらかじめ把握し、速やかに利用できるように

管理する。 

② 警報等の伝達 

○ 都は、警報等の伝達先となる、都管理の「学校」「病院」「駅」「空

港」「大規模集客施設」等の連絡先、連絡方法等をあらかじめ把握し、

速やかに利用できるように管理する。 

 

（２）大規模集客施設等への伝達体制の確保 

○ 都は、突発的な事態において、大規模集客施設や地下街等多様な状況に

ある人々への迅速・正確な情報提供が極めて重要であることを考慮し、施

                                            
（＊）

自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的とし、総務省を中心とし

て関係省庁や電気通信事業者等で構成する。 

○ 防災行政無線や電話・ＦＡＸ、テレビ・ラジオに止まらず、ホームペー

ジや Twitter をはじめ多様な手段を活用し、警報や避難の指示等を迅速・

的確に伝達するためのしくみや協力関係を構築する。 
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設管理者を通じてこれらの人々に情報伝達するための体制を整備するとと

もに、連絡先（施設管理者等）を把握する。 

  なお、区市町村においても、都に準じて情報伝達体制を整備するととも

に、連絡先の把握を行うものとする。 

○ 都及び東京消防庁は、区市町村等の関係機関の協力を得て、大規模集客

施設の管理者等に対して、突発的なテロ等が発生した場合における当該施

設内の人々への情報提供（館内放送等）や避難誘導体制の整備等を指導・

助言する。 

 

（３）多様なメディアの活用 

○ 都は、都内の多様な状況や条件にある人々に迅速・的確に情報を伝達す

るため、放送事業者や電気通信事業者に協力を依頼するなどして、インタ

ーネットをはじめ多様な手段を活用した、次のような仕組みについて、実

用化に向けて検討する。 

≪検討事項≫ 

・携帯電話やデジタルテレビの自動起動機能の活用 

・都のホームページへの警報や避難の指示等の即時掲示 

・電子メールによる一斉情報発信 

・繁華街にある電光掲示板の活用 

・ＪＲ等の駅における情報提供 

○ 検討にあたっては、国における整備の動向を踏まえるとともに、大規模

自然災害における情報伝達のしくみの拡充・強化と連動させるように留意

する。 

 

（４）放送事業者との協力 

○ 都は、テレビやラジオの情報伝達効果の大きさを踏まえ、法に基づく「警

報、避難の指示、緊急通報」以外についても、住民への緊急の情報伝達に

際して、放送事業者の協力が重要であることに鑑み、平素から都からの情

報の内容や提供方法等について放送事業者と協議し、意思疎通を図るなど、

必要な備えを行う。 

≪緊急を要する情報（例示）≫ 

・退避の指示 

・警戒区域の設定 

・安否情報の提供 等 

○ なお、協議にあたっては、報道の自由を侵すことがないように十分に配
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慮する。 

 

４ 情報収集・報告、提供体制の整備 

≪基本的考え方≫ 

 

 

 

 

 

 

 

（１）被災情報の収集・報告に必要な体制の整備 

① 情報収集・報告体制の整備 

○ 都の被災情報の収集・報告系統は、防災計画に準じ、次頁の図のとお

りとする。 

○ 都は、被災情報の収集、整理及び総務大臣への報告等を適時かつ適切

に実施するため、あらかじめ被災情報の収集・報告にあたる担当者を定

めるとともに、必要な体制を整備する。 

○ 都は、区市町村に対し、被災情報の報告を所定の様式により行うよう

に周知するとともに、指定地方公共機関に対し、収集した被災情報を速

やかに都に報告するように周知する。 

○ 都は、武力攻撃事態等において、被災情報、安否情報等を収集・整理し、

関係機関及び住民に迅速・的確に提供するための体制を整備する。 

○ 都は、国における整備の方向を踏まえ、収集した情報を円滑に利用でき

るように、それらの情報のデータベース化に努める。 
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区市町村教育委員会 
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② 収集・報告すべき情報 

 

 

 

 

 

 

 

≪総務省消防庁への報告様式≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

③ 警視庁及び東京消防庁における情報収集 

○ 警視庁及び東京消防庁は、ヘリコプターテレビ電送システム、交通監

視カメラ等、その保有する手段を活用して、迅速な情報収集・連絡を可

能とする体制を整備する。 

１ 武力攻撃災害の発生日時・場所 

２ 発生した武力攻撃災害の概要 

３ 人的・物的被害状況 

  ① 区市町村ごとの死者、行方不明者、負傷者 

② 住宅被害  ③ その他必要な事項 

４ 可能な場合、区市町村ごとの死者の死亡年月日、性別、年齢、概況 

年 月 日に発生した○○○による被害（第 報） 

 

平成 年 月 日  時 分 

東京都 

 

１ 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域） 

 (1) 発生日時  平成 年 月 日 

 (2) 発生場所  ○○市△△町Ａ丁目Ｂ番Ｃ号（北緯  度、東経  度） 

２ 発生した武力攻撃災害の概要 

３ 人的・物的被害状況 

区市町

村名 

人的被害 住宅被害 その他 

死 者 行方不

明者 

負傷者 全 壊 半 壊  

重 傷 軽 傷 

 （人） （人） （人） （人） （棟） （棟）  

        

        

 

※ 可能な場合、死者について、死亡地の区市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及

び死亡の概況を一人ずつ記入してください。 

区市町村名 年月日 性 別 年 齢 概 況 
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（２）安否情報の収集・提供に必要な体制の整備 

≪安否情報の収集・提供の概要≫ 

 

① 収集する安否情報 

○ 都は、区市町村に協力して避難住民及び武力攻撃災害で死傷した住民

の生死、所在等の安否情報を収集する。 

  収集する安否情報は次のとおりとする。 

 

 

 

 

１ 避難住民（負傷した住民も同様） 

① 氏名  ② フリガナ  ③ 出生の年月日  ④ 男女の別 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）  ⑥ 国籍 

⑦ ①～⑥のほか、個人を識別するための情報（前各号のいずれかに掲げる情報が不

明である場合において、当該情報に代えて個人を識別することができるものに限

る。） 

⑧ 負傷（疾病）の該当  ⑨負傷又は疾病の状況 

⑩ 現在の居所  ⑪ 連絡先その他必要情報 

⑫ 親族・同居者への回答の希望  ⑬ 知人への回答の希望 

⑭ 親族・同居者・知人以外の者からの照会に対する回答又は公表の同意 

２ 死亡した住民（上記①～⑦に加えて） 

⑧ 死亡の日時、場所及び状況 

⑨ 遺体が安置されている場所 

⑩ 連絡先その他必要情報 

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対する回答への同意 
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② 都及び区市町村の役割分担 

○ 都及び区市町村は、次のような役割分担により、安否情報の収集・提

供を行うものとする。 

 

 

③ 安否情報の収集・提供体制の整備 

○ 都は、区市町村から報告を受け、又は自ら収集した安否情報を整理し、 

住民等からの照会に応じて的確に提供できるよう、都における安否情報 

の収集・整理・回答を一元的に行うための体制・窓口を整備する。また、 

あらかじめ当該窓口の収集・整理・回答責任者を定める。 

○ 都は、安否情報の収集・提供を求める可能性のある、都の施設（学校・ 

病院等）等をあらかじめ把握するとともに、当該施設における収集・報 

告部署、責任者を定める。 

○ 都は、都対策本部への安否情報の報告が円滑に行われるよう、あらか

じめ安否情報の報告様式、報告先等を関係施設の管理者等に周知する。 

○ 都は、円滑な安否情報の収集・提供のため、あらかじめ、区市町村と

安否情報の収集・回答部署、責任者等の情報を共有するなど、相互の協

力体制を確保する。 

○ 都は、都県境を越えて通勤・通学等をする者の安否情報の提供を円滑

に行うため、近隣県とあらかじめ安否情報の収集・回答部署、責任者等

の情報を共有するなど、相互の協力体制を確保する。 

○ 都は、都及び区市町村が避難所等で大勢の避難住民等の安否情報を速

やかに把握できるように、住民等による氏名等の申告やそれらの集約方

法等について検討する。 

○ 安否情報の収集は、住民に関する情報を有する区市町村が行うこと

を基本とし、都は、都の施設等からの収集など補完的に対応する。 

・都 ………… 都管理の避難施設、都の施設（学校・病院等） 

警視庁、東京消防庁等 

・区市町村 … 区市町村管理の避難施設 

区市町村の施設（学校等） 

区域内の大規模事業所、医療機関、諸学校 

          警察署、消防署等 

○ 住民等からの照会に対しては、都、区市町村それぞれが、共有する

安否情報に基づき回答するものとする。 
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また、避難時に氏名や身分を確認できるもの（運転免許証、パスポー

ト、写真入りの社員証等）を携行するよう、区市町村を通じて住民に周

知する。 

 

５ 広報体制の整備 

 

（１）警報、避難の指示、緊急通報の放送に関する準備 

○ 都は、放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関が、警報、

避難の指示、緊急通報等の放送を円滑に行えるように、放送機関への連絡

責任者を定め、連絡先、連絡方法等を把握しておく。 

 

（２）都対策本部における広報体制の整備 

○ 都は、都対策本部において、被害情報等の広報を適時・的確に行えるよ

う「広報に関する基準」を定め、「広報事項」、「方法」、「タイミング」、「広

報文例」などを明らかにしておく。 

 

６ 赤十字標章等及び特殊標章等の整備 

 

 （１）交付要綱の作成 

○  知事、警視総監及び消防総監は、国の定める特殊標章等の交付等に関す

る基準・手続等に基づき、具体的な交付要綱を作成する。 

 

 （２）赤十字標章等及び特殊標章等の作成・管理 

○ 知事、警視総監及び消防総監は、国の定める特殊標章等の交付等に関す

る基準・手続等に基づき、必要となる赤十字標章等及び特殊標章等を作成

するとともに、交付する必要が生じた場合に迅速に交付できるよう適切に

管理する。 

 

 （３）赤十字標章等及び特殊標章等に関する普及・啓発 

○ 都は、国、日本赤十字社東京都支部及びその他関係機関と協力し、ジュ

ネーヴ諸条約及び第一追加議定書に基づく武力攻撃事態等における標章等

の使用の意義や濫用防止等について、教育や学習の場などの様々な機会を

通じて普及・啓発に努める。 
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７ 研修・訓練の実施 

≪基本的考え方≫ 

 

 

 

  

 

 

 

（１）職員に対する研修 

○ 都は、国民保護を担当する職員を育成するため、職員研修所等において、

国民保護の実施に必要な知識に関し必要な研修を実施するとともに、国の

研修機関の研修課程を有効に活用するなど、職員の研修機会を確保する。 

○ 都は、区市町村と連携し、消防団員や自主防災組織リーダーに対して国

民保護措置に関する研修を行うとともに、国が作成するビデオ教材やｅ－

ラーニングを活用するなど、多様な方法により研修を行う。 

○ 都は、職員等の研修の実施に当たっては、危機管理に関する知見を有す

る自衛隊、警視庁、東京消防庁、海上保安庁等の職員、学識経験者、危機

管理の研究者等を講師に招くなど、外部の人材を積極的に活用する。 

 

（２）訓練 

① 計画的な訓練の実施 

○ 都は、職員の武力攻撃事態等における対処能力の向上を図るため、あ

らかじめ訓練体系を整えた上で、計画的に訓練を実施する。 

≪必要な訓練≫ 

・都国民保護対策本部を迅速に設置するための職員の参集、対策本部設

置・運営に関する訓練 

・警報、避難の指示などの通知・伝達に関する訓練 

・避難誘導及び救助に関する訓練（高齢者、障害者にも留意） 

・テロ等の突発的な事態発生に伴う対処に関する訓練 

○ 訓練を計画するにあたっては、実際に人・物等を動かす実動訓練、状

況付与に基づいて参加者に意思決定を行わせる図上訓練、様々な情報伝

達手段等の手法を組み合わせ、様々な場所や想定で行うなど、実際の行

動及び判断を伴う実践的な訓練となるように留意する。 

○ 都は、職員等が、国民保護措置の実施に必要な知識を習得できるよう

に研修の実施に努めるとともに、実践的な訓練を通じて武力攻撃事態等

における対処能力の向上を図る。 

○ 都は、訓練の結果を適正に評価し、計画・マニュアル等の充実・強化

に資する。 
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○ 訓練の実施にあたっては、ＮＢＣ災害訓練などを通じて得たノウハウ

を活用するとともに、自衛隊、海上保安庁、警視庁及び東京消防庁等と

連携・協力し、効果的な訓練を実施する。 

また、都内の区市町村や国、他の道府県等関係機関と共同した訓練の

実施に努める。 

② 住民や事業者等の訓練参加等 

○ 都は、広く住民や事業者等に訓練への参加を呼びかけるとともに、訓

練の開催時期、場所等について、住民や事業者等の参加が容易となるよ

うに配慮する。 

○ 都及び東京消防庁は、区市町村と協力し、大規模集客施設（ターミナ

ル駅、劇場、大規模な商業施設等）、学校、病院、空港、大規模集合住

宅、官公庁、事業所その他の多数の者が利用又は居住する施設の管理者

に対し、警報の伝達や避難誘導を適切に行うため必要となる訓練の実施

を要請する。 

③ 訓練時の通行制限 

○ 警視庁は、必要に応じ、標示の設置、警察官の指示等により、区域又

は道路の区間を指定して、歩行者又は車両の通行を制限する。 

○ 警視庁は、交通規制に当たっては、道路管理者等の関係機関との密接

な連携を確保する。 

④ 訓練結果の計画への反映 

○ 訓練の結果については、参加者等から意見を聴取するなど客観的な評

価を行い、教訓や課題を明らかにした上で、国民保護計画の見直しやマ

ニュアル等の整備に反映させる。 
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第３節 関係機関との連携体制の整備 

 

 

 

 

 

１ 国の機関との連携 

   

（１）指定行政機関 

○ 都は、国民保護措置の実施要請等が円滑に行えるよう、指定行政機関と

必要な連携協力体制を整備する。特に、国との連絡調整の主たる窓口であ

る総務省消防庁や国民保護を主管する内閣官房と緊密な連携協力体制を構

築する。 

 

（２）指定地方行政機関 

○ 都は、その区域に係る国民保護措置が円滑に実施されるよう、関係指定

地方行政機関との連携協力体制を整備する。 

 

（３）自衛隊 

○ 都は、自衛隊の部隊等の派遣を受けて国民保護措置を円滑に実施できる

よう、防衛省・自衛隊との連携を確保する。 

特に、これまで災害対策への対応や訓練で連携してきた、陸上自衛隊、

海上自衛隊、航空自衛隊との連携体制を国民保護措置の実施においても構

築する。 

 

（４）首都防衛と住民避難との錯綜の防止 

○ 都は、首都防衛のため都内に防衛力が集中した場合に、道路等の利用に

関して防衛行動と住民避難等の国民保護措置との錯綜を避ける観点から、

国との連携強化を図る。 

      特に、次の事項の実施に努める。 

・「国民保護措置を円滑に実施するための内閣総理大臣と都知事とのホッ

トラインの確保」、「国の対策本部に対する連絡職員の派遣」など、武

力攻撃事態等に際して国と都の緊密な連携のもと対処するための体制

整備 

○ 国、他の道府県、区市町村、指定公共機関、指定地方公共機関その他の

関係機関と連携協力して国民保護措置を実施するため、災害対策のための

連携体制に準じて、あらかじめその連携協力体制を整備する。   
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・武力攻撃事態等における特定公共施設等（＊）の利用に関する調査・検

討 

 

２ 他の道府県との連携 

 

（１）広域応援体制の整備 

○ 都は、大規模な武力攻撃災害が発生した場合や武力攻撃災害が長期にわ

たるような場合に備えて、広域にわたる避難、物資及び資材の提供並びに

救援等を実施するための広域応援体制を整備する。 

○ このため、都は、防災のために締結されている相互応援協定等の内容の

見直し、又は新たな協定の締結を行う。 

 

（２）九都県市における相互応援体制の整備 

○ 首都圏を構成する九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜

市、川崎市、千葉市、さいたま市及び相模原市）は、行政区域を越えて、

全体でひとつの生活圏、経済圏を形成している観点から、都県域を越える

通勤・通学者の避難などについて、相互の連携・協力体制を整備するもの

とする。 

 

（３）関西広域連合と九都県市における相互応援体制の整備 

○ 平成２６年３月に締結した関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵

庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市及び神

戸市）との相互応援に関する協定に基づき、関西広域連合と九都県市との

間で、発災時において相互に必要な応援を行う。 

 

（４）関東地方知事会における相互応援体制の整備 

○ 関東地方知事会を組織する１都９県（東京都、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、静岡県及び長野県(以下「都県」とい

う。)）において締結している協定に基づき、被災都県の応急対策及び復旧

対策を円滑に実施するため、発災時に相互に救援協力する。 

 

（５）近隣県との情報共有体制の整備 

○ 広域にわたる避難や救援を行う場合の避難経路、運送手段等に関し、近

                                            
（＊）

特定公共施設等とは、港湾施設、飛行場施設、道路、海域、空域及び電波をいう。 
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接する埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県及び静岡県との間で基本的考え

方の共有を図る。 

○ 特に、生物剤による攻撃にあっては、都の区域を越える広域的な災害に

対応することが重要であるため、保健所、都健康安全研究センター等の機

関は、上記の近接する県との間で緊密な情報の共有を図るための連絡体制

を整備する。 

 

  （６）他の県への事務委託 

○ 都は、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県及び静岡県に対し、国民保護

措置の実施に必要な事務又はその一部を委託する場合に備えて、情報交換を

行う。（＊） 

 

（７）警察災害派遣隊の充実・強化 

○ 警視庁は、他の道府県警察と連携して、警察災害派遣隊が直ちに出動で

きるよう、隊員に対する教育訓練を徹底するとともに、招集・出動体制の

確立等必要な体制の整備を図る。 

 

  （８）緊急消防援助隊の充実・強化 

○ 東京消防庁は、都内の他の消防本部と連携して、緊急消防援助隊が直ち

に出動できるよう、隊員に対する教育訓練を実施するとともに、出動体制

の確立等必要な体制の整備を図る。 

また、都は、緊急消防援助隊の応援を受ける場合に備え、受援に関する

計画に基づき活動する。 

 

３ 区市町村との連携 

 

（１）連絡調整の場の確保 

○ 都は、各区市町村との緊密な連携を図るため、平素から定期的な連絡調

整の場を確保する。 

○ 特に、避難の指示と避難誘導、物資の確保、避難所の運営、安否情報の

収集・提供など、国民保護措置の実施にあたり特段の連携協力が求められ

る分野について、平素から十分な調整を行うものとする。 

 

                                            
（＊）

都内で相当な武力攻撃災害が発生し、一定地域の国民保護措置を十分に実施できない状況に陥っ

た場合などが想定される。 
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（２）都と区市町村の役割分担 

○ 都は、救援や備蓄、安否情報の収集・提供など、都と区市町村が適切に

役割分担することで的確・迅速な対応をなしうる措置については、防災計

画における役割分担を基本として、区市町村と協議し、役割分担を明らか

にするものとする。（２４２頁「４ 都と区市町村間における役割分担」参

照） 

 

（３）区市町村長が行うべき事務の代行 

○ 知事は、区市町村長の行うべき国民保護措置の全部又は一部を区市町村

長に代わって行う場合に備え、必要な調整を行う。（＊） 

 

  （４）区市町村計画の作成・変更における協議 

○ 都は、区市町村国民保護計画の協議を通じて、都の行う国民保護措置と

区市町村が行う国民保護措置との整合性を確保する。 

 

（５）区市町村間の連携の確保 

○ 都は、近接する区市町村が相互の国民保護計画の内容について協議する

ための機会を設けることや、防災のために締結されている区市町村間の相

互応援協定等について必要な見直しを行う際に支援することなどを通じて、

区市町村相互の国民保護措置の整合性を確保する。 

○ 特に、都内では区市町村の区域を越えて都市や生活圏域が広がり、ひと

たび武力攻撃等が発生すると複数の区域に影響が及ぶ可能性が高いことを

考慮し、各区市町村が行う避難・救援等の措置が整合したものとなるよう

に、必要な調整を図るものとする。 

 

（６）消防の連携 

○ 東京消防庁は、武力攻撃災害を防除し、及び軽減するため、消火、救助・

救急等の活動を行うほか、避難住民の円滑な誘導を行うことができるよう、

区市町村と緊密な連携を図る。 

 

（７）消防団の充実・活性化の推進 

○ 都及び東京消防庁は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うこ

とを考慮し、区市町村と連携し、地域住民の消防団への参加促進、消防団

                                            
（＊）

武力攻撃災害の発生により、区市町村の施設の大部分が損壊し主要職員が負傷するなど、区市町

村がその機能をほとんど果たし得なくなった場合などが想定される。 
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に係る広報活動、全国の先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の支援

等の取組を積極的に行い、消防団の充実・活性化を図る。 

○ また、都は、区市町村と連携し、消防団に対する国民保護措置について

の研修を実施するとともに、国民保護措置についての訓練に消防団が参加

できるよう配慮する。 

 

４ 指定公共機関、指定地方公共機関等との連携 

  

  （１）指定公共機関等との意見交換 

○ 都は、指定公共機関等と緊密な連携を図るため、平素から必要な意見交

換を行うための機会を確保する。 

○ 都は、指定公共機関等との連携を的確に行うため、連絡先に係る情報が

最新のものとなるよう、定期的に更新を行う。 

○ 都は、指定公共機関等や事業所における国民保護に関する取組を支援す

るとともに、民間企業の有する広範な人的・物的ネットワークとの連携、

協力関係の確保に努める。 

 

（２）業務計画作成・変更にあたっての助言 

○ 都は、指定地方公共機関から報告を受けた国民保護業務計画について、

必要な助言を行う。 

 

（３）指定公共機関等（＊）との協定の締結 

○ 都は、指定公共機関等から物資や資材の供給等について必要な協力が得

られるよう、防災のために締結している協定の見直しを行うなど、防災に

準じた連携体制の整備を図る。 

指定公共機関等との協定は、一覧にし、協定書とともに、武力攻撃事態

等に際して速やかに閲覧できるように管理する。 

 

５ 米軍との連携 

○ 特に、横田基地が住宅地域と隣接し、７１４ｈａもの広大な面積を占める

ことを考慮し、次のような連携を図るため、平素から協議を行うよう努める。 

・平素、事態発生を通じた、都と基地との連絡調整窓口の設置 

・基地内の米軍関係者や日本人従業員に対する警報等の伝達、避難誘導 

                                            
（＊）

放送事業者を除く。 
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・事態発生時における情報交換（基地からの情報提供を含む。） 

・住民避難に関して、緊急の対応が必要な場合における基地内通行 

 

 

 

 

 

○ また、上記のほか避難、救援について意見交換を行うよう努める。 

 

６ 自主防災組織、ボランティア団体等との連携 

 

（１）自主防災組織に対する支援 

○ 都は、自主防災組織のリーダーに対する研修等を通じて、自主防災組織

の活性化を推進し、その充実を図るとともに、自主防災組織相互及び自主

防災組織や消防団等の連携が図られるよう配慮する。 

○ 東京消防庁は、都及び区市町村が行う自主防災組織に対する指導、訓練

に協力し、火災や地震等の対応に準じた避難要領等の啓発を行う。 

○ 都及び区市町村は、自主防災組織が行う消火、救助、救援等のための資

材の充実を検討するものとする。 

 

（２）事業所に対する支援 

○ 都は、関係機関と協力し、超高層事業所ビルや大規模オフィス等の施設

管理者に対して、平素における警戒や事態発生時の避難誘導などの危機管

理の強化について、指導・助言を行う。 

○ 都は、オフィス街などの事業者が地域を単位として取り組む危機管理や

自主防災に対して、避難・救援等の訓練を共同で行うなどにより支援する

とともに、新たな地域での取り組み拡大を促す。 

○ 東京消防庁は、事業所の施設管理者及び事業者に対して、火災や地震等

のための既存のマニュアル等を参考に、避難誘導のための計画等の作成な

どを指導する。 

 

（３）ボランティア団体等に対する支援 

○ 都は、防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十字社、社会福祉協議会

その他のボランティア関係団体等と連携し、武力攻撃事態等においてボラ

米軍基地所在都道府県における米軍と調整する必要がある事項については、「米軍施設・区

域の周辺地域における住民の避難について」（平成18 年9 月21日付け閣副安危第300 号内閣

官房副長官補(安全保障・危機管理担当)付け内閣参事官（事態法制企画担当）通知）に基づき、

必要な整理を行う。 
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ンティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図る。 

 

７ 都内の大学、研究機関との協力関係の構築 

○ ＮＢＣ攻撃やテロ等への対処を的確・迅速に行うため、都内に集積する大

学や研究機関における人材や情報を把握するとともに、人的・物的なネット

ワークや協力関係の構築に努める。 



第３章 平素からの備え 

第４節 避難に関する平素からの備え 

 - 52 - 

第４節 避難に関する平素からの備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難に関する基礎的情報の収集・管理 

○ 都は、迅速に避難の指示を行えるように、都内の地図、道路網、避難施設（＊）

など、次に掲げる基礎的資料を収集し、速やかに使用できるように管理する。 

○ 特に、地図や各種のデータ等は、防災センターのモニター上に表示できるよ

うに管理する。 

≪収集・管理すべき資料≫ 

情  報 内  容 

都 地 図 

・都対策本部職員等が同一の地図を共有し、卓上に広げることが可能な大きさ

の地図 

・地形の起伏や河川の位置等の地理的な状況が明らかなもの 

人   口 
・区市町村別の人口・世帯数 

・昼夜別の人口データ 

道 路 網 ・避難経路として想定される高速道路、国道、都道等の幹線的な道路のリスト 

輸 送 力 
・鉄道、バス、船舶等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ 

・鉄道網やバス網、保有車両数などの図及びデータ 

避 難 施 設 ・避難住民の収容能力や屋内外の別についてのデータ 

大規模集客施設 ・施設の種別や規模等についてのデータ（＊＊） 

関係機関連絡先 ・国、区市町村、民間事業者等一覧 

 

 

                                            
（＊）

武力攻撃事態等において、住民を避難させ、又は避難住民の救援を行うため、知事があらかじめ

指定した施設 
（＊＊）

大規模集客施設の把握は、警報等の伝達や安否情報の収集等を行う区市町村が行うことを基本と

し、都は区市町村からの報告を受けて集約・整理するものとする。 

○ 国の対策本部長から避難措置の指示を受けて、迅速かつ的確に避難の指示

を行うことができるように、必要な情報を収集・管理するとともに、避難施

設の指定、輸送力の把握等を行う。 

○ また、区市町村が行う避難誘導のための備え、超高層ビルや大規模集客施

設等の管理者が行う避難誘導のための備えを支援する。 
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２ 避難施設の指定 

 

（１）指定の考え方 

○ 都は、政令で定める基準に基づき、区域の人口、避難のしやすさ、防災

のための避難場所の指定状況等を考慮し、区市町村の協力を得て避難施設

を指定する。（＊） 

○ 指定に当たっては、都、区市町村の施設を優先的に指定することとし、

民間施設は、地域の実情に応じて、大規模施設や地下街など特に必要なも

のに限り指定する。 

都の施設は、都立高校のほか、主に多数の住民等を収容できる施設の中

から指定する。 

≪指定上の配慮事項≫ 

＊政令で定めるもののほか、次の事項に配慮し、指定する。 

① 爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難場所としては、

コンクリート造等の堅ろうな建築物を指定する。 

② 事態において避難施設に住民を可能な限り受け入れることができるよう、

それぞれの施設の収容人数を把握し、一定の地域に避難施設が偏ることの

ないよう指定するとともに、できるだけ多くの施設の確保に努める。 

③ 地域住民だけではなく、オフィス街や繁華街などにいる人々が、緊急に

避難しなければならない状況も生じることを考慮し指定する。 

④ トンネルや地下鉄内についても、堅ろうで密閉された空間であることな

どを考慮し、避難施設としての指定を検討する。 

（２）避難施設の区分 

○ 知事が指定する避難施設は、次のように区分する。 

区  分 用   途 施 設（例示） 

避 難 所 

○ 避難住民が避難生活をする場所、又は

避難の指示・退避の指示などの際に一時

的に避難する場所 

・小、中、高等学校 

・公民館 

・体育館 

・劇場、ホール 

・コンベンション施設 

・地下鉄コンコース ※ 

                                            
（＊）

区市町村が防災計画に基づき選定している「一時集合場所」は、武力攻撃事態等においても住民が

集団で避難する場合の一時的な集合場所として活用するものとする。ただし、避難施設としての指

定は行わない。 



第３章 平素からの備え 

第４節 避難に関する平素からの備え 

 - 54 - 

・地下街 等 ※ 

二次避難所 

○ 自宅、避難所での生活が困難で、介護

などのサービスを必要とする高齢者や障

害者その他特に配慮を要する者を一時的

に受け入れ、保護する場所 

・社会福祉施設 等 

避 難 場 所 

○ 特に、武力攻撃災害等により発生した

大規模な火災等からの一時的に避難する

オープンスペース 

・都立公園 

・河川敷 等 

※ 地下鉄コンコース、地下街は、一時的な避難・退避をする場所に該当 

 

（３）指定手続き 

○ 都は、避難施設を指定する場合には、文書等により施設管理者の同意を

得なければならない。また、避難施設に指定したとき及び指定を解除した

ときは、施設管理者に対し文書等により通知する。 

 

（４）避難施設のデータ管理 

○ 都は、避難施設の指定後は、国の定める項目に従って、避難施設の情報

を整理するとともに、全国的な共有化を図るため、避難施設の情報を定期

的に国へ報告する。 

○ 避難所については、避難生活をする場所、一時的な避難・退避をする場

所等の用途区分も含めて把握する（例えば、地下鉄コンコース、地下街は、

一時的な避難・退避をする場所として用途を区分）。 

 

  （５）区市町村及び住民に対する情報提供 

○ 都は、区市町村による避難実施要領の策定及び避難誘導等を支援するた

め、避難施設に関する情報を区市町村に提供する。 

○ また、住民に対しても、区市町村、警視庁、東京消防庁等の協力を得な

がら、避難施設の場所、連絡先等住民が迅速に避難を行うために必要な情

報を周知する。 

 

（６）避難施設の廃止・用途変更等 

○ 都は、避難施設として指定を受けた施設の管理者に対し、当該施設の廃

止又は用途の変更等により、当該施設の避難住民等の受入れ又は救援の用

に供すべき部分の総面積の十分の一以上の面積の増減を伴う変更を加えよ

うとするときは、都に届け出るよう周知する。 
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３ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等 

 

（１）運送事業者の輸送力の把握 

○ 都は、運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関が作成する

国民保護業務計画の内容の確認、運送事業者や関東運輸局等からの聞き取

り等により、運送事業者の輸送力を把握する。 

≪把握しておくべき輸送力に関する情報≫ 

 ① 保有車輌等(鉄道、定期・路線バス、船舶、飛行機等)の数、定員 

 ② 本社及び支社の所在地、連絡先、連絡方法   等 

 

（２）輸送施設に関する情報の把握 

○ 都は、運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関、関東運輸

局等の協力を得て、避難住民及び救援に必要な物資や資材（以下「緊急物

資」という。）の運送を円滑に行う観点から、道路、鉄道等の輸送施設に関

する情報を把握する。 

≪把握しておくべき輸送施設に関する情報≫ 

 ① 道路 （路線名、起点・終点、車線数、管理者の連絡先等） 

 ② 鉄道 （路線名、終始点駅名、路線図、管理者の連絡先等） 

 ③ 港湾 （ふ頭名、係留施設数、管理者の連絡先等） 

 ④ 飛行場 （飛行場名、滑走路の本数、管理者の連絡先等） 

 

（３）運送経路の把握 

○ 都は、武力攻撃事態等における避難住民の運送及び緊急物資の運送を円

滑に行うため、道路管理者等の協力を得て、適切な運送経路の把握に努め

る。 

 

（４）避難住民等の運送体制の整備 

○ 都は、運送事業者である指定公共機関、指定地方公共機関等関係機関と

協議の上、災害対策に準じて、避難住民の運送を実施する体制を整備する。 

 

４ 交通の確保に関する体制等の整備 

 

（１）武力攻撃事態等における交通規制計画 
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○ 警視庁は、武力攻撃事態等による交通の混乱を防止し、住民等の避難路

及び緊急交通路を確保するための交通規制計画を策定する。 

 

（２）交通管理体制の整備 

○ 警視庁は、武力攻撃事態に備えた広域的な交通管理体制の整備を図る。 

 

（３）緊急通行車両に係る確認手続 

○ 都及び警視庁は、武力攻撃事態等において、知事又は都公安委員会が行

う緊急通行車両に係る確認についての手続を定めるとともに、事前届出・

確認制度の整備を図る。 

 

（４）道路管理者との連携 

○ 警視庁は、交通規制状況等に関する情報を道路利用者に対し積極的に提

供できるようにするため、道路管理者と密接に連携する。 

  

５ 大規模集客施設等における避難の円滑化  

○ 都及び東京消防庁は、大規模集客施設にいる多くの人々の避難が円滑に行わ

れるように、施設管理者等に対して、武力攻撃事態等の観点を含めて、危機管

理・自主防災などの備えの見直し、強化を要請するとともに、必要に応じて指

導、助言を行う。また、施設管理者等に対して、避難等の訓練への参加を促す。 

○ 都は、平素から、区市町村と大規模集客施設の管理者との間で連携が確保で

きるような体制づくりに協力する。 

○ 都は、大規模集客施設や繁華街等を往来する人々に警報や避難の指示等を速

やかに伝達できるように、放送事業者や電気通信事業者等に協力を依頼するな

どして、多様な手段を活用した情報伝達のしくみを検討する。 

○ 都は、区市町村が、大規模集客施設や繁華街等を往来する人々への情報伝達

を速やかに行えるように、防災行政無線や広報車両その他の方法による情報伝

達体制の強化に協力する。 

 

６ 超高層ビルや大規模オフィス等における避難の円滑化等 

○ 都及び東京消防庁は、事業所やビル単位、特に超高層ビルや大規模オフィス

における避難が円滑に行われるように、施設管理者等に対して、武力攻撃事態

等の観点を含めて、危機管理・自主防災などの備えを見直し、強化を要請する

とともに、必要に応じて指導、助言を行う。また、施設管理者等に対して避難
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等の訓練への参加を促す。 

○ 都は、オフィス街の事業者が一体となって行う防災等の取り組み（＊）に対し

て、武力攻撃事態等の観点も含めた取り組みとなるよう働きかけを行うととも

に、新たな地域での取り組み拡大を促す。 

○ 都は、大規模オフィスや超高層ビルの施設管理者等に対して、突発的に事態

が発生し、施設外にいる人々が緊急的に屋内に避難せざるを得ない場合に、速

やかに受け入れ、誘導等の対応ができるよう、協力関係を確保する。 

 

７ 区市町村に対する支援・協力 

○ 都は、区市町村が避難に関して行う平素からの備えに対して、次のような支

援・協力を行うものとする。 

・都が保有する避難に関する基礎的情報、避難施設、運送事業者の輸送力輸送

施設等に関する情報等の共有化 

・区市町村があらかじめ準備する「避難実施要領」のパターン例の作成支援 

・区市町村と大規模集客施設等の施設管理者との連携体制づくり  

○ 東京消防庁は、「避難実施要領」のパターン例作成に協力するなど、区市町村

による避難誘導体制の整備を支援・協力する。 

警視庁は、避難経路の選定等について必要な助言を行う。 

 

                                            
（＊）

例えば大手町、丸の内、有楽町、内幸町地区の「東京駅周辺防災隣組 (東京駅･有楽町駅周辺地区

帰宅困難者対策地域協力会)」 
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第５節 救援に関する平素からの備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 救援に関する基礎的情報の収集・管理 

○ 都は、迅速かつ的確に救援に関する措置を行えるように、都内における収容

施設、関係医療機関等のデータ、備蓄物資のリストなど、次に掲げる基礎的な

資料を収集し、速やかに利用できるように管理する。 

○ 特に、地図や各種のデータ等は、防災センターのモニター上に表示できるよ

うに管理する。 

≪収集・管理すべき資料≫ 

情  報 内  容 

収 容 施 設 

・長期の収容施設として活用できる土地・建物等のリスト 

・高齢者、障害者等の要配慮者を収容できる社会福祉施設等、宿泊施

設、応急仮設住宅等のリスト 

備 蓄 物 資 

調達可能物資 

・大量の食料や飲料水等の生活必需品の備蓄・調達先のリスト、調達

経路 

・仮設住宅建設用、応急修理用の資材の調達方法、建設業協会のリス

ト等 

関係医療機関 
・災害拠点病院などの主要な病院の所在、病床数等の対応能力につい

てのデータ（※） 

救 護 班 ・派遣元、班編成、活動内容等についてのデータ 

火 葬 場 等 ・火葬場等の所在及び対応可能数等についてのデータ 

関係機関等協定 ・協定書 

関係機関連絡先 ・国、近隣県市、区市町村、民間事業者等一覧 

（※） ＮＢＣ攻撃による被災者への対応が可能な医療機関、ＮＢＣの専門知識を有する医療

関係者に関する情報収集等について、東京都災害医療協議会等を通じ、考え方や基準な

どを検討する。 

 

 

○ 平素から、救援措置に関して必要な情報を収集・管理するとともに、救援

に必要な物資や資材について、災害対策の備蓄等を活用しつつ、確保・運送

するための体制を整備する。 

○ 避難所における救援を円滑に行うため、避難所支援本部、救援センターに

関する体制を整備する。 
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２ 物資・資材の備蓄 

 

（１）備蓄・整備する物資・資材 

 

① 防災用備蓄の活用 

○ 国民保護措置のために必要な物資や資材については、原則として、防

災のための備蓄と相互に兼ねるものとし、その備蓄を保管する場所にお

いて適切に管理する。 

② 国民保護のために新たに備蓄又は調達する物資・資材 

○ 都は、国民保護措置において新たに必要となる物資・資材については、

国全体としての対応を踏まえながら、新たに備蓄又は調達を検討する。
（＊） 

○ 都は、特にＮＢＣ災害時に現地連絡調整所（＊＊）で活動する職員のため

に必要となる資材等について、新たに備蓄又は調達を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国・区市町村との連携 

○ 都は、国民保護措置に必要な物資及び資材の備蓄、整備について、国、

区市町村その他関係機関と連携する。 

○ 都は、災害対策と同様に、区市町村による備蓄等分と併せて、全体とし

て必要な物資・資材を確保する。 

 

 

 

                                            
（＊）

■国の基本的な考え方 

国民保護措置の実施のため特に必要となる化学防護服や放射線測定装置等の資材については、国

がその整備や整備の促進に努めることとされている。 

また、安定ヨウ素剤や天然痘ワクチン等の特殊な薬品等のうち国において備蓄・調達体制を整備

することが合理的と考えられるものについては、国において必要に応じて備蓄・調達体制の整備等

を行うこととされている。 
（＊＊）

８４頁「（８）現地連絡調整所の設置」参照 

≪備蓄又は調達する資材の例≫ 

・Ｎ（核物質）用の防塵マスク、線量計・線量率計（サーベイメータ等）、放射線防護衣、

手袋、ブーツ、ゴーグル（鉛入りガラス使用） 

・Ｂ（生物剤）用の感染症予防用マスク、消毒用噴霧器、消毒液（薬） 

・Ｃ（化学剤）用のガスマスク、ガス検知器、化学防護衣、化学防護服 
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３ 物資・資材の運送体制の整備 

○ 都は、避難住民の運送と併せて、救援のための物資・資材の運送を実施する

体制を整備する。 

運送体制は、概ね下図のとおりとし、具体的な運用は、運送事業者である指

定公共機関、指定地方公共機関等と協議のうえ、協定等により定める。 

○ また、物資・資材の運送の拠点として、災害対策における次の場所を活用す

る。 

・広域輸送基地…他府県等からの救援のための物資・資材の受入、一時保

管、地域内輸送拠点への積替・配分等の拠点 

・地域内輸送拠点…区市町村の地域における物資・資材の受入、配分、避難

所への運送等の拠点 

 

 

４ 避難所における救援の実施のための体制整備 

 

（１）救援センターの運営マニュアルの整備 

○ 都は、区市町村が運営する避難所において、避難住民の生活を支援する

ために設置する「救援センター」の運営マニュアルを整備する際の指針と

するため、既存の避難所運営に関する指針の修正を検討する。 

○ 都が運営する避難所の管理者は、区市町村向けに作成した指針を踏まえ

て、救援センターの運営マニュアルを整備する。 

 

広域輸送 

基地 

 （都寄託物資を含む） 
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（２）避難所支援本部設置要綱の整備 

○ 都は、複数の区市町村に大規模な住民が避難し、多くの避難所が設置さ

れる場合に備え、大量の救援物資の供給等を円滑に実施するための総合調

整等を行う避難所支援本部に関して必要な事項を定める避難所支援本部設

置要綱を整備する。 

 

５ 被災者の救出・救助拠点の整備 

○ 都は、災害対策において整備されている次の被災者の救出・救助のための拠

点について、国民保護においても活用できるよう、施設管理者、医療機関等と

調整する。 

・自衛隊、警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、その他の広域支援・救助部隊等

のベースキャンプとして活用するオープンスペース 

・迅速な救出・救助、消防活動、さらに物資運送等に資するためのヘリコプタ

ーの緊急着陸場所 
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第６節 武力攻撃災害の最小化に関する平素からの備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 武力攻撃災害の最小化に関する基礎的情報の収集・管理 

○ 都は、武力攻撃事態等における安全を確保するため、生活関連等施設につい

て、所在地や施設の概要など必要な情報を収集し、速やかにその情報を利用で

きるように管理する。 

○ 情報は、可能な限り、図面、データベース化することとし、防災センターの

モニター上に表示できるように配慮する。 

○ 都は、警視庁、東京消防庁及び東京海上保安部等（東京海上保安部、横浜海

上保安部、下田海上保安部、小笠原海上保安署をいう。以下同じ。）に対し生活

関連等施設に関する情報を提供し、連携の確保に努める。 

≪収集項目≫ 

   ○ 都は、その区域内に所在する生活関連等施設について、自ら保有する情報

や所管省庁による情報提供等に基づき、以下に掲げる項目について情報を収

集する。 

 

 

 

  ≪生活関連等施設の種類等及び所管省庁≫ 

国民保護 

法施行令 
各号 施設・物質の種類 所管省庁名 

第２７条 

  １号  発電所、変電所   経済産業省 

  ２号  ガス工作物   経済産業省 

  ３号  取水施設、貯水施設、浄水施設、 

 配水池 

  厚生労働省 

  ４号  鉄道施設、軌道施設   国土交通省 

  ５号  電気通信事業用交換設備   総務省 

○ 武力攻撃事態等において、国民生活に関連を有する施設や危険物質等の

取扱施設等（以下「生活関連等施設」という。）の安全を確保するため、平

素から必要な情報を収集・管理する。 

○ また、警察・消防等の関係機関と協力し、生活関連等施設の管理者によ

る、主体的な安全確保のための取組を促進する。 

・施設の種類   ・名称   ・所在地   ・管理者名 

・連絡先     ・危険物質等の内容物   ・施設の規模 
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  ６号  放送用無線設備   総務省 

  ７号  水域施設、係留施設   国土交通省 

  ８号 滑走路等、旅客ターミナル施設、航

空保安施設 

  国土交通省 

  ９号 ダム   国土交通省 

  10号 危険物質等（国民保護法施行令第28条）の取扱所 

 

第２８条   １号  危険物   総務省消防庁 

  ２号  毒物・劇物（毒物及び劇物取締法）   厚生労働省 

  ３号  火薬類   経済産業省 

  ４号  高圧ガス   経済産業省 

  ５号  核燃料物質（汚染物質を含む。） 原子力規制委員会 

  ６号  核原料物質 原子力規制委員会 

  ７号  放射性同位元素（汚染物質を含 

 む。） 

  原子力規制委員会 

  ８号  毒薬・劇薬（医薬品医療機器等法）   厚生労働省、農林水産省 

  ９号  電気工作物内の高圧ガス   経済産業省 

  10号  生物剤、毒素   各省庁（主務大臣） 

  11号  毒性物質   経済産業省 

 

２ 生活関連等施設の管理者による安全確保体制の強化 

 

（１）施設管理者との連絡網の整備 

○ 都は、事業者と協議の上、施設管理の実態に応じて、都及び関係機関と

生活関連等施設の管理者との連絡網を整備する。 

 

（２）施設管理者に対する安全確保の留意点の通知 

○ 知事は、生活関連等施設の管理者に対して、生活関連等施設に該当する

旨及び所管省庁が生活関連等施設の種類ごとにその専門的知見に基づき定

めた「生活関連等施設の安全確保の留意点（以下「安全確保の留意点」と

いう。）」（＊）を通知し、管理者の主体的な安全確保を促す。 

また、警視庁及び東京海上保安部長等と協力し、管理者に対して、従業

員への施設の安全確保の留意点の周知を指導する。 

 

 

 

                                            
（＊）

「生活関連等施設の安全確保の留意点」の一部変更について（平成２７年４月２１日付内閣官房副

長官補（安全保障・危機管理担当）付事務連絡） 
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（３）施設管理者に対する要請 

○ 都は、生活関連等施設の管理者に対し、「安全確保の留意点」を踏まえ、

既存のマニュアル等を活用し、資機材の整備、巡回の実施など武力攻撃事

態等における安全確保措置について定めるよう要請する。この場合、施設

の管理者は、その自主的な判断に基づき、安全確保措置について定めるこ

とに留意する。 

 

（４）都が管理する生活関連等施設の安全確保 

○ 都は、各局で整備する危機管理に関するマニュアルに基づき、「安全確保

の留意点」を踏まえつつ、自ら管理する生活関連等施設の安全確保を図る。  

 

（５）警視庁による助言 

○ 警視庁は、知事若しくは生活関連等施設の管理者の求めに応じ、又は生

活関連等施設の周辺状況、治安情勢等を勘案し、自ら必要があると認める

ときは、安全確保措置の実施に関し必要な助言を行う。 

 

３ 都が管理するその他の施設の安全確保 

 

（１）施設及び設備の整備・点検 

○ 都は、自ら管理する公共施設、公共交通機関等について、各局が定める

危機管理に関するマニュアル等に基づき、また生活関連等施設における「安

全確保の留意点」を参考としつつ、その管理する施設及び設備を整備、点

検する。 

 

（２）警戒対応 

○ 都は、国内外の状況を踏まえ、警戒のための措置を行う。 

○ テロ等の発生に備えた警戒等の予防対策としては、来場者確認の徹底等

の不審者対策、警察等への定期的巡回依頼と連絡体制の確保、職員及び警

備員による見回り・点検、ポスターや館内放送等による利用者への広報啓

発など、施設の種別等に応じた予防対策を講ずることとする。（＊） 

 

 

                                            
（＊）

「公共交通機関等におけるテロ対策の強化について」（平成１６年４月２７日付国土交通省大臣官

房危機管理室通知）ほか関係省庁から示されているテロ対策関係の諸通知に留意する。 
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４ 事態類型に応じた留意事項 

○ 都は、大規模な着上陸侵攻は、事前の準備が可能である反面、デマが流れた

り、買い占めや混乱（金融恐慌）が起きやすくなるため、これらの防止策につ

いて検討する。 

○ 都は、ＮＢＣ災害に備え、災害医療協議会等を通じ、災害拠点病院の設備の

充実などの必要な対策を検討する。 

○ 都は、ＮＢＣ災害に関して、被害予測等の専門的助言を得られるよう、国や

大学・研究機関との連携を深める。 

○ 都は、核による災害が起きた場合は、周辺住民等が過度に不安を抱くおそれ

があるため、被ばく線量や放射線による身体への影響等について、分かりやす

く情報提供できるよう、平素から情報を整理しておく。 

○ 都各部局は、サリン等、化学テロに使用される可能性が高いと考えられる物

質について、発見等に関する情報を入手したときは、警察官、海上保安官、消

防吏員等に通報するとともに、速やかに総務局総合防災部に報告する。 

都各部局及び総務局総合防災部は、必要に応じて関係する区市町村に対して

も連絡する。 
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第７節 要配慮者支援のしくみの整備（＊） 

 

   

 

 

 

 

１ 災害対策におけるしくみの活用等 

○ 都は、要配慮者対策に係る指針などについて、国民保護の観点も含めて見直

すなど、必要に応じた整備を行う。 

○ 都は、「外国人災害時情報センター（＊＊）」「防災（語学）ボランティア（＊＊＊）」

など、外国人への情報提供体制について、国民保護の観点も含めて見直すなど、

必要に応じた整備を行う。 

○ 東京消防庁は、地域が一体となって要配慮者の安全を確保するための地域協

力体制づくりについて、国民保護の観点も含めて推進する。 

 

２ 区市町村における体制整備の支援 

○ 都は、国民保護の観点も含め区市町村が行う、「要配慮者の把握」「要配慮者

への情報提供体制の整備」「地域やボランティアによる支援体制づくり」などの

要配慮者支援対策の推進を支援する。 

 

 ３ 都・区市町村の連携の確保 

○ 都は、避難時に速やかに要配慮者対策統括部を設置し、区市町村の要配慮者

対策班と連携して、迅速に要配慮者の支援ができるような体制整備を進める。 

○ 都は、国民保護に関する訓練を行うにあたって、要配慮者の避難や救援等の

訓練を含めるなど、区市町村と連携して、迅速かつ的確に要配慮者を支援でき

るよう努める。 

                                            
（＊）

要配慮者とは、発災前の備え、発災時の避難行動、避難後の生活などの各段階において特に配慮

を要する者をいい、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産婦、外国人等を想定している。 
（＊＊）

外国人が必要とする情報の収集・提供をはじめ、区市町村等が行う外国人への情報提供に対する

支援や防災（語学）ボランティアの避難所等への派遣を行う。 
（＊＊＊）

大規模な災害発生時に語学力を活用し、被災外国人等を支援する。 

○ 要配慮者が、正しい情報や支援を得て、適切に避難等の行動がとれるよう

に、災害対策における要配慮者対策に準じて、国民保護措置を行うために必

要な体制やしくみを整備する。 
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第８節 普及・啓発 

 

 

 

 

 

 

１ 普及・啓発の方法 

○ 都は、国や区市町村と連携協力し、住民、地域の団体、事業者等に対し、広

報紙、パンフレット、テレビ、インターネット等の様々な媒体を活用するとと

もに、講演会、研修会等様々な機会を通じて、国民保護措置の重要性や内容、

協力の趣旨等について継続的に普及・啓発を行う。 

その場合、住民等が避難の具体的なイメージを持てるように、避難方法のモ

デルを示すなど効果的な方法を用いるものとする。 

○ 高齢者、障害者、外国人等に対しては、点字や外国語を使用した広報媒体を

使用するなど対象者の実情に応じた方法により普及・啓発を行う。 

○ 都は、区市町村と連携し、緊急時に事業所内に逃げ込む住民の受入などの協

力について、事業所の理解を得るよう努める。 

○ 都は、防災に関する普及・啓発とも連携し、地域住民への普及・啓発を行う。 

○ 東京消防庁は、消防団、東京消防庁災害時支援ボランティア、自主防災組織

等と連携し、地域住民へ応急救護、避難等の普及・啓発を行う。 

 

２ 住民等がとるべき行動等に関する啓発 

 

 （１）都民・事業者等用パンフレット・動画の活用 

○ 都は、区市町村と協力し、都民や事業者、学校等の施設管理者が、武力

攻撃事態等において、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）による情

報伝達や避難の指示等に基づく適切な避難行動や避難誘導等が行えるよう

作成したパンフレットや動画を活用し周知する。 

 

（２）武力攻撃災害の兆候に関する通報 

○ 都は、武力攻撃災害の兆候を発見した場合の区市町村長等に対する通報

義務、不審物等を発見した場合の管理者に対する通報の方法等について、

啓発資料等を活用して住民への周知を図る。 

○ 住民等が、国民保護に関する措置の重要性について理解を深めるとともに、

武力攻撃事態等において適切に行動できるよう、多様な機会を活用し、普及・

啓発に努める。 
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（３）運転者のとるべき措置の周知徹底 

○ 警視庁は、武力攻撃事態等において運転者がとるべき措置（車両の道路

左側への停止、交通情報の入手、規制区間外への車両の移動、警察官の指

示に従うこと等）について、自然災害時の措置に準じて周知徹底する。 

 

３ 学校における教育 

○ 都教育委員会は、文部科学省の協力を得て、児童・生徒の安全の確保及び災

害対応能力育成のため、都立学校において、安全教育や自他の生命を尊重する

精神、ボランティア精神の養成等のための教育を行うものとする。 

○ 都は、区市町村立学校や私立学校においても、同様の教育が行われるように

求める。 

 

４ 赤十字標章等及び特殊標章等に関する普及・啓発 

○ 都は、国、日本赤十字社東京都支部及びその他関係機関と協力しつつ、武力

攻撃事態等における赤十字標章等及び特殊標章等の使用の意義、使用に当たっ

ての濫用防止等について、教育や学習の場など様々な機会を通じて啓発に努め

る。 
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第１節 事態対処の実施体制 

 

 

 

 

 

 

１ 東京都国民保護対策本部 

○ 都対策本部の組織及び運営は、「国民保護法」、「東京都国民保護対策本部及び

緊急対処事態対策本部条例」（平成１７年東京都条例第１８号）、「東京都国民保

護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例施行規則」（平成１８年東京都規則第

１０８号）に基づき行う。 

 

（１）役割 

○ 都対策本部は、都、区市町村、指定公共機関、指定地方公共機関が、東

京都の区域において実施する国民保護措置を総合的に推進する。 

 

（２）組織 

○ 都対策本部に、本部長室、局、地方隊を置く。 

○ 都対策本部の設置場所と被災現地との間の連絡調整、被災現地における

機動的かつ迅速な措置の実施のため、現地対策本部を置くことができる。 

 

 （３）構成 

○ 都対策本部は、本部長、副本部長、本部員で構成する。 

○ 都対策本部の局に局長を、地方隊に地方隊長を置く。 

○ そのほか都対策本部には、本部派遣員、その他職員を置く。 

 

 

 

 ○ 都は、武力攻撃事態等において、内閣総理大臣の設置指定に基づき、都対

策本部を設置し、関係機関と連携協力して、住民の避難や避難住民の救援な

どの国民保護措置を総合的に推進する。  

第４章 武力攻撃事態等への対処 
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役  職 構成員 

本部長 知事 

副本部長 副知事、警視総監及び消防総監 

本部員 本部を構成する局の局長、危機管理監及び知事が任命する

職員 

局長 局長 

危機管理監 危機管理監 

地方隊長 支庁長 

本部派遣員 本部長の求めに応じて派遣された関係機関等の職員 

本部連絡員 局長が局に所属する職員のうちから指名 

その他の都本部の

職員 

局長及び支庁長が指名する職員 

 

（４）本部長等の職務 

役  職 職  務 

本部長 本部の事務を総括する。 

副本部長 本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代

理する。 

本部員 本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。 

局長 本部長の命を受け、局の事務を掌理する。 

危機管理監 本部長の命を受け、各局を総合調整する。 

地方隊長 本部長の命を受け、地方隊の事務を掌理する。 

本部派遣員 都対策本部において、資料や情報を提供、及び意見を述べ

る。（＊） 

≪派遣を求めることができる関係機関≫ 

・指定地方行政機関 

・東京都を担当地区とする陸上自衛隊、海上自衛隊及び

航空自衛隊 

・区市町村 

・指定公共機関又は指定地方公共機関 

本部連絡員 本部長室及び局並びに局相互間の連絡調整にあたる。 

その他の都本部の

職員 

局長又は地方隊長の命を受け、局又は地方隊の事務に従事

する。 

 

                                            
（＊）

派遣の求めについては、７６頁「③職員の派遣の求め等」参照。 
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（５）本部長室、局等の構成及び所掌事務 

①  本部長室・局等の構成 

≪東京都国民保護対策本部の構成≫ 
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② 本部長室の所掌事務 

○ 本部長室は、次の事項について都対策本部の基本方針を審議策定する。 

ア 国民保護措置全体にわたる都の対処基本方針に関すること 

イ 重要な武力攻撃災害情報の収集及び伝達に関すること 

ウ 避難の指示及び緊急通報の発令に関すること 

エ 救援の実施に関すること 

オ 公用令書の交付を伴う特定物資の収用等及び応急公用負担に関する

こと 

カ 現地対策本部の設置に関すること 

キ 局長、地方隊長及び区市町村長に対する事務の委任に関すること 

ク 自衛隊の部隊等の派遣要請に関すること 

ケ 国、他道府県、公共機関等に対する応援の要請に関すること 

コ 国民保護措置に要する経費の処理方法に関すること 

サ 前各号に掲げるもののほか、重要な国民保護措置に関すること 

③ 各局の分掌事務  

局 名 等 分  掌  事  務 

政 策 企 画 局 

1 報道機関との連絡及び放送要請に関すること 

2 在京大使館等との情報連絡及び調整に関すること 

3 災害時における他の局の応援に関すること 

4 その他特命に関すること 

都 民 安 全 推 進 本 部  災害時における他の局の応援に関すること 

戦略政策情報推進本部 
1 基盤システムの維持に関すること 

2 災害時における他の局の応援に関すること 

総 務 局 

 

1 都対策本部に関すること 

2 国民保護に関わる自衛隊及び関係機関との連絡調整に関するこ

と 

3 区市町村の指導連絡に関すること 

4 被災情報等の収集及び通信連絡の総括に関すること 

5 安否情報の収集・提供に関すること 

6  特殊標章（赤十字標章を除く）の交付、許可に関すること 

7 都対策本部における通信施設の保全に関すること 

8  職員の動員及び給与に関すること 

9  土地等の使用に関すること 

10  都庁舎の安全確保に関すること 

11 災害時における他の局の応援に関すること 

12 前各号に掲げるもののほか、国民保護対策の連絡調整に関する

こと 
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財 務 局 

1 国民保護関係予算その他財務に関すること 

2 車両の調達に関すること 

3 緊急通行車両確認標章の発行等に関すること 

4 本庁舎の防災及び維持管理に関すること 

5 野外収容施設の設営に関すること  

6 災害時における他の局の応援に関すること 

主 税 局 
1 被災者に対する都税の減免及び徴収猶予に関すること 

2 災害時における他の局及び区市町村の応援に関すること 

生 活 文 化 局 

1  災害に関する広報及び広聴(被災者等からの相談業務に関する事

項を含む。)に関すること 

2  写真等による情報の収集及び記録に関すること 

3  在住外国人関係団体等との情報連絡及び調整に関すること 

4  災害時のボランティア等の支援に係る総合調整に関すること 

5 災害時における他の局の応援に関すること 

オリンピック・パラリン

ピ ッ ク 準 備 局 

1 オリンピック・パラリンピック準備局が管理する施設の保全に関するこ  

 と 

2 災害時における他の局の応援に関すること 

都 市 整 備 局 

1  都市整備の基本的事項に関すること 

2 災害時における他の局の応援に関すること 

3 米軍施設等との情報連絡及び調整に関すること 

住 宅 政 策 本 部 

1 応急仮設住宅等の確保及び応急修理に関すること 

2 被災者が行う住宅等の建設、補修等のための応急融資等に関する 

 こと 

3 都営住宅等の保全に関すること 

4 災害時における他の局の応援に関すること 

環 境 局 

1 高圧ガス及び火薬類の法令に定める施設についての情報連絡及

び緊急措置に関すること 

2 ごみの処理に係る広域連絡に関すること 

3 仮設トイレ等によるし尿処理に係る広域連絡に関すること 

4 災害廃棄物の処理に係る調整に関すること 

5 災害時における他の局の応援に関すること 

福 祉 保 健 局 

1 医療及び防疫に関すること 

2 高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産婦等の救護、安全確保及び支

援に関すること 

3 救援物資の備蓄、運送及び配分に関すること 

4 避難者の運送及び避難所の設営に関すること 

5 遺体の検案及びこれに必要な措置に関すること 

6 義援金の募集・受付・配分及び義援物資の取扱いに関すること 

7 赤十字標章の交付、許可に関すること 

8 災害時における他の局の応援に関すること 

9 前各号に掲げるもののほか、保健衛生、救援及び保護に関すること（他

の局に属するものを除く。） 

病 院 経 営 本 部 
1 都立・公社病院の医療救護活動に関すること 

2 災害時における他の局の応援に関すること 
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産 業 労 働 局 

1 農林、漁業施設等の保全に関すること 

2 営農指導及び家畜防疫に関すること 

3 救援物資の確保及び調達に関すること 

4 中小企業及び農林漁業団体等との対策に関すること 

5 災害時における他の局の応援に関すること 

中 央 卸 売 市 場 

1 生鮮食料品等の確保に関すること 

2 中央卸売市場が管理する施設の保全に関すること 

3 災害時における他の局の応援に関すること 

建 設 局 

1 河川管理施設及び海岸保全施設の保全に関すること 

2 道路及び橋梁の保全に関すること 

3 水防に関すること 

4 河川、道路等における障害物の除去に関すること 

5 公園の保全及び災害時の利用に関すること 

6 災害時における他の局の応援に関すること 

港 湾 局 

1 港湾施設、海岸保全施設、都営漁港及び都営空港の保全並びに復旧

に関すること 

2 輸送経路を確保するための航路、泊地及び臨港道路の障害物の除

去に関すること 

3 輸送拠点となる岸壁、野積場等の確保及び在港船舶の整理に関す

ること 

4 輸送手段を確保するための船舶、ヘリコプター等の調達に関する

こと 

5 港湾及び都営漁港における流出油の防除に関すること 

6 災害活動に要する海上公園及び未利用埋立地の確保に関するこ

と 

7 災害時における他の局の応援に関すること 

会 計 管 理 局 
1 国民保護措置に必要な現金・物品の出納及び保管に関すること 

2 災害時における他の局の応援に関すること 

交 通 局 

1 都営交通施設の点検、整備及び復旧に関すること 

2 電車、バス等による運送に関すること 

3 災害時における他の局の応援に関すること 

水 道 局 

1 水道施設の点検、整備及び復旧に関すること 

2 応急給水に関すること 

3 災害時における他の局の応援に関すること 

下 水 道 局 

1 下水道施設の点検、整備及び復旧に関すること 

2 仮設トイレ等のし尿の受け入れ・処理に関すること 

3 災害時における他の局の応援に関すること 

教 育 庁 

1 被災児童及び生徒の救護及び応急教育に関すること 

2 被災児童及び生徒の学用品の供給に関すること 

3 文教施設の点検、整備及び復旧に関すること  

4 避難所の開設及び管理運営に対する協力に関すること  

5 文化財の保護に関すること 

6 災害時における他の局の応援に関すること 
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選挙管理委員会事務局 

人 事 委 員 会 事 務 局 

監 査 事 務 局 

労 働 委 員 会 事 務 局 

収 用 委 員 会 事 務 局 

災害時における他の局の応援に関すること 

警 視 庁 

1 被災者の救出及び避難誘導に関すること 

2 行方不明者の捜索及び遺体の調査に関すること 

3 警報伝達の協力に関すること 

4 災害時における交通規制に関すること 

5 避難住民の誘導に関すること 

6 生活関連等施設の安全確保に対する協力に関すること 

7 関係県警察との連携に関すること 

8 前各号に掲げるもののほか、治安に関すること 

東 京 消 防 庁 

1 火災その他の災害の予防、警戒及び防御に関すること 

2 消火、救助・救急に関すること 

3 危険物等の措置に関すること 

4 避難住民の誘導に関すること 

5 警報伝達の協力に関すること 

6 消防団との連携に関すること 

7 生活関連等施設の安全確保に対する協力に関すること 

8 前各号に掲げるもののほか、消防に関すること 

④ 地方隊の所掌事務 

  名     称    管 轄 区 域                所  掌  事  務 

大 島 地 方 隊                   

 大島支庁の管轄区域 

大島町、利島村、 

新島村、神津島村 

 地方隊は都対策本部の事務を分掌す

る。 
三 宅 地 方 隊                   

 三宅支庁の管轄区域 

 （三宅村、御蔵島村） 

八 丈 地 方 隊                   
 八丈支庁の管轄区域 

 （八丈町、青ケ島村） 

小 笠 原 地 方 隊                   
 小笠原支庁の管轄区域 

 （小笠原村） 

○ 都対策本部長は、地方隊長が実施する事務を支援し、本部長室及び局

との連絡調整を行うため、現地派遣所を設置することができる。 

 ・現地派遣所長…本部長が本部職員の中から指名 

 ・現地派遣 員…本部長が指名する者又は地方隊長が指名する地方隊の

隊員 
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⑤ 現地対策本部の所掌事務 

区 分 内         容 

構 成 

現 地 対 策 本 部 長  本部長が、副本部長又は本部員の中から指名 

現地対策副本部長  本部長が指名する本部の職員 

現 地 対 策 本 部 員  本部長が指名する者 

現地対策本部派遣員  関係機関の長が指名する職員 

所 掌 事 務 

 １ 災害及び復旧状況の情報分析に関すること 

 ２ 区市町村及び関係機関との連絡調整に関すること 

 ３ 現地職員の役割分担及び調整に関すること 

 ４ 自衛隊の部隊等の派遣に係る意見具申に関すること 

 ５ 本部長の指示による国民保護措置の推進に関すること 

 ６ 各種相談業務の実施に関すること 

 ７ その他緊急を要する国民保護措置の実施に関すること 

設 置 場 所  被災現地周辺又は区市町村庁舎等 

 

（６）都対策本部長の権限 

○ 都対策本部長は、都の区域における国民保護措置を総合的に推進するた

め、次に掲げる権限を適切に行使する。 

① 都の区域内の国民保護措置に関する総合調整 

○ 都対策本部長は、都の区域における国民保護措置を的確かつ迅速に実

施するため必要があると認めるときは、都及び関係区市町村並びに関係

指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する国民保護措置に関する

総合調整を行うことができる。 

また、区市町村対策本部長から総合調整の実施を要請された場合にお

いて、必要があると認める場合は、所要の総合調整を行う。 

この場合、都対策本部長が行う総合調整は、国民保護法の規定に基づ

き必要な範囲内で行うものとし、区市町村並びに指定公共機関及び指定

地方公共機関の自主性及び自立性に配慮する。 

② 国の対策本部長に対する総合調整の要請 

○ 都対策本部長は、国の対策本部長に対して、指定行政機関及び指定公

共機関が実施する国民保護措置に関して所要の総合調整を行うよう要

請することができる。 

この場合、都対策本部長は、総務省消防庁を窓口として要請を行うこ

ととし、総合調整を要請する理由、総合調整に関係する機関等、要請の

趣旨を明らかにして行う。 

③ 職員の派遣の求め等 
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○ 都対策本部長は、国民保護措置の実施に関し、指定行政機関、指定公

共機関と緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、指定地方行政機

関の長（当該指定地方行政機関がないときは、当該指定行政機関の長）、

当該指定公共機関に対し、その指名する職員を派遣するよう求めること

ができる。 

また、防衛大臣に対して、その指定する職員の都対策本部会議への出

席を求めることができる。 

○ 都対策本部長は、区市町村、指定地方公共機関の職員等を都対策本部

会議へ出席させることができる。 

④ 情報の提供の求め 

○ 都対策本部長は、国の対策本部長に対し、都の区域に係る国民保護措

置の実施に関し総合調整を行うため必要があると認めるときは、必要な

情報の提供を求めることができる。 

この場合、都対策本部長は、総務省消防庁を窓口として情報の提供を

求める。 

⑤ 国民保護措置に係る実施状況の報告又は資料の求め 

○ 都対策本部長は、総合調整を行うに際して、関係機関に対し、都の区

域に係る国民保護措置の実施の状況について報告又は資料の提出を求

めることができる。 

⑥ 警視庁及び都教育委員会に対する措置の実施の求め 

○ 都対策本部長は、警視庁及び都教育委員会に対し、都の区域に係る国

民保護措置を実施するため必要な限度において、必要な措置を講ずるよ

う求めることができる。 

この場合、都対策本部長は、措置の実施を要請する理由、要請する措

置の内容等、当該求めの趣旨を明らかにして行う。 

 

  （７）都対策本部長の補佐組織 

○ 都対策本部の応急対策活動を迅速かつ円滑に進めるため、災害対策本部

の場合に準じて、救出・救助統括室、部門、連携チームを設置するものと

する。 

（８）都対策本部の設置場所 

○ 都対策本部は、東京都防災センターに設置する。 

東京都防災センターが被災等により使用不能な場合は、次に掲げる順位
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に従って、都対策本部を設置するものとする。ただし、知事は状況により、

順位と異なる施設に都対策本部を設置することができる。 

○ 知事は、都の区域内に都対策本部を設置することができない場合、避難

先地域を管轄する知事と協議し、その了解を得て、避難先地域に都対策本

部を設置することとする。 

 施  設  名 場    所 

第１順位 東京都立川地域防災センター 立川市緑町３２３３－２ 

第２順位 

東京国際フォーラム 千代田区丸の内３－５－１ 

産業貿易センター台東館 台東区花川戸２－６－５ 

東京芸術劇場 豊島区西池袋１－８－１ 

青梅合同庁舎 青梅市河辺町６－４－１ 

味の素スタジアム 調布市西町３７６－３ 

※第２順位については、掲げた候補施設から状況に応じて指定する。 

 

（９）都対策本部の情報連絡体制 

○ 都対策本部は、「関係機関」の担当部署を窓口として情報連絡を行う。 

○ 情報連絡にあたっては、第３章第２節「２ 通信連絡体制の整備」（３３

頁）の通信連絡の系統、手段・システムを用いる。 

 

（10）都対策本部における広報体制 

○ 武力攻撃事態等において住民に適時・的確に情報提供を行うため、広報

は、都対策本部で一元的に行うこととし、危機管理監が統括する。 

○ 広報は、広報紙、都が提供するテレビ・ラジオ番組、記者会見・発表、

問い合わせ窓口の開設、ホームページや Twitter 等のほか、多様な手段を

活用して行う。 

○ 広報の内容は、事実に基づく正確な情報であることとし、また、広報の

時期を逸することのないよう迅速に対応する。対応の詳細は、あらかじめ

定める「広報に関する基準」による。 

○ 都は、「警報、避難の指示、緊急通報」以外に、退避の指示、警戒区域の

設定など、緊急に住民に伝達する必要があると認めるときは、平素におけ

る協議を尊重し、放送事業者に対して放送の依頼を行う。 

 放送の依頼にあたっては、放送依頼の理由、放送事項、その他必要な事 

項を明らかにするものとする。 

なお、放送の有無、放送の形式、内容等については、各放送事業者の自
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主的な判断によるものとし、報道の自由を侵すものであってはならない。 

 

（11）知事の記者会見 

○ 都対策本部において重要な方針を決定した場合など、その重要性に応じ

て、知事自ら記者会見を行う。 

 

（12）都民の相談窓口の開設 

○ 都は、都対策本部を設置したときは、常設の都民相談窓口とは別に、都

庁舎等に臨時相談所を設置し、被災者の生活などに関する相談、要望、苦

情等の早期解決に努める。 

  また、被災外国人等からの外国語による問い合わせ等に対応するため、外

国人相談窓口を開設する。 

○ 大規模かつ広域な災害の場合は、都関係部局及び関係機関による総合相談

所を開設する。 

 

（13）都対策本部の廃止 

○ 知事は、内閣総理大臣から都対策本部の設置指定解除の通知を受けたと

きは、遅滞なく、都対策本部を廃止する。 

 

２ 関係機関との連携 

○ 都は国、他の道府県、区市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関、その

他関係機関と連携協力し、国民保護措置を実施する。 

 

（１）国の対策本部との連携 

○ 都は、国の対策本部と密接な連携を図る。この場合、都は、原則として、

総務省消防庁を通じ、各種の調整や情報共有等を行う。 

○ 都は、特に緊密な連携を確保する必要がある場合は、国と協議し、連絡

職員の派遣を行うものとする。 

○ 都は、国の現地対策本部が設置された場合は、連絡職員を派遣すること

等により、当該本部と緊密な連携を図るものとする。また、国の現地対策

本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会（＊）を開催する場合には、都対策

                                            
（＊）

国の現地対策本部長は、国民保護措置に関する情報を交換し、それぞれの実施する国民保護措置に

ついて相互に協力するため、必要に応じ、現地対策本部と関係地方公共団体の国民保護対策本部等に

よる武力攻撃事態等合同対策協議会を開催するものとされている。 
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本部として当該協議会へ参加し、国民保護措置に関する情報の交換や相互

協力に努めるものとする。 

 

（２）国（指定行政機関・指定地方行政機関）との連携 

① 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対する措置実施の要請 

○ 知事は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認

めるときは、指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対し、その

所掌事務に係る国民保護措置の実施に関し必要な要請を行う。この場合、

都は、要請する理由、活動内容等をできる限り具体的に明らかにする。 

≪区市町村長から措置実施の要請の求めがあった場合≫ 

○ 知事は、区市町村長から②の要請を行うよう求められたときは、その

求めの趣旨を勘案し、指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対

して要請を行うなど適切な措置を講ずる。 

② 指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請 

○ 知事は、国民保護措置の実施のため必要があるときは、指定行政機関

の長若しくは指定地方行政機関の長又は特定指定公共機関（指定公共機

関である特定独立行政法人をいう。）に対し、当該機関の職員の派遣の要

請を行う。 

○ 知事は、前項の要請等を行っても必要な職員の派遣が行われない場合

などにおいて、国民保護措置の実施のため必要があるときは、総務大臣

に対し、前項の職員の派遣について、あっせんを求める。 

○ 都の委員会及び委員は、職員の派遣を要請し、又はあっせんを求めよ

うとするときは、あらかじめ、知事に協議する。 

≪区市町村が派遣要請を行う場合の経由≫ 

○ 都は、区市町村が職員の派遣要請を行うにあたり、その需要をとりま

とめ、指定行政機関等に要請する。（＊） 

 

（３）自衛隊との連携 

① 自衛隊の部隊等の派遣要請等 

○ 知事は、国民保護措置を円滑に実施するため必要があると認めると

きは、防衛大臣に対し、自衛隊の部隊等の派遣を要請する（国民保護

                                            
（＊）

人命の救助等のために特に緊急を要する場合、区市町村は直接指定行政機関等に要請できる。 
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等派遣）。（＊＊） 

○ 要請を行う場合には、次の事項を明らかにし、文書により行う。 

 ただし、事態が急迫して文書によることができない場合には、口頭又

は電話その他の通信手段により行う。 

≪想定される自衛隊の国民保護措置の内容≫ 

・避難住民の誘導（誘導、集合場所での人員整理、避難状況の把握等） 

・避難住民等の救援（食品の給与及び飲料水の供給、医療の提供等） 

・武力攻撃災害への対処（被災状況の把握、人命救助活動、ＮＢＣ攻撃

による汚染への対処等） 

・武力攻撃災害の応急復旧（危険な瓦礫の除去、施設等の応急復旧等） 

≪要請にあたり明示すべき事項≫ 

・武力攻撃災害の状況及び派遣を要請する事由 

・派遣を希望する期間 

・派遣を希望する区域及び活動内容 

・その他参考となるべき事項 

≪区市町村長からの求めに応じた派遣要請≫ 

○ 知事は、区市町村長から、当該区市町村の区域に係る国民保護措置を

円滑に実施するため特に必要があるとして要請の求めを受けたときは、

その必要性等を総合的に勘案し、防衛大臣に対し、自衛隊の部隊等の派

遣を要請する。 

② 派遣部隊との意思疎通  

○ 知事は、国民保護措置を円滑に行うため、国民保護等派遣を命ぜられ

た部隊のほか、防衛出動及び治安出動（内閣総理大臣の命令に基づく出

動（自衛隊法第 78 条）及び知事の要請に基づく出動（自衛隊法第 81 条））

により出動した部隊とも、都対策本部派遣員等を通じて緊密な意思疎通

を図る。 

 

（４）消防の応援等 

① 消防庁長官に対する消防の応援等の要請 

○ 知事は、都内の消防力のみをもってしては対処できない場合、消防庁

長官に消防の応援等を要請する。 

                                            
（＊＊）

武力攻撃事態等においては、自衛隊は、その主たる任務である我が国に対する侵略を排除するた

めの活動に支障の生じない範囲で、可能な限り国民保護措置を実施するものである点に留意する。 
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② 消防庁長官から被災道府県に対する消防の応援等の指示を受けた場合の

対応 

○ 知事は、都が被災していない場合において、消防庁長官から被災道府

県に対する消防の応援等の指示を受けた場合、消防総監又は都内の消防

本部を設置する市町村長に対して応援出動等の措置を講ずるよう指示す

る。 

③ 市町村長に対する指示 

〇 知事は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場

合において、緊急の必要があると認めるときは、都内の消防本部を設置

する市町村長若しくはその消防長又は水防管理者に対し、所要の武力攻

撃災害の防ぎょに関する措置を講ずべきことを指示する。 

 

（５）区市町村との連携 

① 国民保護措置に関する総合調整 

○ 都対策本部長は、区市町村対策本部長から、国民保護措置に係る総合

調整の要請を受けたときは、関係機関の意見を聴くなどして、必要な調

整を行う。 

② 区市町村長の求めに応じた協力 

○ 知事は、区市町村長から国民保護措置の実施に関して応援の求めがあ

った場合は、求められた応援が実施できない場合や、他の機関が実施す

る国民保護措置と競合する場合など、正当な理由のある場合を除き、必

要な応援を行う。 

③ 区市町村長からの職員の派遣要請 

○ 知事は、区市町村長から、当該区市町村の区域に係る国民保護措置を

円滑に実施するため特に必要があるとして職員の派遣の要請を受けたと

きは、その必要性等を総合的に勘案し、その所掌事務又は業務の遂行に

著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣する。 

④ 区市町村長からの職員派遣のあっせん要請 

○ 知事は、区市町村長から職員の派遣についてあっせんの求めがあった

ときは、派遣が必要となる職種や派遣の必要性などを総合的に勘案し、

必要に応じ、あっせんを行う。 

⑤ 各機関に対する要請に係る区市町村からの求めへの対応 
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・指定行政機関、指定地方行政機関に対する措置実施の要請の求め ⇒２

（２）①のとおり 

・指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請の求め ⇒２（２）②のとおり 

・防衛大臣に対する派遣要請の求め ⇒２（３）①のとおり 

⑥ 区市町村の事務の代行 

○ 知事は、武力攻撃災害の発生により、区市町村長が全部又は大部分の

事務を行うことができなくなったときは、当該区市町村の長が実施すべ

き国民保護措置の全部又は一部を代行する。 

○ 知事は、区市町村長の実施すべき国民保護措置の代行を開始し、又は

終了したときは、その旨を公示する。 

 

（６）指定公共機関・指定地方公共機関との連携 

① 指定公共機関、指定地方公共機関からの応援の求め 

○ 都は、指定公共機関又は指定地方公共機関から、労務、施設、設備又は

物資の確保について応援の求めがあった場合には、求めに応じることが極

めて困難な場合や、他の機関が実施する国民保護措置と競合する場合な

ど、正当な理由のある場合を除き、求めに応じた応援を行う。 

② 指定公共機関、指定地方公共機関への措置要請 

○ 都は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認め

るときは、関係する指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、その業

務に係る国民保護措置の実施に関し必要な要請を行う。この場合、都は、

当該機関の業務内容に照らし、要請する理由や活動内容等をできる限り

具体的に明らかにする。 

 

（７）他の道府県との連携 

① 他の道府県との間の応援 

○ 都は、必要があると認めるときは、応援を求める理由、活動内容等を

具体的に明らかにした上で、他の道府県に対して応援を求める。 

○ 都は、他の道府県から応援の求めがあった場合には、求められた応援

を実施することができない場合や、他の機関が実施する国民保護措置と

競合する場合など、正当な理由のある場合を除き、必要な応援を行う。 

○ 応援を求める道府県との間であらかじめ相互応援協定等が締結されて

いる場合には、応援を求める際の活動の調整や手続については、その相
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互応援協定等に基づき行う。 

○ 都が他の道府県に対し応援を求めた場合及び求めに応じて応援を実施

する場合には、国の対策本部における適切な措置の実施（関係行政機関

による措置の実施、総合調整や応援の指示等）に資するため、その内容

について総務省消防庁を通じて国の対策本部に連絡する。 

ただし、都公安委員会が、警察法第６０条の規定に基づき警察庁又は

他の道府県警察に対して援助の要求をしようとするときは、あらかじめ

必要な事項を警察庁に連絡する。 

② 広域的な応援協定等に基づく連携 

○ 都は、大規模な武力攻撃災害が発生した場合や武力攻撃災害が長期に

わたるような場合、あらかじめ締結する「相互応援協定」等に基づき、

避難、物資及び資材の提供並びに救援等の国民保護措置に関して応援を

求め、又は応援をする。 

○ 特に、首都圏を構成する九都県市に関しては、都県域を越える通勤・

通学者の避難などについて、相互に連携・協力するものとする。 

③ 事務の一部の委託 

○ 都が、国民保護措置の実施のため、事務又は事務の一部を他の道府県

に委託するときは、平素からの調整内容を踏まえ、以下の事項を明らか

にして行う。 

・委託事務の範囲並びに委託事務の管理及び執行の方法 

・委託事務に要する経費の支弁の方法、その他必要な事項 

○ 他の道府県に対する事務の委託を行った場合、都は、上記事項を公示

するとともに、総務省消防庁を通じて、総務大臣に届け出る。 

また、事務の委託を行った場合は、知事はその内容を速やかに議会に

報告する。 

④ 職員の派遣要請 

○ 都は、国民保護措置の実施のために必要があるときは、地方自治法第

２５２条の１７の規定に基づき、他の道府県に対して、職員の派遣を要

請する。 

 

（８）現地連絡調整所の設置 

○ 都は、発生現地において活動する機関が特段の連携を確保する必要があ

る場合は、各機関の参加を得て、現地周辺に現地連絡調整所を設置する。 
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≪参加機関の例≫ 

警視庁、東京消防庁又は消防本部、第三管区海上保安本部等、保健所、

医療機関、都区市町村、自衛隊など現地で活動している機関 

≪実施内容≫ 

・被災状況や各機関の活動状況の把握 

・各機関が有する情報の共有 

・現地における活動の連携のための調整 等 

 

（９）住民への協力要請 

○ 都は、国民保護法の規定により、次に掲げる措置を行うために必要があ

ると認める場合には、住民に対し、必要な援助について協力を要請する。（＊）

この場合、要請を受けて協力する者の安全の確保に十分に配慮する。 

・避難住民の誘導 

・避難住民等の救援 

・消火、負傷者の搬送、被災者の救助その他の武力攻撃災害への対処に関

する措置 

・保健衛生の確保 

 

（10）自主防災組織への協力要請等 

① 自主防災組織に対する協力要請 

○ 都は、住民への協力要請と同じく、自主防災組織に対して、必要な援

助について要請する。 

この場合、要請を受けて協力する者の安全の確保に十分に配慮する。 

② 自主防災組織に対する支援 

○ 都は、自主防災組織による警報の伝達、避難住民の誘導等の実施に関

する協力について、適切な情報の提供や、活動に要する資材の提供等に

より、自主防災組織に対する必要な支援を行う。 

○ 特に、都内には超高層ビル（事業所）や大規模集客施設が多いことを

踏まえ、自主防災組織や施設管理者が行う従業員や来場者の避難誘導等

が円滑・迅速に行われるように、的確な情報提供を行うなど、必要な支

援を行う。 

 

（11）ボランティア活動への支援 

                                            
（＊）

要請にあたり、強制にわたることがあってはならない。（国民保護法第４条） 
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○ 都は、安全の確保が十分であると判断した場合には、ボランティア関係

団体等と相互に協力し、被災地又は避難先地域におけるニーズや活動状況

の把握、ボランティアへの情報提供、ボランティアの生活環境への配慮し、

その技能等の効果的な活用を図る。 

 

○ 都は、東京都災害ボランティアセンター（＊）を設置・運営し、区市町村

災害ボランティアセンターに対し、災害ボランティアコーディネーターの

派遣等の支援を実施する。 

○ 都は、武力攻撃事態等におけるボランティア活動に際しては、その安全

を十分に確保する必要があることから、武力攻撃事態等の状況を踏まえ、

住民からのボランティア活動の希望の適否を判断する。 

 

（12）米軍への協力依頼等 

 

 

 

 

○ 特に、横田基地については、平素からの協議に基づき、次のような協力

を求める。 

・突発的に事態が発生した場合の迅速な事態把握、情報交換 

・基地内日本人従業員に対する警報等の伝達 

・住民等の避難に関して、緊急の対応が必要な場合における基地内通行 

・平素からの意見交換を踏まえた相互協力 等 

 

３ 赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理（＊＊） 

 

（１） 国民保護法で規定される赤十字標章等及び特殊標章等 

① 赤十字標章等 

ア 赤十字標章 

                                            
（＊）

ボランティアが被災地のニーズに即した円滑な活動ができるよう支援するため、都が東京ボラン

ティア・市民活動センターと協働で設置・運営する災害ボランティアセンター。 
（＊＊）

【赤十字標章等及び特殊標章等の意義】 

  １９４９年８月１２日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する追加議定

書（第一追加議定書）において規定される赤十字標章等及び国際的な特殊標章等は、それぞれ国民

の保護のために重要な役割を担う医療行為及び国民保護措置を行う者及びその団体、その団体が使

用する場所若しくは車両、船舶、航空機等を識別するために使用することができ、それらは、ジュ

ネーヴ諸条約及び第一追加議定書の規定に従って保護される。 

米軍基地所在都道府県における米軍と調整する必要がある事項については、「米軍施設・

区域の周辺地域における住民の避難について」（平成18 年9 月21日付け閣副安危第300 

号内閣官房副長官補(安全保障・危機管理担当)付け内閣参事官（事態法制企画担当）通知）

に基づき、必要な整理を行う。 
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  第一追加議定書（１９４９年のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争

の犠牲者の保護に関する追加議定書（議定書 I））第８条（l）に規定さ

れる標章（白地に赤十字、赤新月又は赤のライオン及び太陽。）（＊＊＊） 

イ 信号 

  第一追加議定書第８条（ｍ）に規定される特殊信号（医療組織又は医

療用運送手段の識別のための信号又は通報） 

ウ 身分証明書 

 第一追加議定書第１８条３に規定される身分証明書 

エ 識別対象 

  医療関係者、医療機関、医療のために使用される場所及び医療用運送

手段等 

② 特殊標章等 

ア 特殊標章 

 第一追加議定書第６６条３に規定される国際的な特殊標章（オレンジ

色地に青の正三角形。） 

イ 身分証明書 

  第一追加議定書第６６条３に規定される身分証明書 

ウ 識別対象 

  国民保護関係者、保護のために使用される場所等 

 

（２）赤十字標章等の交付及び管理 

① 知事は、国の定める赤十字標章等の交付等に関する基準・手続等（＊）に

基づき、具体的な交付要綱を作成した上で、以下に示す医療関係者等に対

し、赤十字標章等を交付及び使用させる。 

ア 避難住民等の救援を行う医療機関又は医療関係者 

イ 避難住民等の救援に必要な援助について協力をする医療機関又は医療

関係者 

（ア及びイに掲げる者の委託により医療に係る業務を行うものを含む。） 

                                            
（＊＊＊）

赤新月又は赤のライオン及び太陽の標章は、日本では通常使用されない（赤新月の標章は、イス

ラム教国において使用）。これらの標章は、海外からの医療チームを受け入れる場合等に限定して

利用する。 
（＊）

「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」について（平成１７年８月

２日付閣副安危第３２１号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制企画

担当）通知）により定められている。 
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② 知事は、以下に示す医療機関等から赤十字標章等に係る申請を受けた場

合は、交付要綱の規定に基づき、赤十字標章等の使用を許可する。 

ア 医療機関である指定地方公共機関 

イ 区域内で医療を行うその他の医療機関又は医療関係者 

 

（３）特殊標章等の交付及び管理 

①  知事、警視総監及び消防総監は、国の定める特殊標章等の交付等に関す

る基準・手続等に基づき、具体的な交付要綱を作成した上で、それぞれ以

下に示す職員等に対し、特殊標章等を交付及び使用させる。 

ア 知事 

・国民保護措置に係る職務を行う都の職員（特別区の消防団員を含む。） 

・知事の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・知事が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする

者 

イ 警視総監 

・国民保護措置に係る職務を行う警視庁の職員 

・警視総監の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・警視総監が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力を

する者 

ウ 消防総監 

・国民保護措置に係る職務を行う東京消防庁の職員 

・消防総監の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・消防総監が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力を

する者 

② 知事は、指定地方公共機関から特殊標章等の使用に係る申請を受けた場

合は、交付要綱の規定により、特殊標章等の使用を許可する。 

 

４ 国民の権利・利益の救済に係る手続き 

 

（１）権利・利益の迅速な救済 

○ 都は、都対策本部を設置した場合には、国民保護措置の実施に伴う損失

補償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴訟その他の国民の権利利益の

救済に係る手続を迅速に処理するため、国民からの問い合わせに対応する

総合的な窓口を開設する。 
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 救済に係る手続は、国民保護措置の実施に伴う命令、要請等を担当する

部署が行う。 

 

 

 

手 続 項 目 

損失補償 

（法第159条第1項） 

 特定物資の収用に関すること（法第81条第2項） 

 特定物資の保管命令に関すること（法第81条第3項） 

 土地等の使用に関すること（法第82条） 

 応急公用負担に関すること（法第113条第3項） 

 車両等の破損措置に関すること 

 （法第155条第2項において準用する災害対策基本法第76条の

3第2項後段） 

実費弁償 

（法第159条第2項） 

 医療の実施の要請等に関すること（法第85条第1・2項） 

損害補償 

（法第160条） 

 国民への協力要請によるもの（法第70条第1・3項、80条第1項、

115条第1項、123条第1項） 

 医療の実施の要請等によるもの（法第85条第1・2項） 

 不服申立てに関すること（法第6条、175条） 

 訴訟に関すること（法第6条、175条） 

 

（２）文書の適切な保存 

○ 都は、国民の権利・利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、

協力の要請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、都

文書管理規程等の定めるところにより、適切に保存する。 

○ また、国民の権利・利益の救済を確実に行うため、武力攻撃災害による

当該文書の逸失等を防ぐために、安全な場所に確実に保管する等の配慮を

行う。 

○ なお、これらの文書は、武力攻撃事態等が継続している場合及び国民保

護措置に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合には保存期間を

延長するように配慮する。 
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第２節 事態対処の全体像 

 

  

 

 

 

 

 

１ 事態対処の段階区分 

○ 本計画では、都が行うべき措置を住民避難の段階に応じて示す。 

各段階において、避難、救援、災害対処等の措置が、相互に十分な連携を確

保しつつ行われるように留意しなければならない。 

○ 段階区分は、「避難準備」「避難」「避難生活」「復帰」「復旧・復興」の５段階

とする。 

段階区分 想定する期間 

避 難 準 備 

武力攻撃事態等が認定され、内閣総理大臣の本部設置指定を

受けて、知事が都対策本部を設置してから、国から避難措置

の指示を受ける前までの期間 

避 難 
避難措置の指示が都に伝達されてから、要避難地域の住民

が、避難先地域への移動を完了するまでの期間 

避 難 生 活 
住民が避難所等で避難生活をしている期間（避難してから避

難解除されるまでの期間） 

復 帰 
避難の指示が解除されてから、避難住民が避難先地域からの

復帰を完了するまでの期間 

復旧・復興 
避難住民の復帰が完了してから、ライフライン施設の復旧、

都市やくらし等の復興に取り組む期間 

 

２ 突発的な事態発生 

○ 国による事態認定前に武力攻撃や大規模テロ等が発生した場合は、災害対策

基本法など既存の法制を活用し、柔軟に対応する。（具体的な対処は、２００頁

からの第７章による。） 

○ 都は、武力攻撃事態等において、国民保護法その他の法令、基本指針及び

本計画に基づき、国、区市町村、指定公共機関、指定地方公共機関等と連携・

協力し、迅速かつ的確に住民の避難、避難住民等の救援、武力攻撃災害の防

除・軽減、住民生活の安定等の国民保護措置を行う。 
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第３節 避難準備段階の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 

武力攻撃事態等が認定され、内閣総理大臣の本部設置指定を受けて、知事が都

対策本部を設置してから、国から避難措置の指示を受ける前までの期間 

 

■ 本段階の主眼 

 ○ 都対策本部の体制確立、東京都国民保護措置方針の策定 

 ○ 住民避難に必要な諸準備を完了 

 ○ 生活関連等施設の安全確保 

■ 本段階における主な措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

     

 

 

 

     

 

 

   ≪警報が発令された場合≫ 

 

 

 

 

      （注）警報が発令された場合は、特に避難準備を急ぐ。 

都対策本部の設置（知事） 

東京都国民保護措置方針の策定（都対策本部） 

国（内閣総理大臣） 

☆ 武力攻撃事態等対処基本方針を策定（閣議決定） 

 ① 事態認定とその前提となる事実 

② 事態対処に関する全般的な方針 

  ③ 対処措置に関する重要事項 

 ☆ 事態対策本部を設置（閣議決定） 

 ☆ 都に対して国民保護対策本部設置指定（閣議決定） 

住民避難・救援の準備、生活関連等施設の安全確保 

警報の通知・伝達 警報の発令 
通知 

国（内閣総理大臣） 都（知事） 
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１ 避難準備段階における都・各機関等の役割分担 

   

機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 都対策本部の設置・運営 

○ 避難、救援等の国民保護措置の実施準備 

○ 警報の通知・伝達 

警視庁 

○ 生活関連等施設の警備強化 

○ 区市町村に協力して警報の伝達 

○ 避難誘導の準備 

東京消防庁 

○ 生活関連等施設の指導 

○ 区市町村に協力して警報の伝達 

○ 避難誘導の準備 

区市町村 

○ 区市町村対策本部の設置・運営 

○ 警報の伝達 

○ 避難誘導の準備 

指定行政機関 ○ 計画に基づき国民保護措置の実施準備 

自衛隊 ○ 自衛隊の部隊等の派遣に関する情報交換 

指定地方行政機関 ○ 計画に基づき国民保護措置の実施準備 

指定公共機関 

○ 業務計画に基づき国民保護措置の実施準備 

○ 警報の放送（放送事業者） 

○ 避難住民、物資の運送準備（運送事業者） 

指定地方公共機関 

○ 業務計画に基づき国民保護措置の実施準備 

○ 警報の放送（放送事業者） 

○ 避難住民、物資の運送準備（運送事業者） 

 

 

２ 実施計画 

 

２－１ 国民保護対策本部の設置及び体制の確立 

  

 

 

 

 

  

（１）国民保護対策本部の設置 

  

① 設置の手順 

○ 知事は、内閣総理大臣から対策本部の設置指定を受けて、直ちに都対策本

部を設置し、速やかにその体制を確立する。 
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国から設置通知 

★ 内閣総理大臣から、総務大臣を経由し、知 

事に対して、都対策本部の設置指定通知 

知事が都対策本部を設

置 

★ 知事は、内閣総理大臣から通知を受けて、

直ちに都対策本部を設置 

◇都対策本部員及び都

対策本部職員の招集 

 

 

 

 

 

 

 

◇関係機関に都対策本

部設置を通知 

 

 

 

 

◇本部派遣員の派遣要  

 請 

 

★ 都対策本部担当者は、都対策本部員、都対 

策本部職員等に対して、都対策本部に参集 

するように連絡 

≪連絡方法≫ 

・勤務時間中 庁内放送 

    ・勤務時間外 庁内放送を行うとともに

各局本部連絡員を通じて

電話連絡 

★ 都対策本部担当職員は、次に掲げる連絡先 

に都対策本部設置を通知 

   ≪連絡先≫ 

・区市町村 

・指定地方公共機関 

★ 都対策本部長は、特に必要があると認める

ときは、指定地方行政機関等に対して職員

の派遣を要請 

  ≪派遣の求め先≫ 

  ・指定地方行政機関 

  ・東京都を警備地区とする陸・海・空自衛 

   隊 

  ・都内の区市町村 

  ・指定公共機関、指定地方公共機関 
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② 都対策本部設置の指定要請 

○ 知事は、未だ都対策本部の設置指定が行われていない場合において、都

における措置を総合的に推進するために必要があると認める場合は、総務

省消防庁を経由して、内閣総理大臣に対して、都対策本部設置の指定を要

請する。 

 

（２）都対策本部会議の開催 

① 東京都国民保護措置方針の策定 

○ 都対策本部長は、都対策本部設置後、直ちに都対策本部会議を開催し、

武力攻撃事態等の状況認識を共有するとともに、国の対処基本方針、庁内

及び関係機関等からの情報等を踏まえて、都において実施する国民保護措

置の全体的な方針となる「東京都国民保護措置方針」を策定する。 

≪東京都国民保護措置方針で定める事項≫  

・都の区域と周辺地域における武力攻撃事態等の状況 

・避難、救援、武力攻撃災害への対処、国民生活の安定など、都が行う国

民保護措置の全体に関する方針 

・避難準備等緊急に対応すべき事項に関すること 

・その他特に留意すべき事項 

 

（３）都対策本部体制の確立 

① 本部長室、局等の体制確保 

○ 都対策本部長は、第４章第１節１「（５）本部長室、局等の構成及び所掌

事務」（７１頁）に基づき、本部長室、局、地方隊の体制を確立する。 

また、第４章第１節１「（７）本部長の補佐組織」（７７頁）に基づき、

災害対策本部の場合に準じて、救出・救助統括室、部門、連携チームを設

置するものとする。 

② 都対策本部職員の配備（非常配備態勢） 

○ 都対策本部長は、各局長又は地方隊長に対して、あらかじめ定める「非

常配備態勢の基準」に基づき、非常配備態勢を指令し、局長、地方隊長及

び都対策本部の職員を配備する。 

第１回都対策本部会議

開催 
★ 東京都国民保護措置方針の策定 
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○ 各局長及び地方隊長は、非常配備体制の指令を受けたときは、各局長が

あらかじめ定める「非常配備体制の種類に応じて措置すべき要領」に基づ

き、所属職員に対して分掌、配置場所、配備時間、土曜・休日等の対応等

を指示する。 

③ 情報連絡体制の確立 

○ 第４章第１節１「（９）都対策本部の情報連絡体制」（７８頁）に基づき、

情報連絡体制を確立する。 

④ 広報体制の確立 

○ 第４章第１節１「（10）都対策本部における広報体制」（７８頁）に基づ

き、広報体制を確立する。 

○ 都対策本部において重要な方針を決定した場合など、その重要性に応じ

て、直ちに知事自ら記者会見を行う。 

⑤ 都民相談窓口の開設 

○ 第４章第１節１「（12）都民の相談窓口の開設」（７９頁）に基づき、都

民相談窓口を開設する。 

⑥ 特殊標章等の交付 

○ 知事、警視総監及び消防総監は、第４章第１節「３ 赤十字標章等及び

特殊標章等の交付及び管理」（８６頁）に基づき、速やかに赤十字標章等又

は特殊標章等を交付する。 

○ 知事、警視総監及び消防総監は、国民保護措置に使用される場所、施設

等を識別させるため、都庁舎等に特殊標章を表示する。 

○ 知事は、医療機関又は医療関係者若しくは指定地方公共機関の申請を受

けて、赤十字標章等又は特殊標章等の使用を許可する。 

 

（４）通信連絡の確保 

① 通信連絡手段の確保 

○ 都は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系防災行政無線等の移動系通信回

線若しくは、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）等の

固定系通信回線の利用又は臨時回線の設定等により、避難先地域等との間

で国民保護措置の実施に必要な通信連絡手段を確保する。 
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② 通信連絡手段の機能確認 

○ 都は、必要に応じ、情報連絡手段の機能確認を行うとともに、支障が生

じた情報通信施設の応急復旧作業を行うこととし、そのための要員を直ち

に現場に配置する。また、直ちに総務省にその状況を連絡する。 

③ 通信輻輳により生じる混信等の対策 

○ 都は、武力攻撃事態等における通信輻輳により生ずる混信等の対策のた

め、災害対策に準じて、東京都防災行政無線の通信統制を行うなど、通信

を確保するための措置を講ずる。 
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２－２ 住民避難の準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）住民避難に必要な資料・情報の集約 

○ 都対策本部の担当者は、都対策本部設置後、直ちに、避難に関して平素か

ら収集・整理している資料を都対策本部に用意するとともに、国や区市町村、

関係機関等から必要な情報を収集する。 

≪用意する資料≫ 

情  報 内  容 

都 地 図 

・都対策本部職員等が同一の地図を共有し、卓上に広げることが可能な大きさの

地図 

・地形の起伏や河川の位置等の地理的な状況が明らかなもの 

人 口 
・区市町村別の人口・世帯数 

・昼夜別の人口データ 

道 路 網 ・避難経路として想定される高速道路、国道、都道等の幹線的な道路のリスト 

輸 送 力 
・鉄道、バス、船舶等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ 

・鉄道網やバス網、保有車両数などの図及びデータ 

避 難 施 設 ・避難住民の収容能力や屋内外の別についてのデータ 

大規模集客施設 ・施設の種別や規模等についてのデータ（＊） 

関係機関連絡先 ・国、区市町村、民間事業者等一覧 

（２）避難の指示の準備 

① 「避難の指示の大枠」の想定 

○ 都は、平素から準備している資料及び都対策本部で集約した情報をもと

に、要避難地域、避難住民数、避難先地域、避難の時期、避難経路、運送

手段等の避難の指示の大枠を想定し、それに基づき必要な準備を行う。 

                                            
（＊）

大規模集客施設の把握は、警報等の伝達や安否情報の収集等を行う区市町村が行うことを基本と

し、都は区市町村からの報告を受けて集約・整理するものとする。 

○ 武力攻撃事態等において、住民の生命、身体を守るためには、避難に関す

る措置が極めて重要であることから、国から避難措置の指示が出される前の

段階から、国や関係機関等と情報交換を密にし、避難のための十分な準備を

行う。 

○ 特に、警報が発令された場合は、避難措置の指示が出される可能性が高い

ことから、速やかに避難の準備を完了する。 
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○ 都は、概ね次のような考え方で、避難の指示の大枠を想定する。 

ア 国の対処基本方針、国や関係機関等から得られた情報をもとに、予測

される事態類型及び影響範囲を想定し、要避難地域を想定する。（＊） 

イ 予測される事態類型から、避難の指示までの時間的余裕を想定し、「避

難所等への避難」か「屋内への避難」等の避難のパターンを想定する。

（②参照） 

ウ 避難所等への避難の指示を想定する場合は、避難住民の数（要避難地

域の住民数）や交通機関に関する情報、国の対策本部長が利用指針を定

める場合には当該指針に関する情報等を考慮して、避難先地域及び避難

経路・運送手段等を想定する。 

エ 想定する避難の指示の大枠については、適切なものとなるよう国等と

情報交換を密にする。 

② 避難のパターン 

○ 「予測される事態類型」、「避難準備のための時間的余裕」及び「武力攻

撃等による影響範囲」により想定する避難のパターンは次のとおり 

 

                                            
（＊）

国の指定に基づき区市町村対策本部が設置されている場合は、その範囲を想定する。 
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≪事態類型と避難パターンの関係≫ 
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図－Ⅰ 突発的かつ局地的な事態 

 

 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

① ゲリラ・特殊部隊による攻撃 

・攻撃当初は屋内に一時避難させ、その後安全措置を講じつつ適切な避難所

に避難させる等の対応が必要 

・状況により、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定等時宜に応じ

た措置が不可欠 

② 弾道ミサイル攻撃（通常弾頭、BC 弾頭） 

・発射後短時間で着弾することが予想されるため、弾道ミサイル発射時に住

民が適切な行動をとることができるよう、全国瞬時警報システム（Ｊ－Ａ

ＬＥＲＴ）による情報伝達及び弾道ミサイル落下時の行動について平素か

ら周知に努める等、被害の局限化が重要 

・当初は、できるだけ近くのコンクリート造りの堅ろうな施設や建築物の地

階、地下街、地下駅舎等の地下施設への避難を指示 

・着弾後に被害状況を把握した上で、事態の推移や弾頭の種類に応じて他の

安全な地域への避難を指示 

③ 航空攻撃（通常爆弾等） 

 ・弾道ミサイル攻撃に準じる。 

④ 緊急対処事態（大規模テロ等） 

    ・「第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処」（２００頁）で記述 

 

 
150 
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図－Ⅱ 突発的かつ広範囲な事態 

 

 

 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

① 弾道ミサイル攻撃（核弾頭） 

・攻撃当初は爆心地周辺から直ちに離れ、近くの堅牢な建物・地下施設等に

避難 

・一定時間経過後、放射線の影響を受けない安全な地域に避難 

・核爆発に伴う熱線・熱風等による直接の被害を受けないものの放射性降下

物の影響を受けるおそれのある地域は、放射線の影響を受けない安全な地

域への避難を指示（風下をさけ極力風向きと垂直方向） 

   ② 航空攻撃（核爆弾） 

  ・弾道ミサイル攻撃（核弾頭）に準じる 
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図－Ⅲ 時間的余裕がありかつ局地的な事態 

 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

① ゲリラ・特殊部隊による攻撃（施設占拠に伴う周辺住民の避難等） 

・警察等により周辺の安全を確保した上で、それらの避難誘導に従い避難 

 

図－Ⅳ 時間的余裕がありかつ広範囲な事態（＊） 

 

≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

① 着上陸侵攻 

・事前の準備が可能であり、戦闘が予想される地域から先行して避難させる

とともに、広域避難が必要 

・都は、住民の避難に伴い、避難経路の確保と秩序だった避難のため、適宜

交通規制を実施 

                                            
（＊）

区市町村が防災計画に基づき選定している「一時集合場所」を活用する。 

要
配
慮
者 

(＊) 

要配慮者 

要配慮者 
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・都の区域を越える避難の場合は、国の対策本部長は、関係知事から意見を

聴き、国の方針として避難先地域等に対して避難措置を指示 

 

（３）住民運送の準備 

○ 避難施設等への交通手段は、原則として、徒歩又は公共交通機関とする。 

○ 都は、想定する要避難地域、避難先地域、避難住民数等を基に、迅速かつ

計画的な住民運送が図れるように、関係する指定公共機関及び指定地方公共

機関と輸送力や運送方法等について調整する。 

○ 徒歩や公共交通機関による移動が困難な地域では、区市町村と連携し、借

り上げ車両等により避難住民の運送が図れるように調整する。 

なお、自家用車等の利用がやむを得ないと認められるときは、知事は、警

視庁の意見を聴いた上で、交通手段として示すことができるものとする。 

      

 （４）要配慮者（高齢者・障害者等）の把握 

○ 都は、要配慮者の優先的避難や交通手段の確保のため、想定する要避難地

域の区市町村に対して、区域内の要配慮者の状況を確認し、避難に関して必

要な支援を行うための準備を進めるように要請する。 

       

（５）避難誘導に関する準備 

○ 都は、想定する要避難地域及び避難先地域の区市町村に対して、都における

避難準備について情報提供するとともに、避難の指示が出された場合に速やか

に避難実施要領を定め、避難誘導するための準備を進めるように要請する。 

○ 都は、区市町村の誘導能力を把握するとともに、区市町村の行う避難誘導

に関して、広域的な観点から必要な支援をするための準備を行う。 

 

（６）超高層ビル、地下街、大規模集客施設等における避難準備の要請 

○ 都は、状況に応じて、超高層ビル、地下街、大規模集客施設等の施設管理者に

対して、都内における武力攻撃事態等の予測などの情報提供を行うとともに、避

難の指示に応じて円滑に避難・誘導等を行えるように、必要な準備を要請する。 

 

 （７）避難先地域における避難所候補の選定 

○ 都は、避難先地域に想定される区市町村において、あらかじめ指定された

避難施設の現状を把握し、避難所の候補施設を選定する。 
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２－３ 救援に関する準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （１）救援の基準 

○ 都は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に

よる救援の程度及び方法の基準」（平成２５年内閣府告示第２２９号。以下

「救援の程度及び基準」という。）に基づき救援を行う。 

○ 知事は、「救援の程度及び基準」によっては救援の実施が困難であると判

断する場合には、内閣総理大臣に対し、特別な基準の設定について意見を申

し出る。 

 

 （２）救援措置を行うために必要な資料・情報の集約 

○ 都対策本部の担当者は、都対策本部設置後、直ちに、救援に関して平素か

ら収集・整理している資料を本部に用意するとともに、国や区市町村、関係

機関等から必要な情報を収集する。 

≪用意する資料≫  

情  報 内  容 

収 容 施 設 

・長期の収容施設として活用できる土地・建物等のリスト 

・高齢者、障害者等の要配慮者を収容できる社会福祉施設等、宿泊施設、

応急仮設住宅等のリスト 

備 蓄 物 資 

調達可能物資 

・大量の食料や飲料水等の生活必需品の備蓄・調達先のリスト、調達経

路 

・仮設住宅建設用、応急修理用の資機材の調達方法、建設業協会のリス

ト等 

関係医療機関 
・災害拠点病院などの主要な病院の所在、病床数等の対応能力について

のデータ（※） 

救 護 班 ・派遣元、班編成、活動内容等についてのデータ 

火 葬 場 等 ・火葬場等の所在及び対応可能数等についてのデータ 

関係機関等協定 ・協定書 

関係機関連絡先 ・国、近隣県市、区市町村、民間事業者等一覧 

○ 救援物資の確保、供給のためには、相応の準備時間を要することから、国か

ら救援の指示が出される前の段階から、救援の規模や運送先等を想定し、必要

な準備を開始する。 

○ 特に、警報が発令された場合は、避難措置の指示に引き続き救援の指示が出

される可能性が高いことから、速やかに救援の準備を完了するものとする。 
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（※） ＮＢＣ攻撃による被災者への対応が可能な医療機関、ＮＢＣの専門知識を有する医療

関係者に関する情報収集等について、東京都災害医療協議会等を通じ、考え方や基準な

どを検討する。 

 

（３）救援に必要な物資の推計 

○ 都は、平素から準備している資料、都対策本部で集約した情報を基に要避

難地域、避難住民数等を想定し、避難誘導時及び避難施設における救援に必

要な物資の品目・量を推計する。 

≪必要物資の推計に当たり特に検討すべき事項≫ 

・物資の提供対象人数、世帯数の把握 

・当該品目に関する都の備蓄数量、備蓄場所 

・    〃   都の協定等に基づく調達可能数量、調達可能先の確認 

・    〃   区市町村の備蓄又は調達可能数量 

 

（４）物資の確保及び運送に関する準備 

① 避難誘導時に必要な物資の準備 

○ 都は、要避難地域に想定される区市町村に対して、住民等の避難誘導時

に必要な食料等の物資提供の準備を要請する。 

② 避難所において必要な食料等の物資提供の準備 

○ 都は、推計した必要物資の品目・量を踏まえ、避難所において提供する

食料等の物資確保のための準備を行う。 

食料等の物資の準備量の目安は、備蓄、調達に係らず、避難住民が避難

所で３日間程度生活できる量とする。 

○ 都は、避難所に食品等を配送する時間的余裕がないと見込まれる場合は、

避難先地域の区市町村に対して、当面の食品等の提供を行うための準備を

要請する。 

○ 都は、物資の運送に当たって必要がある場合は、あらかじめ締結してい

る協定等に基づき、運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関

と輸送力の確保及び運送方法等について調整を行う。 

 

（５）「救援センター」等の設置準備 

① 「救援センター」の設置準備 

○ 都は、避難所の候補となっている施設のうち、都の施設及び民間の施設
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について、当該避難所における救援の総合窓口となる「救援センター」を

設置するために必要な準備を行う。 

区市町村の施設については、区市町村長に対して、「救援センター」を設

置するために必要な準備を要請する。 

② 「避難所支援本部」の設置準備 

○ 都は、複数の区市町村が要避難地域となり、多くの避難所を設置するこ

とが想定される場合は、都対策本部長の指示のもとで、全避難所における

支援を広域的な観点から総合的に調整するため、あらかじめ定める要綱に

基づき「避難所支援本部」の設置に必要な準備を行う。 

 

   ≪避難所支援本部・救援センターの役割≫ 
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２－４ 災害対処のための準備、安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）武力攻撃災害の対処に必要な資料・情報の集約 

○ 都対策本部の担当者は、都対策本部設置後、直ちに、武力攻撃災害への対

処に関して平素から収集・整理している基礎的な資料を都対策本部に用意す

るとともに、国や区市町村、関係機関等から必要な情報を収集する。 

≪用意する資料≫  

・想定する要避難地域内に所在する生活関連等施設のリスト（施設の種類、名

称、所在地、管理者名、連絡先、危険物質等の内容物、施設の規模が記載されたもの） 

 

（２）生活関連等施設の安全確保 

○ 知事は、生活関連等施設が、国民生活に関連を有する施設で、その安全を

確保しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるも

の又はその安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそ

れがあると認められる施設であることを考慮し、その安全確保について必要

な措置を講ずる。 

① 生活関連等施設の状況の把握 

○ 都は、武力攻撃災害の発生に備え、関係機関及び生活関連等施設の管理

者との連絡体制を確保する。 

○ 都は、都内の生活関連等施設について、当該施設の安全に関連する情報、

各施設における対応状況等について、当該施設の管理者、所管省庁、警視

庁、東京消防庁及び東京海上保安部等と連携して、必要な情報の収集を行

うとともに、関係機関と当該情報を共有する。 

また、都は、所管省庁が定めた「生活関連等施設の安全確保の留意点」（＊）

に基づき、所要の措置が講じられているか確認する。 

                                            
（＊）

「生活関連等施設の安全確保の留意点」の一部変更について（平成２７年４月２１日付内閣官房副

長官補（安全保障・危機管理担当）付事務連絡） 

 

○ 武力攻撃災害が発生する可能性があることを考慮し、生活関連等施設や大規

模集客施設における、安全確保のために必要な措置を講ずる。 

○ 特に、警報が発令された場合は、武力攻撃災害が発生する可能性が高いこと

から、従事する者の安全に十分に配慮しつつ、より一層の安全確保措置の強化

を図る。 
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② 生活関連等施設の管理者に対する措置の要請 

○ 知事は、情報収集の結果、武力攻撃災害の発生又はその拡大を防止する

ため特に必要があると認めるときは、当該施設の管理者に対して、安全確

保のために必要な措置（施設の巡回の実施、警備員の増員、警察との連絡

体制の強化等による警備の強化、防災体制の充実等）を講ずるよう要請す

る。（＊） 

この場合、当該管理者及びその他当該施設に従事する者等の安全の確保

に十分配慮する。 

○ 警視庁は、生活関連等施設の管理者から支援の求めがあったときは、指導、

助言、連絡体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など、可能な限り必要な

支援を行う。また、自ら必要があると認めるときも、同様とする。 

○ 東京消防庁は、生活関連等施設の管理者等から支援の求めがあったとき

は、指導、助言など、可能な限り必要な支援を行う。 

 

（３）都が管理する生活関連等施設の安全確保 

○ 知事は、都が管理する生活関連等施設について、当該施設の管理者として

の立場から、（２）①の施設に安全確保に関する確認事項に基づき、安全確保

のために必要な措置を行う。 

この場合、都は、必要に応じて、警視庁、東京消防庁その他の行政機関に

対し、支援を求める。 

○ 生活関連等施設以外の都が管理する施設についても、生活関連等施設にお

ける対応を参考にして、可能な範囲で警備の強化等の措置を講ずる。 

特に、都庁舎については、多くの住民等が来庁していることを考慮し、あ

らかじめ定めるマニュアルに基づき、十分な警戒を行う。 

 

（４）大規模集客施設の安全確保 

○ 知事は、大規模集客施設には、多くの人々が滞留していることを考慮し、

当該施設の管理者に対して、生活関連等施設に準じて、施設内の人々の安全

確保のために必要な措置を講ずるよう要請する。 

特に、突発的な災害発生に備えて、避難誘導や構内放送等が速やかに行え

るような態勢の確保を要請する。 

 

 

                                            
（＊）

緊急の場合、生活関連等施設の所管省庁が当該要請を行うことがあるが、その場合には、知事に

通知される。 
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（５）立入制限区域の指定の要請 

○ 知事は、生活関連等施設の安全確保のため必要があると認めるときは、都

公安委員会又は東京海上保安部長等に対し、立入制限区域の指定を要請する。 

この場合、ダム、大規模な危険物質等取扱所については、速やかに要請す

るものとし、発電所、駅、空港等については、情勢により施設が何らかの攻

撃を受ける可能性があると判断される場合など危険が切迫している場合にお

いて、速やかに要請する。 

○ 都公安委員会は、知事から要請があったとき、又は事態に照らして特に必

要があると認めるときは、生活関連等施設の敷地及びその周辺の区域を立入

制限区域として指定する。（＊） 

≪立入制限区域≫ 

① 指定権者 

都公安委員会が指定する。 

② 範囲 

生活関連等施設の特性及び周辺の地域の状況を勘案しつつ、生活関連等施

設の安全確保の観点から合理的に判断して、立入りを制限し、禁止し、又は

退去を命ずる必要があると考えられる区域を指定する。 

③ 公示等 

都公安委員会は、立入制限区域を指定したときは、速やかにその旨を生活

関連等施設の管理者に通知するとともに、都の公報や新聞への掲載、テレビ、

ラジオ等を通じた発表等により公示する。 

また、現場においては、警察官が可能な限り、ロープ、標示の設置等によ

りその範囲、期間等を明らかにする。 

④ 効果 

警察官により、当該区域への立入りの制限、禁止、退去命令を行うことが

できる。 

 

（６）危険物質等に係る武力攻撃災害の防止  

① 危険物質等に関する措置命令 

○ 知事は、既存の法令に基づく規制措置を講ずるほか、緊急に必要がある

と認めるときは、当該措置に加えて、危険物質等の取扱者に対し、次の措

置を講ずべきことを命ずる。 

                                            
（＊）

東京海上保安部長等も都公安委員会と同様の措置をとることができることとされている。 



第４章 武力攻撃事態等への対処 

第３節 避難準備段階の計画 

 - 111 - 

 

・危険物質等の取扱所の全部又は一部の使用の一時停止又は制限 

・危険物質等の製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬又は消費の一時禁止又は

制限 

・危険物質等の所在場所の変更又はその廃棄 

○ 既存の法令に基づく措置と上記の措置との対応関係は次表のとおり 

≪危険物質等の種類及び知事が命ずることのできる措置一覧≫ 

 

物質の種類 区分 

措置 

１ 

号 

２ 

号 

３ 

号 

消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 2

条第 7項の危険物（指定数量以上のもの

に限る。） 

消防法第 11 条第 1 項第 1 号の消防本部

等所在区市町村の区域に設置される製

造所、貯蔵所若しくは取扱所（移送取扱

所を除く。）又は一の消防本部等所在区

市町村の区域のみに設置される移送取

扱所において貯蔵し、又は取り扱うもの

（稲城市を除く。） 

消
防
法
第
12
条 

の
３ 

○ ○ 

消防法第 11 条第 1 項第 1 号の消防本部

等所在区市町村以外の区市町村の区域

に設置される製造所、貯蔵所若しくは取

扱所（移送取扱所を除く。）又は移送取

扱所（二以上の都道府県の区域にわたっ

て設置されるもの及び一の消防本部等

所在区市町村の区域のみに設置される

ものを除く。）において貯蔵し、又は取

り扱うもの 

毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第

303 号）第 2 条第 1 項の毒物及び同条第

2 項の劇物（同法第 3 条第 3 項の毒物劇

物営業者、同法第 3 条の 2第 1項の特定

毒物研究者並びに当該毒物及び劇物を

業務上取り扱う者が取り扱うものに限

る。） 

毒物及び劇物取締法第4条第 1項の登録

を受けた者が取り扱うもの（都知事が当

該登録の権限を有する場合） 

○ ○ ○ 

毒物及び劇物取締法第 3条の 2第 1項の

特定毒物研究者又は同法第2条第 1項の

毒物及び同条第2項の劇物を業務上取り

扱う者が取り扱うもの 
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火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）

第 2条第 1項の火薬類 

製造業者、販売業者又は消費者に対し

て、製造施設又は火薬庫の全部若しくは

一部の使用を一時停止すべきことを命

ずること。 

火薬類取締法 

第４５条 

製造業者、販売業者、消費者その他火薬

類を取り扱う者に対して、製造、販売、

貯蔵、運搬、消費又は廃棄を一時禁止し、

又は制限すること。 

火薬類の所有者又は占有者に対して、火

薬類の所在場所の変更又はその廃棄を

命ずること。 

火薬類を廃棄した者に対して、その廃棄

した火薬類の収去を命ずること。 

 高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204

号）第 2 条の高圧ガス（同法第 3 条第 1

項各号に掲げるものを除く。） 

第一種製造者、第二種製造者、第一種貯

蔵所若しくは第二種貯蔵所の所有者若

しくは占有者、販売業者若しくは特定高

圧ガス消費者又は液化石油ガス法第6条

の液化石油ガス販売事業者若しくは液

化石油ガス法第 37 条の 4 第 3 項の充て

ん事業者に対し、製造のための施設、第

一種貯蔵所、第二種貯蔵所、販売所又は

特定高圧ガスの消費のための施設の全

部又は一部の使用を一時停止すべきこ

とを命ずること。 

高圧ガス保安法 

第３９条 

第一種製造者、第二種製造者、第一種貯 

所又は第二種貯蔵所の所有者又は占有

者、販売業者、特定高圧ガス消費者、液

化石油ガス法第6条の液化石油ガス販売

事業者、液化石油ガス法第 37 条の 4第 3

項の充てん事業者その他高圧ガスを取

り扱う者に対し、製造、引渡し、貯蔵、

移動、消費又は廃棄を一時禁止し、又は

制限すること。 

高圧ガス又はこれを充てんした容器の

所有者又は占有者に対し、その廃棄又は

所在場所の変更を命ずること。 
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医薬品医療機器等法（昭和 35 年法律第

145 号）第 44 条第 1 項の毒薬及び同条第

2 項の劇薬（同法第 46 条第 1 項の薬局開

設者等が取り扱うものに限る。） 

医薬品医療機器等法施行令第 80 条の規

定により都知事の処分を受けている者

が所持するもの 

○ ○ ○ 

・ 措置欄の１号、２号、３号は、それぞれ下記に掲げる措置を意味する。 

１号 取扱所の全部又は一部の使用の一時停止又は制限 

２号 製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬又は消費の一時禁止又は制限 

３号 所在場所の変更又はその廃棄 

・ 措置欄の○は、国民保護法第 103 条第 3項により当該措置の権限が与えられていることを意

味し、それ以外の記述は、当該措置の権限を与えている既存の個別法を意味する。 

備考 １ この措置には、指定行政機関及び地方公共団体が事態対処法第 2条第 7 号の対処措置

の用に供する危険物質等に係る措置を含まないものとする。 

   ２ 自動車、軽車両（原動機付き自転車を含む。）その他による運搬又は火薬類取締法第

50 条の 2第 1項の規定の適用を受ける火薬類の消費については、都公安委員会が命ずる

ことのできる措置である。 

 

② 警備の強化及び危険物質等の管理状況報告 

○ 知事は、危険物質等の取扱者に対し、必要に応じて警備の強化を求める

ほか、①の措置を講ずるために必要があると認める場合は、危険物質等の

取扱者から危険物質等の管理の状況について報告を求める。 

 

（７）文化財の保護 

① 重要文化財等に関する命令又は勧告の告知等 

○ 都教育委員会は、都の区域に存する重要文化財等（重要文化財、重要有

形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物をいう。）に関し、文化庁長官が武力

攻撃災害による重要文化財等の被害を防止するため命令又は勧告を行う場

合には、所定の手続に従って、速やかに所有者等に対し当該命令又は勧告

を告知する。 

○ 当該命令又は勧告に従って必要な措置を講じようとする重要文化財等の

所有者から、都教育委員会に対し、文化庁長官に対する支援の求めがあっ

た場合には、速やかに、その旨を文化庁長官に対し連絡する。 
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② 国宝等の被害を防止するための措置の施行 

○ 都教育委員会は、文化庁長官から、所定の手続に従って、国宝等（国宝

又は特別史跡名勝天然記念物をいう。）の被害を防止するための措置の施行

の全部又は一部の委託を受けた場合には、速やかに当該措置の施行に当た

る。 

○ この場合、都教育委員会は、当該教育委員会の職員のうちから、当該措

置の施行及び当該国宝等の管理の責任者を定める。当該責任者は、当該措

置の施行に当たるときは、その身分を証明する証票を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを示し、かつ、その正当な意見を十分に尊重しな

ければならない。 
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２－５ 国民生活の安定に関する準備 

 

（１）ライフライン等の確保 

① 都による生活基盤等の確保 

○ 水道事業者、水道用水供給事業者及び工業用水道事業者である都（水道

局）は、水を安定的かつ適切に供給するために必要な措置を講ずる。 

また、都（下水道局）は、下水を適切に処理するために必要な措置を講

ずる。 

○ 河川管理施設、道路、港湾及び空港の管理者である都（建設局、港湾局）

は、河川管理施設、道路、港湾及び空港を適切に管理する。 

○ 運送事業者である都（交通局）は、旅客の運送を確保するために必要な

措置を講ずる。 

○ 病院事業者である都（病院経営本部）は、医療を確保するために必要な

措置を講ずる。 

○ 中央卸売市場の開設者である都（中央卸売市場）は、生鮮食料品を確保

するために必要な措置を講ずる。 

② 指定公共機関及び指定地方公共機関による生活基盤等の確保 

○ 都は、指定公共機関及び指定地方公共機関が、それぞれ国民保護業務計

画に基づき、必要な措置や準備が講ぜられるように情報提供を行う。 

機   関 必要な措置・準備 

電気事業者及びガス事業者 電気及びガスを安定的かつ適切に供給するために必要な措置 

水道事業者、水道用水供給事

業者及び工業用水道事業者 

水を安定的かつ適切に供給するために必要な措置 

運送事業者 旅客及び貨物の運送を確保するために必要な措置 

電気通信事業者 
通信を確保し、及び国民保護措置の実施に必要な通信を優先的

に取り扱うために必要な措置 

一般信書便事業者 信書便を確保するために必要な措置 

病院その他の医療機関 医療を確保するため必要な措置 

河川管理施設、道路、港湾及

び空港の管理者 

河川管理施設、道路、港湾及び空港を適切に管理するために必

要な措置 
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（２）生活関連物資等の価格安定 

○ 都は、武力攻撃事態等において、物価の安定を図り、国民生活との関連性

が高い物資若しくは役務又は国民経済上重要な物資若しくは役務（以下「生

活関連物資等」という。）の適切な供給を図るとともに、価格の高騰や買占め

及び売惜しみを防止するため、次に掲げる措置を行う。 

ア 生活関連物資等の価格の高騰、買占め及び売惜しみの防止のための調査

や監視、必要に応じて関係事業者団体等に対して供給の確保や便乗値上げ

の防止等の要請等 

イ 生活関連物資等の需給・価格動向について、必要な情報収集に努めると

ともに、都民へ情報提供 

ウ 既存の専用ダイヤルの活用により、都民からの問い合わせや相談に対応 

○ 都は、生活関連物資等の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生ずるおそ

れがあるときには、関係法令に基づき、次に掲げる措置を実施する。 

ア 生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律

（昭和４８年法律第４８号。以下「買占め等防止法」という。）に係る措置 

都は、国が買占め等防止法第２条第１項に基づき、政令で特別の調査を

要する物資（以下「特定物資」という。）を指定した場合は、都内のみに事

務所等を有し特定物資を生産、輸入又は販売する事業者（小売業者を除く）

及び都内に事務所等を有し特定物資を販売する小売業者に対し、次の措置

を講ずる。 

・特定物資について、その価格の動向及び需給の状況に関する必要な調査（買占め等防止

法第３条） 

・特定物資の生産、輸入又は販売の事業者が買占め又は売惜しみにより多量に当該特定物

資を保有していると認められる場合の当該事業者に対する当該特定物資の売渡しの指

示（買占め等防止法第４条第１項） 

・売渡しの指示に従わなかった場合についての事業者に対する売渡しの命令（買占め等防

止法第４条第２項） 

・売渡しの命令を実施したことによる事業者同士の協議が実施できない場合の裁定及びそ

の結果通知（買占め等防止法第４条第４項及び第５項） 

・売渡しの指示及び命令に係る事業者に対する報告命令、立入検査及び質問（買占め等防

止法第５条第１項及び第２項） 

イ 国民生活安定緊急措置法に係る措置 

都は、国が国民生活安定緊急措置法（昭和４８年法律第１２１号）第３

条第１項に基づき、政令で特に価格の安定を図るべき物資（以下「指定物
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資」という。）を指定した場合は、都内のみに事業場を有し指定物資を販売

する事業者（小売業者を除く）及び都内に事業場を有し指定物資を販売す

る小売業者に対し、次の措置を講ずる。 

・指定物資について、その定められた標準価格又は販売価格の表示の指示及び指示に従わ

ない小売業者の公表（国民生活安定緊急措置法第第６条第２項及び第３項） 

・指定物資を規定する価格を超えた価格で販売している事業者に対しての規定する価格以

下の価格で販売すべきことの指示及び正当な理由なく従わなかった者の公表（国民生活

安定緊急措置法第７条） 

・上記の措置に必要な限度における、指定物資を販売する事業者に対する業務若しくは経

理の状況報告、事業場への立入検査、関係者への質問（国民生活安定緊急措置法第３０

条第１項） 

ウ 物価統制令に係る措置 

都は、国が物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条及び第７条

並びに物価統制令施行令（昭和２７年政令第３１９号）第２条に基づき、

告示で物資及び役務についての統制額を指定した場合は、次の措置を講ず

る。 

・統制額を超える契約等に対する例外許可（物価統制令第３条第１項但書） 

・履行中の契約の変更等に関して別段の定めを設けること及び統制額を超える価格とする

ことの許可（物価統制令第８条ノ２但書） 

 

また、必要があると認められるときは、物価に関する報告の徴収、帳簿の

作成命令を行うとともに、必要な場所へ臨検し業務の状況若しくは帳簿書類

等の検査を実施する。（物価統制令第３０条第１項） 

 

（３）金融機関の引出し機能等の維持 

○ 知事は、必要と判断する場合、金融機関に対して、武力攻撃事態等におい

ても、可能な限り現金自動支払機等の運転を継続するなど、住民等の生活へ

の支障が最小となるような措置を行うよう配慮を求める。 
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２－６ 警報の通知、伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪警報の通知・伝達の概要≫ 

 

○ 国の対策本部長から警報が発令された場合は、あらかじめ定められた手

順、方法に従って、迅速かつ的確に警報の通知及び伝達を行う。 

○ 警視庁及び東京消防庁は、区市町村と協力し、住民への警報の伝達を行

う。 

○ 警報が発令された場合は、避難措置の指示、救援の指示が出される可能

性が高いことから、国や関係機関等と情報交換を密にし、住民避難や救援

のための準備を急ぐ。 
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（１）通知・伝達の手順 

 

 

 

 

 
（＊） 

  

  

   

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（＊）

都は、業界団体や本社等に、区市町村は各事業所等に伝達することを基本とする。 

警報発令の通知 

（国対策本部長） 

★ 国対策本部長が警報を発令し、総務大臣

を経由して、知事に対して警報通知 

≪警報の内容≫ 

・武力攻撃事態等の現状及び予測 

・武力攻撃が迫り、又は発生したと認めら

れる地域（特定の地域が予測困難な場合

は、示されないこともある） 

・住民・団体等に周知すべき事項 

 
★ 知事は、総務大臣からの通知を受けて、

直ちにその内容を区市町村長、都の執行

機関、放送事業者その他の指定地方公共

機関、その他関係機関等に通知 

≪通知先≫ 

・「武力攻撃が迫り、又は武力攻撃が発

生したと認められる地域」に該当する

区市町村に対して優先的に通知 

・警報の緊急性を考慮し、放送事業者で

ある指定地方公共機関への迅速な通

知に留意 

★ 都は、区市町村と協力して、大規模集客

施設の管理者等に対して、警報の内容を

伝達 

  

 

★ 都は、速やかに警報の発令された事実を

報道発表 

★ 都のホームページに警報の内容を掲載 

◇ 警報の通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 警報の伝達 

 

 

 

 

 

◇ 警報発令の報道発

表等 

 

○ 放送事業者である指定公共機関及び指

定地方公共機関は、警報の通知を受けたと

きは、それぞれの業務計画に基づき、速や

かにその内容について放送することとさ

れている。 

(＊) 
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（２）区市町村の警報伝達に対する協力 

○ 警視庁及び東京消防庁は、区市町村と協力して、警報内容の的確かつ迅速

な伝達を図る。 

≪（参考）区市町村長による警報の伝達≫ 

○ 区市町村長は、知事から警報の通知を受けたときは、あらかじめ定めた

伝達方法（伝達先、手段、伝達順位）により、速やかに住民及び関係のあ

る公私の団体（＊）に伝達するものとする。 

○ 警報の伝達方法については、現在区市町村が保有する伝達手段に基づき、

原則として以下の要領により行うものとする。 

① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」

に当該区市町村が含まれる場合 

○ 原則として、同報系防災行政無線で国が定めたサイレンを最大音量

で吹鳴して住民に注意喚起した後、武力攻撃事態等において警報が発

令された事実等を周知 

② 同地域に当該区市町村が含まれない場合 

○ 原則として、サイレンは使用せず、防災行政無線やホームページへ

の掲載などの手段により、周知（区市町村長が特に必要と認める場合

に、サイレンを使用することを妨げるものではない。） 

                                            
（＊）

区市町村が、その実情に応じてあらかじめ定める（自治会等） 
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２－７ 緊急通報の発令 

 

≪緊急通報の発令の概要≫ 

（＊） 

 

（１）緊急通報の発令の要件等 

○ 知事は、武力攻撃等災害が発生、又はまさに発生しようとしており、武力

攻撃災害による住民の生命、身体又は財産に対する危険を防止するため緊急

の必要があると認めるときは、速やかに緊急通報を発令する。 

○ 特に、ゲリラや特殊部隊による攻撃や大規模なテロ等が発生した場合は、

災害の状況に応じて、迅速に緊急通報の発令を行う。 

○ 緊急通報の発令は、武力攻撃災害の兆候の通知や警視庁、東京消防庁等か

らの情報等に基づき、正確性や事態の緊急性を十分に勘案した上で行う。併

せて、住民の混乱を未然に防止するよう留意する。 

 

                                            
（＊）

都の指示に従って落ちついて行動すること、テレビ・ラジオ等の情報収集手段の確保に努めるこ

となど 
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（２）緊急通報の内容 

○ 緊急通報の内容は、危急の被害を避ける観点から必要最小限のものとし、

明確かつ簡潔なものとする。 

  ≪緊急通報の例示≫ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（３）緊急通報の通知方法 

○ 緊急通報の関係機関への通知方法については、原則として警報の通知方法

と同様とする。 

ただし、警報における通知先に加え、関係指定公共機関にも通知する。 

○ 特定の地域について武力攻撃災害の予測を示した場合は、当該地域が含ま

れる区市町村に対して、特に優先して通知する。 

○ 緊急通報を発令した場合には、速やかに国の対策本部長に報告する。 

≪（参考）放送事業者である指定公共機関等による緊急通報の放送≫ 

○ 放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、緊急通報の通知

を受けたときは、それぞれの国民保護業務計画に基づき、速やかに緊急通報

の内容について放送することとされている。 

◇ 東京都○○区○○付近において、不審なゴムボートが放置。武装した不審

な２～３人組が付近に潜んでいる模様                                  

 

 ・○○付近で銃撃と思われる音が聞こえたとの情報あり              

   ・現在、警察・自衛隊等関係機関が調査中 

   ・○○付近に居住する住民は、できるだけ外出を控え、テレビ・ラジオの

スイッチをつけて情報収集を行い、今後の行政の指示を待つこと 

・その他不審者に関する情報等があれば、××－○○○○－△△△△まで

電話すること 
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第４節 避難段階の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 

 

避難措置の指示が都に伝達されてから、要避難地域の住民が、避難先地域への

移動を完了するまでの期間 

 

■ 本段階の主眼 

 ○ 的確・迅速な住民避難 

 ○ 避難所における救援の準備完了 

 ○ 武力攻撃災害に応じた消火、救助・救急 

 

■ 本段階で実施する主な措置 

                    

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区市町村による 

避難誘導 

避難の指示（知事） 

上記①～③に④～⑥を加えて、区市

町村長を経由して、住民等に指示 

 ④ 主要な避難経路 

 ⑤ 避難のための交通手段 

 ⑥ その他避難の方法 

＊避難準備段階に行った準備内容を踏まえて 

避難措置の指示（国の対策本部長） 

① 要避難地域  

② 避難先地域（避難経路となる地

域を含む） 

③ 関係機関が講ずべき措置の概要 

救援の指示 

（国の対策本部長） 

＊知事は、救援の指

示がなくても必要

に応じ救援を実施 

 

救援の実施 

（知事・区市町村長） 

○避難所の開設 

○救援センター

等の設置 

○避難所におけ  

る救援準備 

○物資等の運送

体制の確立 

○安否情報の収

集・提供 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
応
急
復
旧 

生
活
関
連
等
施
設
の
安
全
確
保 

災
害
が
発
生
し
た
場
合
の
消
火
、
救
助
・
救
急 
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１ 避難段階における都・各機関等の役割分担 

   

機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 避難の指示、指示内容の通知 

○ 区市町村による避難誘導を支援 

○ 避難所における救援の準備 

警視庁 

○ 区市町村と協力して避難の指示を周知 

○ 区市町村と協力して避難住民の誘導 

○ 交通規制、放置車両の撤去 

○ 災害が発生した場合の救助活動 

東京消防庁 

○ 消火、救助・救急 

○ 区市町村と協力して避難の指示を周知 

○ 区市町村と協力して避難住民の誘導 

○ 臨時の収容施設の出火防止に関する助言 

区市町村 

○ 避難の指示の周知 

○ 避難住民の誘導 

○ 避難所における救援の準備 

指定行政機関 ○ 避難住民の誘導、避難所における救援準備の支援 

自衛隊 
○ 国民保護等派遣により、避難住民の誘導、武力攻撃災

害が発生した場合の対処等の実施 

指定地方行政機関 ○ 避難住民の誘導、避難所における救援準備の支援 

指定公共機関 

○ 避難の指示の放送（放送事業者）、避難住民・物資の運

送（運送事業者）、医療の提供（医療事業者）等必要な措

置の実施 

指定地方公共機関 

○ 避難の指示の放送（放送事業者）、避難住民・物資の運

送（運送事業者）、医療の提供（医療事業者）等必要な措

置の実施 
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２ 実施計画 

 

２－１ 住民避難に関する措置 

 

 

 

 

 

 

≪避難の指示の概要≫ 

 

 

○ 知事は、国の対策本部長から避難措置の指示があった場合、避難準備の

段階（第４章第３節）で行った避難準備の内容を踏まえ、直ちに区市町村

長を通じて住民等に避難を指示する。 
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（１）避難の指示のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難措置の指示 

（国対策本部長） 

★ 国の対策本部長から、総務大臣を経由して、知

事に対して避難措置の指示 

 ≪避難措置の指示の内容≫ 

① 要避難地域 

② 避難先地域（避難経路となる地域を含む） 

  ③ 関係機関が講ずべき措置の概要 

 
★ 知事は、直ちに避難措置の指示の内容を区市町 

村長、都の執行機関、放送事業者その他の指定 

地方公共機関、その他関係機関等に通知 

 ≪通知先≫ 

  ・特に要避難先地域又は避難先地域に該当す

る区市町村に対しては、優先的に通知 

避難の指示の 

内容決定（知事） 

＊避難準備段階の準

備内容を踏まえて 

★ 知事は、避難措置の指示の内容を具体化し、次の

事項を加えて、直ちに避難の指示の内容を決定 

① 主要な避難経路 

  ② 避難のための交通手段 

  ③ その他避難の方法 

  

 

避難の指示（知事） 

★ 知事は、要避難地域を管轄する区市町村長を通 

じて、当該要避難地域の住民に対して、避難を 

指示 

 ≪避難の指示の内容≫ 

  ・避難の指示の内容（例）参照 

★ 知事は、直ちに避難の指示の内容を避難先地域

を管轄する区市町村長、その他の区市町村長、

都の執行機関、放送事業者その他の指定公共機

関及び指定地方公共機関、その他関係機関等に

通知 

≪通知先≫ 

  ・併せて、避難先地域の避難施設の施設管理

者に通知 

○ 放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、避難の指示の通知を

受けたときは、それぞれの業務計画に基づき、速やかにその内容について正確か

つ簡潔に放送することとされている。 

総務省消防庁を

通じて国の対策

本部長に報告 
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   ○ 知事は、国の対策本部長が示した要避難地域に近接する地域の住民をも避

難させることが必要と判断した場合は、当該地域を要避難地域に含めて避難

を指示する。 

 

（２）避難の指示の内容（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難の指示 

 

都知事 

○月○日○時 

 

 都においては、○日○時に国の対策本部長から警報の通知を受けるとともに、○時に避

難措置の指示があった。 

  要避難地域の住民は、下記の掲げる避難の方法に従って、避難されたい。 

記 

１ Ａ市ＡＡ地区の住民は、Ｂ市ＢＢ地区を避難先として、○日○時目途に避難を開始する

こと（○○時間を目途に避難を完了）。 

  ・運送手段及び避難経路 

   国道○○号によりバス（○○会社、○○台確保の予定） 

   ○○駅より○○鉄道（○○行 ○○両編成、○便予定） 

      ※ ○時から○時まで、国道○号及び都道○号は交通規制（一般車両の通行禁止） 

    ※ 細部については、Ａ市の避難実施要領による。 

    ※ Ａ市職員の誘導に従って避難する。 

 

２ Ａ市ＢＢ地区の住民は、Ｂ市ＣＣ地区を避難先として、○日○時目途に避難を開始する

こと（○○時間を目途に避難を完了）。 

 ・運送手段及び避難経路 

  徒歩により、緊急にＤＤ地区に移動の後、追って指示を待つ。 

   ・・・以下略・・・ 

 

（注）避難の方法に大幅な変更が生じた場合には、この内容について修正を行い、改め

て避難の指示を行う。 

      ・武力攻撃の現状及び予測が変わり、避難措置の指示の内容に大幅な変更があ

るような場合 

      ・当初の避難の見込みから遅れる等、当初の指示の内容を変更することが適当

と判断される場合 

 

（注）関係機関が講ずべき措置の概要は、避難措置の指示において明らかになることか 

ら、必要な範囲でその内容を記載 
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（３）国の対策本部長による利用指針の調整（＊） 

○ 知事は、自衛隊や米軍の行動と国民保護措置の実施について、道路、港湾

施設、飛行場施設等における利用のニーズが競合する場合には、国の対策本

部長による「利用指針」の策定に係る調整が開始されるように、総務省消防

庁を通じて国の対策本部に早急に現場の状況等を連絡する。 

この場合、知事は、国の対策本部長による意見聴取（武力攻撃事態等にお

ける特定公共施設等の利用に関する法律第６条第３項等）及び国の対策本部

長からの情報提供の求め（同法第６条第４項等）に適切に対応できるよう、

避難の現状、施設の利用の必要性や緊急性等について、都の意見や関連する

情報をまとめる。 

 

（４）事態類型に応じた避難の指示上の留意点 

① 着上陸侵攻の場合 

○ 大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航空機攻撃等の本格的

な侵略事態に伴う避難は、事前の準備が可能である一方、都の区域を越え

る広域的な避難が必要となる。 

この場合、我が国全体としての調整等が必要となるため、国が総合的な

方針として示す避難措置の指示を待って行うことが適当とされている。 

このため、都は、まず国や関係機関からの情報収集に努め、避難措置の

指示に即応できるように必要な準備を行う。 

○ なお、戦闘が予想される地域から先行して避難させることに留意する。 

② ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合  

○ 知事は、国の対策本部長による避難措置の指示が行われた場合には、早

急に避難の指示を行う。移動の安全が確保されない場合は、武力攻撃の態

様に応じて、攻撃当初は屋内に一時的に避難させ、その後安全措置を講じ

つつ、適切な避難場所に移動させるなど応急的かつ柔軟な避難対応を行う。 

○ 知事は、ゲリラ等による急襲的な攻撃により、国の対策本部長による避

難措置の指示を待ついとまがない場合には、当該攻撃が行われた現場にお

ける被害の状況に照らして、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設

                                            
（＊）

武力攻撃事態等において、対処措置等の的確かつ迅速な実施を図るため、国の対策本部長が対処

基本方針に基づき定めることができる特定公共施設等の利用に関する指針。国の対策本部長は、利

用指針を定める場合には、関係する地方公共団体の長等の意見を聴かなければならないとされてい

る。 
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定等を行い、危険な地域への一般住民の立入禁止を徹底する。（＊） 

○ 知事は、政府による事態認定前（＊＊）にゲリラ等の攻撃を受けた場合は、

災害対策基本法等既存の法制を活用するなど、柔軟に対応する。（２００

頁「第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処」参照） 

≪避難の指示の内容例（ゲリラによる攻撃）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 弾道ミサイルによる攻撃の場合  

○ 弾道ミサイルは、発射後短時間で着弾することが予想されるため、弾道

ミサイル発射時に住民が適切な行動をとることができるよう、全国瞬時警

報システム（J－ＡＬＥＲＴ）による情報伝達及び弾道ミサイル落下時の

行動について平素から周知に努める等、迅速な情報伝達等により、被害を

局限化することが重要である。 

○ 弾道ミサイル攻撃の場合、当初は、屋内避難をするよう警報が発令され

る。警報と同時に住民をできるだけ近くのコンクリート造の堅ろうな施設

や建築物の地階、地下街、地下駅舎等の地下施設に避難させる。 

○ 着弾直後は、その弾頭の種類や被害の状況が判明するまで屋外に出るこ

とは危険を伴うことから、屋内避難を継続するとともに、被害内容が判明

                                            
（＊）

退避の指示は、武力攻撃災害に伴う目前の危険を一時的に避けるため緊急の必要がある場合に、

地域の実情に精通している区市町村長が独自の判断で住民を一時的に退避させるものであり、知事

にもこの権限が付与されている。 
（＊＊）

この時点では、都は国民保護法に基づく措置を行うことができない。 

避難の指示 

 

都知事 

○ 月○日○時 

○ 都内で、ゲリラによる急襲的な攻撃が・・・。                

                                                                          

○ ＡＡ地区の住民については、外出による移動には危険を伴うことから、区市町村長に

よる誘導の連絡があるまで、屋内へ一時的に避難すること。             

                                                                            

○ ＢＢ地区の住民については、区市町村長による誘導に従い、ＣＣ地区へ避難すること。

     健常者は、徒歩や自転車等により自力で避難することとし、高齢者、障害者その他特

 に配慮を要する者については、バス等により避難すること。 
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後、国からの避難措置の指示の内容を踏まえ、他の安全な地域への避難を

行うなど、避難措置の指示の内容に沿った避難の指示を行う。 

 

≪避難の指示の内容例（弾道ミサイル攻撃）≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 航空機による攻撃 

○ 航空機攻撃が大規模な着上陸侵攻の前提として行われる場合は、着上陸

侵攻の場合と同様の対応をとるものとする。 

○ 急襲的に航空攻撃が行われる場合については、弾道ミサイルの場合と同

様の対応をとるものとする。 

⑤ ＮＢＣを使用した攻撃 

ア 核兵器等 

○ 知事は、熱線爆風等による直接の被害を受ける地域については、攻撃

当初の段階は爆心地周辺から直ちに離れ、地下施設等への避難を指示し、

放射性ヨウ素による体内汚染が予想されるときは安定ヨウ素剤を服用

させるなどして、一定時間経過後、放射線の影響を受けない安全な地域

に避難させる。 

○ 知事は、直接の被害は受けないものの、放射性降下物からの放射線に

避難の指示 

都知事 

○ 月○日○時 

 

○ 弾道ミサイル攻撃による警報の発令及び避難措置の指示があったので、住民は、速や

かに、屋内（特に建物の中心部）に避難すること。               

   その際、できるだけ、近隣の堅牢な施設や建築物の地階、地下街などに避難すること。

                                                                        

○ 次の避難措置の指示が行われるまで、当該屋内に留まるとともに、テレビやラジオそ

の他の手段により、情報の入手に努めること。                      

                                                                          

  （特に、着弾後において、避難措置の指示がある場合）                      

○ 要避難地域に該当するＡ市ＡＡ地区の住民は、次に避難の指示の解除があるまで、屋 

内に留まること。                                                

   弾頭の種類は、○○剤と考えられることから、・・・・     
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よる被害を受けるおそれがある地域については、放射線の影響を受けな

い安全な地域に避難するよう指示する。 

○ 知事は、ダーティボムによる攻撃の場合、武力攻撃が行われた場所か

ら直ちに離れ、できるだけ近傍の地下施設等に避難するよう指示する。 

○ 関係機関は、風下を避けて風向きとなるべく垂直方向に避難させると

ともに、手袋、帽子、雨ガッパ等を着用させる。また、口及び鼻を汚染

されていないタオル等で保護することや汚染された疑いのある水や食

物の摂取を避けることを指示する。 

○ 関係機関は、避難住民等（運送に使用する車両及びその乗務員を含

む。）の避難退域時検査及び簡易除染（防災基本計画（原子力災害対策

編）の簡易除染をいう。以下同じ。）その他放射性物質による汚染の拡

大を防止するため必要な措置を講じる。 

イ 生物兵器等 

○ 知事は、生物剤による攻撃が行われた場合又はそのおそれがある場合

は、武力攻撃が行われた場所又はそのおそれがある場所から直ちに離れ、

外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は感染のおそれのない安全な地

域に避難するよう指示する。 

ウ 化学兵器等 

○ 知事は、化学剤による攻撃が行われた場合又はそのおそれがある場合

は、武力攻撃が行われた場所又はそのおそれがある場所から直ちに離れ、

外気からの密閉性の高い屋内の部屋又は風上の高台など汚染のおそれ

のない安全な地域に避難するよう指示する。 

○ 化学剤は、一般的に空気より重いため、関係機関は可能な限り高所に

避難させる。 

 

（５）東京の特性に応じた避難の指示上の留意点 

① 首都防衛と国民保護措置との錯綜の防止 

○ 首都防衛のため、都内に防衛力が集中することも予定されるため、それ

らと住民避難との錯綜の防止に留意する。 

○ 都は、国の対策本部長が利用指針を定める場合に、国の対策本部と協議

して連絡職員を派遣し、緊密に情報交換するなどにより、防衛行動と錯綜

しない円滑な住民避難を確保する。 
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○ 知事は、特に迅速な判断が必要な場合や大きな混乱の発生が見込まれる

場合において、円滑な住民避難を確保するために必要なときは、国の対策

本部長と直接情報交換を行う。 

② 大規模集客施設におけるパニック防止 

○ 大規模集客施設には不特定多数の人々が滞留することから、特に、施設

近辺で突発的に武力攻撃等の事態が発生した場合、又は発生のおそれに関

する情報が広まった場合、パニックが発するおそれがある。 

○ 都は、大規模集客施設の施設管理者との連絡体制を確保し、構内放送や

避難誘導が適切に行われるように情報提供や要請を行うとともに、区市町

村、警察、消防等による避難誘導や情報伝達が行われるよう調整するなど、

パニックの防止に努める。 

③ 他県からの多くの通勤・通学者等への対応 

○ 都は、警報が発令されるなど災害の発生が想定される場合は、他県から

の通勤・通学者等に対して、公共交通機関等を利用し、要避難地域から速

やかに退去（帰宅等）するよう求めるとともに、円滑に退去が進むよう、

必要に応じて指定（地方）公共機関に運送を要請する。 

○ 併せて、他県からの通勤・通学者等が円滑に退去（帰宅等）できるよう

に、放送事業者や公共交通機関に協力を依頼するなどして、周辺の交通状

況に関する情報を適切に提供する。 

○ また、都は、事業者や学校の管理者に対して、これらの情報を従業員や

生徒等に伝達し、適切な指示を行うよう求めるものとする。 

④ 一人暮らし高齢者に対する情報伝達 

○ 都は、都内に多く居住する高齢独居者の避難を支援するため、放送事業

者や電気通信事業者に協力を依頼するなどして、インターネットやデジタ

ル放送を活用した多様な情報伝達に努めるとともに、区市町村による地域

コミュニティ等を活用した情報伝達に協力する。 

⑤ 日本語を理解できない外国人に対する情報伝達 

○ 都は、日本語を理解できない外国人に対する避難の指示等の周知につい

て、放送事業者に協力を依頼するほか、外国人災害時情報センターにおい

て情報提供を行うなどの情報伝達に努める。 

⑥ 米軍基地周辺地域の対応 

○ 都は、平素からの協議に基づき、特に横田基地周辺地域の住民避難が円
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滑に行えるよう、基地周辺の主要道路に関する利用について、横田基地と

情報交換する。 

○ また、基地内の従業員等が基地外に避難する場合や基地周辺の住民が緊

急に基地内を通行しなければならない場合などに、迅速かつ円滑に避難が

行えるよう、横田基地との緊密な連絡体制を確保する。 

 

（６）避難住民の運送 

○ 知事は、避難住民の運送に関して必要がある場合は、運送事業者である指

定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送の求めを行う。（＊） 

運送の求めにあたっては、１３６頁「（７）⑧ 避難住民の運送の求めに

係る調整」によって、必要な調整を行う。 

○ 知事は、避難住民の運送に関して必要がある場合、指定公共機関又は指定

地方公共機関に指定されていない運送事業者に対しては、あらかじめ締結し

た協定に基づき運送を依頼する。 

○ 都は、避難住民の運送にあたっては、要配慮者の運送を優先して行う。こ

の場合、重病者、重傷者、障害者等の独力では移動できない人々の運送を最

優先する。 

○ 知事又は都公安委員会は、避難住民の運送に関係する車両について、緊急

通行車両確認書を交付する。 

 

（７）区市町村の避難誘導の支援 

○ 都は、避難住民の誘導に際しては、区市町村と警察、消防、自衛隊、管区

海上保安本部等との連携が図られるように広域的な観点から調整を行うと

ともに、必要な支援を行う。 

 

                                            
（＊）

運送事業者である指定公共機関、指定地方公共機関は、武力攻撃事態等において、それぞれの国

民保護業務計画に定めるところにより、旅客の運送を確保するために必要な措置を講ずるものとさ

れている。 
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① 区市町村長の避難実施要領策定の支援 

○ 知事は、区市町村長から避難実施要領の策定に当たって意見を求められ

た場合、避難の指示の内容に照らし、区市町村長が円滑な避難住民の誘導

が行えるよう必要な意見を述べる。警視庁は、交通規制、避難経路等につ

いて、避難住民の効率的な運送や混乱の防止の観点から必要な意見を述べ

る。 

② 区市町村長による避難誘導の状況の把握 

○ 知事は、避難実施要領の策定後においては、区市町村長による避難住民

の誘導が避難実施要領に従って適切に行われているかについて、区市町村

長からの報告、派遣した職員や避難住民の誘導を行う警察官等からの情報

に基づき、適切に状況を把握する。 

○ 警視庁は、避難実施要領に沿って避難住民の誘導が円滑に行われるよう、

交通規制や混乱の防止、車両・航空機等を利用して情報収集を行うなど、

必要な措置を講ずるとともに、区市町村からの要請に基づく所要の措置を

講ずる。 
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③ 区市町村長による避難誘導への協力等 

○ 東京消防庁は、その管轄地域内の区市町村長による避難住民の誘導に協

力する。また、当該地域の消防団は、消防総監又は消防署長の所轄の下に

行動するものとする。 

○ 知事は、避難住民の誘導状況を把握した上で、必要と判断する場合には、

区市町村長に対して食料、飲料水、医療、情報等の提供を行うなど適切な

支援を行う。区市町村長からの要請があった場合についても同様とする。 

   特に、区市町村長が都の区域を越えて避難住民の誘導を行う場合や区市

町村長から要請があった場合には、現地に都職員を派遣して、避難先道府

県との調整に当たらせるなど、その役割に応じた避難住民の誘導の補助を

行う。 

④ 広域的見地からの区市町村長の要請の調整 

○ 知事は、複数の区市町村長から警察官等による避難住民の誘導の要請が

競合した場合など避難誘導に係る人的・物的資源の配分について広域的観

点から調整が必要であると判断した場合には、それらの優先順位を定める

など区市町村長の要請に係る所要の調整を行う。 

また、区市町村長から警視庁等に連絡が取れない場合などは、警察官等

による避難住民の誘導に関して、知事自らが要請を行う。 

⑤ 区市町村長への避難誘導に関する指示 

○ 知事は、避難の指示の内容に照らして、区市町村長による避難住民の誘

導が適切に行われていないと判断する場合には、区市町村長に対し、避難

住民の誘導を円滑に行うべきことを指示する。 

この場合、指示に基づく所要の避難住民の誘導が区市町村長により行わ

れないときは、知事は、区市町村長に通知した上で、都職員を派遣し、当

該派遣職員を指揮して避難住民の誘導に当たらせる。 

⑥ 国及び他の地方公共団体への支援要請 

○ 知事は、避難住民の誘導に関して、都のみでは適切な支援及び調整等が

行えないと判断した場合は、国又は他の地方公共団体に支援を要請する。 

⑦ 内閣総理大臣の是正措置に係る対応 

○ 知事は、避難住民の誘導に関する措置に係る内閣総理大臣の是正措置が

行われた場合は、避難住民の誘導が円滑に行われるよう、区市町村長に対

する支援、是正の指示、避難住民の誘導の補助等を行う。 
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⑧ 避難住民の運送の求めに係る調整 

○ 知事は、区市町村の区域を越えて避難住民の運送が必要となる場合若し

くは複数の区市町村長による運送の求めが競合した場合又は競合するこ

とが予想される場合には、より広域的な観点からそれらの優先順位等を定

めるとともに、避難住民の誘導が円滑に行われるよう、運送事業者である

指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、自ら運送の求めを行う。（＊） 

○ 知事は、運送事業者である指定地方公共機関による避難住民の運送が円

滑に行われていない場合は、避難住民の運送を円滑に行うべきことを当該

機関に指示する。 

指示に当たっては、当該機関の安全が確保されていることを確認すると

ともに、安全確保のため、当該機関に対し、武力攻撃の状況について必要

な情報の提供を行う。 

○ 知事は、運送事業者である指定公共機関が運送の求めに応じないときは、

国の対策本部長に対し、その旨を通知する。（＊＊） 

 

（８）都域を越える避難 

① 国からの避難措置の指示 

○ 国対策本部長が、総務大臣を経由して、都知事及び要避難先地域を管轄

する道府県知事に対して、避難措置を指示することとされている。 

② 避難先地域の知事との協議 

○ 知事は、「避難先地域」を管轄する道府県知事と、あらかじめ次の事項

について協議する。（＊＊＊） 

・避難住民数、避難住民の受入予定地域 

・避難の方法（運送手段、避難経路） 等 

○ 知事は、都の区域を越える避難を円滑に行うため、国の対策本部長によ

る総合調整、内閣総理大臣による指示が行われた場合には、その内容に従

い、適切な措置を講ずる。 

○ 知事は、避難先の道府県知事が避難住民の輸送手段の確保等を行う場合

                                            
（＊）

運送事業者である指定公共機関、指定地方公共機関は、知事又は区市町村長から避難住民の運送

の求めがあったときは、正当な理由がない限り、その求めに応じるものとされている。 
（＊＊）

国の対策本部長が総合調整を行い、なお実施しない場合は、必要に応じ、内閣総理大臣が実施を

指示することとされている。 
（＊＊＊）

大規模な着上陸侵攻に伴う避難については、避難措置の指示にあたり国により実質的な調整が図

られることから、知事間の協議では、基本的に個別の地域の避難住民の割当など細部の調整を図る。 
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は、安全確保の責務の明確化等の観点から、原則として、避難先の道府県

知事に対し、国民保護法第１３条に基づき、事務の委託を行うものとする。 

③ 避難誘導に関する調整 

○ 都は、現地に都職員を派遣して、避難先道府県との調整に当たらせるな

ど、その役割に応じた避難住民の誘導の補助を行う。 

 

（９）住民避難後の地域の治安の確保等 

○ 警視庁は、被災後の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や救援物

資の搬送路及び集積地における混乱、避難所内でのトラブル等を防止するた

め、被災地及びその周辺におけるパトロールを強化し、犯罪の予防に努める。 

○ 警視庁は、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗

犯、粗暴犯等の取締りを重点的に行う。 

警察署等においては、地域の自主防犯組織等と安全確保に関する情報交換

を行うなど連携を保ち、また、住民等からの相談に対応することを通じ、住

民等の不安の軽減に努める。 

 

（10）動物の保護等に関する配慮 

○ 都は、国からの動物の保護等に関する通知（＊）に基づき、以下の事項につ

いて区市町村や獣医師会等と連携協力し、必要な措置を講ずる。 

・危険動物等の逸走対策 

・飼養等されていた家庭動物等の保護収容 等 

 

（11）指定公共機関、指定地方公共機関に対する放送依頼 

○ 都は、「警報、避難の指示、緊急通報」以外に、退避の指示、警戒区域の

設定など、緊急に住民に伝達する必要があると認めるときは、平素における

協議を尊重し、放送事業者に対して放送の依頼を行うものとする。 

○ 放送の依頼にあたっては、放送依頼の理由、放送事項、その他必要な事項

を明らかにするものとする。 

○ なお、放送の有無、放送の形式、内容等については、各放送事業者の自主

的な判断によるものとし、報道の自由を侵すものであってはならない。 

                                            
（＊）

動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的考え方について （平成

１７年８月３１日付環境省自然環境局総務課動物愛護管理室、農林水産省生産局畜産部畜産企画課

事務連絡） 
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２－２ 救援に関する措置 

 

 

 

 

 

（１）避難途上の住民に対する支援 

○ 都は、要避難地域の区市町村から、避難住民の誘導に際して必要な食品等

の提供の要請があった場合、備蓄物資を活用し、又は調達により、速やかに

食品等を提供する。（＊） 

 

（２）避難所における救援態勢の確立 

① 避難所の開設 

○ 避難所の開設は、避難所の位置する区市町村が行うものとする。ただし、

多くの避難住民を収容するため、都があらかじめ指定する都の施設及び民

間施設を避難所とする場合は、都が開設する。 

○ 二次避難所の開設は、当該二次避難所の位置する区市町村が行うものと

する。 

② 食品・飲料水及び生活必需品等の供給の準備 

○ 都は、避難所ごとに割り当てられた避難者数・世帯数に基づき、食品・

飲料水及び生活必需品等の必要量を把握し、必要な食料等を配置するなど、

各避難所における物資供給のための準備を整える。 

○ 都は、各避難所に食品等を配置する時間的余裕がない場合には、避難先

地域の区市町村に対して、当面の食料等の提供を要請するものとする。 

○ 都及び都内の区市町村だけでは、物資等の確保が困難な場合は、あらか

じめ締結する相互応援協定等に基づき、近隣の県等に食料等の支援を求め

るほか、国に対して支援要請を行う。 

○ 都は、国民、企業等からの救援物資に関して、受け入れを希望する物資

を把握し、その内容、送り先を都対策本部及び国の対策本部を通じて国民

に公表する。 

 

                                            
（＊）

要避難地域の区市町村は、避難住民を誘導するときは、必要に応じて、食品や飲料水の供給など

を行うこととされている。 

○ 都は、区市町村との役割分担に応じて、避難住民の生活を支援するための

態勢を確立するとともに、被災者に対する救援を行う。 
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③ 医療の提供の準備 

○ 都は、区市町村との役割分担に応じて、避難住民に対する応急的な医療

の提供や避難住民の健康状態を管理するために必要な準備を行う。（＊） 

また、状況に応じて、医療救護所を開設し、応急的な医療を行うための

体制を確立する。 

○ 都は、区市町村と協力して、避難所周辺の医療機関の状況を把握し、避

難住民に対して、利用可能な医療機関、診療科目等に関する情報を提供す

るための準備を行う。 

④ 電話その他の通信設備の整備 

○ 都は、避難所で保有する電話その他の通信設備の状況を把握し、電気通

信事業者と調整の上、必要となる通信設備を整備する。 

⑤ 救援センターの設置 

○ 都及び避難先地域の区市町村は、避難住民の生活を支援するため、各避

難所に救援センターを設置し、必要な職員を配置するものとする。 

≪救援センターの役割≫ 

・避難住民に対する食料等の配給 

・医療、衛生管理、避難所生活に関する情報提供、相談対応 

・避難住民の生活状況の把握 

・都又は区市町村に対する物資・資材等の要請 等 

○ 救援センターに配置された都の職員は、都対策本部と連絡調整を図りつ

つ、避難所の開設、食品・飲料水及び生活必需品等の提供の準備、医療の

提供など避難所における救援に関する準備や調整に従事する。 

⑥ 避難所支援本部の設置 

○ 都は、複数の区市町村が要避難地域となるなど、多くの避難所を設置し、

大量の物資や人材、医療等の提供・供給が必要となる場合は、都対策本部

長のもとで全避難所に対する支援を総合的に調整するため、あらかじめ定

める要綱に基づき都対策本部に避難所支援本部を設置する。 

 

                                            
（＊）

区市町村の役割 

・医  療… 医療救護所の設置、医療救護班等の派遣は、区市町村が行うものとし、都は要請

に基づき都医療救護班の派遣、都医師会等に対する派遣要請や広域的な応援要請を

行う。 

・保健衛生… 区市町村は巡回健康相談等を行うため、保健活動班を編成して避難所等に派遣す

るものとし、都は要請に基づき区市町村の支援及び補完を行う。 
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≪避難所支援本部・救援センターの役割≫ 

 
（＊） 

（３）避難所への物資等の運送体制の確立 

① 備蓄物資及び調達物資の運送体制 

○ 都は、備蓄物資や事業者からの調達物資を区市町村が選定する集積地に

円滑に運送するための体制（６０頁「３ 物資・資材の運送体制の整備」

参照）を確保する。 

② 運送事業者に対する物資等の運送の求め 

○ 都は、緊急物資を運送する必要が生じた場合、運送事業者である指定公

共機関又は指定地方公共機関に対してその運送を求める。（＊＊） 

緊急物資の運送の求めにあたっては、１３６頁「（７）⑧ 避難住民の

運送の求めに係る調整」に準じて、必要な調整を行う。 

○ 知事は、緊急物資の運送に関して必要がある場合、指定公共機関又は指

定地方公共機関に指定されていない運送事業者に対しては、あらかじめ締

結した協定に基づき運送を依頼する。 

○ 知事又は都公安委員会は、緊急物資の運送に関係する車両について、緊

急通行車両確認書を交付する。 

                                            
（＊）

電気・ガス・水道などの設備管理や施設の維持補修など 
（＊＊）

運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関は、それぞれの国民保護業務計画で定める

ところにより、物資等の運送を確保するために必要な措置を行うものとされている。 

（＊） 
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③ 他県等からの応援物資の運送体制 

○ 都は、他県からの応援物資を円滑に運送するため、都が設置する広域輸

送基地で引き継ぎ、区市町村が選定した地域内輸送拠点に運送する体制

（６０頁「３ 物資・資材の運送体制の整備」参照）を確立する。 

 

（４）被災者に対する救援 

① 被災者の捜索及び救出 

○ 都は、警視庁や東京消防庁、第三管区海上保安本部等が行う被災者の捜

索及び救出について、あらかじめ定めた救出・救助活動拠点やヘリコプタ

ーの緊急離着陸場所のうちから、必要な拠点を確保するなど、必要な連

携・協力を行う。 

② 被災者に対する医療の提供 

○ 都は、区市町村が一次的に行う被災者への医療救護を応援補完する立場

から、区市町村からの応援要請に応じて、区市町村が設置する医療救護所

に医療救護班を派遣するなど、医療活動を実施する。 

○ 都は、必要があると認めるときは、医療機関である指定公共機関又は指

定地方公共機関等に医療救護班等の派遣を要請する。 

○ 都は、区市町村と協力して、重症者等を災害拠点病院等の医療施設に搬

送し、医療を行う。 

なお、医療施設への搬送は、状況に応じて次により行うものとする。 

・東京消防庁に対する搬送要請 

・区市町村や都の派遣する医療救護班が使用した自動車による搬送 

・都が調達するヘリコプター、船舶等による搬送 

○ 知事は、大規模な武力攻撃災害が発生した場合、避難住民等に対する医

療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、看護師その他の医

療関係者に対し、その場所及び期間その他の必要な事項を示して、医療を

行うよう要請する。 

この場合、医療関係者が正当な理由がないのに要請に応じないときは、

避難住民等に対する医療を提供するため特に必要があると認めるときに

限り、当該医療関係者に対し、書面により医療を行うべきことを指示する

ことができる。 

③ 医療の要請等に従事する者の安全確保 

○ 都は、医師、看護師その他の医療関係者に対し、医療を行うよう要請し、
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又は医療を行うべきことを指示する場合には、当該医療関係者に当該医療

を的確かつ安全に実施するために必要な情報を随時十分に提供すること

等により、医療関係者の安全の確保に十分に配慮する。 

≪医療救護活動の命令・要請及び情報連絡系統≫ 

 

 

災害拠点病院等 

東
京
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
指
定
病
院 

区
市
保
健
所 

地
区
薬
剤
師
会 
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   ④ 行方不明者の捜索及び死体の取扱い 

○ 都は、武力攻撃等により新たな被害を受けるおそれがない場合、警視庁、

東京消防庁、第三管区海上保安本部等、区市町村長等と連携・協力し、行

方不明者の捜索を行う。 

○ 都は、区市町村が警視庁等関係機関と連携して行う、遺体収容所の開設、

死体の搬送、収容及び処理等を支援する。 

○ 都は、死体の処理の時期や場所、死体の処理方法（死体の洗浄、縫合、

消毒等、一時保存及び検案等の措置）等について、区市町村、警視庁等と

必要な調整を行う。 

⑤ 埋葬及び火葬 

○ 都は、区市町村から広域的な火葬の応援・協力の要請を受けて、その必

要があると判断した場合は、都対策本部（福祉保健局）に広域火葬対策の

専従班を編成し、「東京都広域火葬計画」（平成１１年３月）を踏まえて、

武力攻撃災害の規模に応じた効率的な広域火葬を推進する。 

○ 都は、火葬場の被災状況、火葬場の火葬能力等を把握するとともに、火

葬すべき遺体の所在等についての情報集約体制、関係行政機関等との連携

による遺体の搬送体制等を確立する。 

 

（５）関係機関との連携 

① 区市町村との連携 

○ 知事は、あらかじめ調整した役割分担に沿って、区市町村長と緊密に連

携して救援を行う。 

区市町村長が当該役割に沿って適切に救援を行っていない場合には、当

該救援を行うよう指示する。 

② 国への要請等 

○ 知事は、救援を行うに際して、必要と判断した場合は、国に対して支援

を求める。この場合、具体的な支援内容を示して行う。 

内閣総理大臣から他の道府県の救援の実施について応援すべき旨の指

示があった場合には、当該道府県に対して応援を行う。 

③ 他の道府県知事に対する応援の求め 

○ 知事は、救援を実施するため必要があると認めるときは、他の道府県知

事に応援を求める。この場合、応援を求める道府県との間にあらかじめ締
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結された相互応援協定等があるときは、当該協定等の定める活動の調整や

手続に基づき行う。 

④ 日本赤十字社への委託 

○ 知事は、救援の措置のうち必要とされる措置又はその応援について、日

本赤十字社に委託することができる。この場合の手続きは、災害救助法に

おける実務に準じるものとする。 

 

（６）事態類型に応じた留意点 

① ゲリラや特殊部隊による攻撃の場合 

○ ゲリラや特殊部隊が潜伏している可能性のある地域において、被災者の

捜索及び救出を行う必要があると認められる場合は、警視庁又は自衛隊等

に被災者の救出を要請する。この場合、都は、被災者及び被災地等に関し

て保有する情報を提供するものとする。 

② ＮＢＣ攻撃による場合 

○ ＮＢＣ攻撃等の場合には、それぞれ、次に掲げる点に留意して医療活動

等を実施する。 

≪核（物質）による攻撃の場合≫ 

・国からの実施要請に応じた、東京ＤＭＡＴ等の編成と被ばく線量計によ

る管理を行うなど、所要の防護措置を講じた上での被ばく医療の実施 

・内閣総理大臣から被ばく医療に係る医療チームが派遣された場合、その

指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程度に応じた医療の実施 

≪生物剤による攻撃の場合≫ 

・病状等が既知の疾病と明らかに異なる感染症又は重篤な感染症の患者の

感染症指定医療機関等への移送及び入院措置（必要に応じた医療関係者

等へのワクチンの接種等の防護措置） 

・国からの協力要請に応じた東京ＤＭＡＴ等の編成や医療活動の実施 

≪化学剤による攻撃の場合≫ 

・国からの協力要請に応じた東京ＤＭＡＴ等の編成や医療活動の実施 
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２－３ 武力攻撃災害の最小化に関する措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）武力攻撃災害への対処 

① 基本的考え方 

○ 都は、武力攻撃災害への対処措置に従事する職員について、必要な情報

の提供や防護服の着用など、安全確保のための措置を講ずる。 

② 国の方針に基づく措置の実施 

○ 知事は、国の対策本部長から武力攻撃災害への対処について、国全体の

方針に基づき所要の指示があったときは、当該指示の内容に沿って、必要

な措置を講ずる。 

○ この場合、措置を行っている現場における各機関の活動の調整が円滑に

行われるよう、その内容を関係機関に速やかに伝達する。 

③ 国の対策本部長への措置要請 

○ 知事は、武力攻撃災害を防除し、及び軽減することが困難であると認め

るときは、国の対策本部長に対し、必要な措置の実施を要請する。 

≪措置要請をする場合の例示≫ 

・武力攻撃等により多数の死者が発生した場合 

・ＮＢＣ攻撃による災害が発生し、国民保護措置を講ずるため高度な専門

知識、訓練を受けた人員、特殊な装備等が必要となる場合 等 

④ 武力攻撃災害の兆候の通報 

○ 知事は、武力攻撃災害の兆候を発見した者からの直接の通報又は区市町

村長、消防吏員等からの当該兆候の通知等を受けたときは、警視庁の協力

を得つつ、当該兆候について事実関係の確認を行い、必要があると認める

ときは、適時に、総務省消防庁を通じて、国の対策本部長に通知する。ま

た、兆候の性質により、必要な関係機関に対し通知する。 

○ 都は、武力攻撃災害による被害の拡大を防止し、軽減するため、武力攻撃災

害への対処のために必要な措置を講ずる。 

○ 知事は、緊急の必要があると認められるときは、退避の指示や警戒区域の設

定等の応急の措置を行う。 

○ 東京消防庁は、その施設及び人員を活用し、住民等の生命、身体及び財産を

武力攻撃による火災から保護するとともに、武力攻撃災害を防除及び軽減する。 
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≪武力攻撃災害の兆候の例示≫ 

・武力攻撃に伴って発生する火災や堤防の決壊 

・毒素等によると思われる動物の大量死 

・新しい不発弾の発見 等 

 

（２）生活関連等施設の安全確保 

○ 都は、第４章第３節２－４「（２）生活関連等施設の安全確保」「（３）都

が管理する生活関連等施設の安全確保」「（４）大規模集客施設の安全確保」

「（５）立入制限区域の指定の要請」（１０８頁～）によって、引き続き、生

活関連等施設の安全を確保する。 

 

（３）危険物質等に係る武力攻撃災害の防止 

○ 都は、第４章第３節２－４「（６）危険物質等に係る武力攻撃災害の防止」（１

１０頁）によって、引き続き、危険物質等による武力攻撃災害を防止する。 

 

（４）武力攻撃災害の拡大防止のための事前措置 

○ 知事は、武力攻撃災害の拡大を防止するため緊急の必要があると認めるとき

は、武力攻撃災害を拡大させるおそれがある設備や物件（＊）の所有者等に対し

て、当該設備等の除去、保安、使用の停止等の措置を行うことを指示するとと

もに、当該指示をした場合には、直ちに区市町村長へ通知する。（＊＊） 

また、警視庁は、知事又は区市町村長から要請があったときは、同様の指示

をする。 

 

（５）消火、救助・救急 

○ 東京消防庁は、管轄地域内において発生した武力攻撃災害から住民の生命、

身体及び財産を守るため、全庁を挙げ、消火、救助・救急活動を実施する。

また、東京消防庁管轄地域の消防団は、消防総監又は消防署長の所轄の下に

行動する。 

・武力攻撃による火災が発生している場合は、全消防力を挙げて消火活動を

行う。 

・武力攻撃災害により要救助者が発生している場合は、消火活動と並行して、

救助・救急活動等人命の安全確保を最優先とした活動を行う。 

                                            
（＊）

危険物の入った大量のドラム缶など 
（＊＊）

同様の指示は、一義的には区市町村長が行うものとされている。 
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・延焼火災が少ない場合は、救助・救急活動を主眼に活動する。 

・武力攻撃災害の状況により、消防力に不足が生じることが見込まれる場合

は、緊急消防援助隊等の応援を受けて、消防の任務を遂行する。なお、緊

急消防援助隊等の指揮は、消防総監が行う。 

・東京消防庁は、職員の安全を確保するための措置を講じた上で、消火、救

助・救急活動を行う。 

 
 

（６）応急公用負担等 

○ 知事は、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要があ

ると認めるときは、次に掲げる措置を講ずる。 

・他人の土地、建物その他の工作物の一時使用、又は土石、竹木その他の物

件の使用若しくは収用   

・武力攻撃災害を受けた現場の工作物又は物件で措置の実施の支障となるも

のの除去その他必要な措置（＊） 

 

 

                                            
（＊）

工作物等を除去したときは、保管しなければならない。 
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（７）退避の指示 

≪退避の指示の概要≫ 

 

○ 知事は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがあり、目前の危機

を一時的に避けるため緊急の必要がある場合には、国の避難措置の指示が出

される前であっても、退避（屋内への退避を含む）の指示（＊）を行う。 

○ 都は、区市町村や関係機関と連携し、防災行政無線、広報車、ホームペー

ジや Twitter 等を通じて、退避の指示を速やかに住民に伝達する。 

○ 知事は、退避の指示を行った場合、退避を要する地域を管轄する区市町村

長、その他関係機関に速やかに通知する。 

当該通知を受けた警視庁は、交通規制など必要な措置を講ずる。 

○ 都は、退避の指示を行った場合、国の対策本部長による住民の避難に関す

る措置が適切に講じられるよう、総務省消防庁を通じて国の対策本部長に連

絡する。 

○ 警察官は、区市町村長若しくは知事による退避の指示を待ついとまがない

と認めるとき、又はこれらの者から要請があったときは、必要と認める地域

の住民に対し、退避の指示をすることができる。（＊＊） 

                                            
（＊）

退避の指示は、区市町村長も行うことができる。 
（＊＊）

海上保安官も警察官と同様の措置をとることができることとされている。 
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① 屋内退避の指示を行う場合 

○ 知事は、住民等が、その場から移動するよりも、屋内に留まる方がより

危険性が少ないと考えられるときには、「屋内退避」を指示する。（＊） 

≪屋内退避を指示する事例≫ 

○ 敵のゲリラや特殊部隊が隠密に行動し、その行動の実態等についての情

報がない場合において、屋外で移動するよりも屋内に留まる方が不要の攻

撃に巻き込まれるおそれが少ないと考えられるとき。 

○ ＮＢＣ攻撃と判断されるような場合において、住民が何ら防護手段なく

移動するよりも、屋内の外気から接触が少ない場所に留まる方がより危険

性が少ないと考えられるとき。 

≪屋内退避のイメージ≫ 

 

  ≪屋内退避の指示（例）≫ 

 

 

 

 

 

 

                                            
（＊）

周辺地域では速やかに避難場所等へ退避した方が安全な場合もありうる。そのような場合は、地

域を区分して異なる退避を指示する。 

○ 「△△市○○町×丁目、××市△△町○丁目」地区の住民については、

外での移動に危険が生じるため、屋内に一時退避すること。 
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② 屋外退避の指示を行う場合 

○ 知事は、住民等が、屋内に留まるよりも、速やかに移動した方がより危

険が少ないと考えられるときは、「屋外退避（避難所等への退避）」を指

示する。（＊） 

≪屋外への退避を指示する事例≫ 

○ 駅や地下街などの施設の中で、ＮＢＣ攻撃やテロと判断されるような事

態が発生した場合で、屋内においては汚染され、生命、身体に危険が及ぶ

と判断されるとき。 

 ≪屋外退避のイメージ≫ 

 

 

   ≪屋外退避の指示（例）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（＊）

大規模集客施設等の中で事態が発生した場合等が該当する。 

○ ＪＲ及び地下鉄○○駅構内にいる者は、△△△の危険があるため、構内

放送や職員の誘導に従い、落ち着いて駅外に退避すること。 
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（８）警戒区域の設定 

≪警戒区域の設定の概要≫ 

 

① 警戒区域の設定 

○ 知事は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、住民からの通報内容、被災情報等から判断し、緊急の必要があ

ると認めるときは、警戒区域の設定（＊）を行う。 

○ 知事は、警戒区域の設定をした場合は、当該区域への立入りを制限し、

若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる。当該措置を講じたと

きは、直ちに当該区域の区市町村長に通知する。 

○ 都は、警戒区域の設定をした場合は、国の対策本部長の住民の避難に関

する措置が適切に講じられるように、総務省消防庁を通じて国の対策本部

長に連絡する。 

○ 当該通知を受けた警視庁は、交通規制などの必要な措置を講ずる。 

≪設定にあたっての留意事項≫ 

○ 警戒区域の設定に当たっては、住民の理解が容易な幹線道路等で区画す

るよう努めるとともに、その区域をロープ、標示板等で明示するものとす

る。 

                                            
（＊）

警戒区域の設定は、区市町村長も行うことができる。 
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○ ＮＢＣ攻撃の場合、警戒区域の範囲は、風向・風速等の気象条件や汚染

物質の特性等を考慮して決定する。 

○ 警戒区域を設定したとき、又は警戒区域の設定を変更し、若しくは解除

をした場合は、区市町村を通じて広報車などにより、住民に広報、周知す

るものとする。 

○ 警戒区域設定後は、区域内に車両及び住民が立ち入らないよう職員を配

置するなど、必要な措置を講ずるものとする。 

○ 警戒区域の設定後も、武力攻撃等の事態の推移に応じて必要な警戒区域

の見直しを行う。 

② 警察官等による警戒区域の設定等 

○ 警察官は、区市町村長若しくは知事による警戒区域の設定を待ついとま

がないと認めるとき、又はこれらの者から要請があったときは、警戒区域

の設定を行う。 

○ 知事は、必要があると認めるときは、海上保安官に対し、海上における

警戒区域の設定を要請する。 

 

（９）事態類型に応じた留意事項 

① 着上陸侵攻 

○ 広範囲にわたる武力攻撃災害が想定され、国との連携協力がとりわけ重

要である。 

② ゲリラや特殊部隊による攻撃 

○ 都は、警戒区域の設定については、ゲリラや特殊部隊の潜伏・移動先等

が流動的であることを勘案し、時間経過に伴いその地域的範囲を弾力的に

変更する。 

③ 弾道ミサイル攻撃 

○ 都は、弾道ミサイルが発射後短時間で着弾することを考慮し、国や区市

町村との迅速な情報伝達体制の確保等に努め、適切な対応によって被害の

局限化を図る。 
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④ 航空攻撃 

○ 都は、周辺地域に著しい被害を生じさせるおそれがある生活関連等施設

に対する攻撃のおそれがある場合は、特に当該施設の安全確保、武力攻撃

災害の発生・拡大の防止等の措置を実施する必要がある。 

⑤ ＮＢＣ攻撃 

○ 都は、ＮＢＣ攻撃による汚染が生じた場合、国による基本的な方針を踏

まえて対処することを基本とし、それに加えて、特に、対処の現場におけ

る初動的な応急措置を講ずる。 

ア 応急措置の実施 

○ 知事は、ＮＢＣ攻撃が行われた場合、被災現場における状況に照らし

て、現場及びその影響を受けることが予想される地域の住民に対して、

応急措置として、緊急通報を発令するとともに、退避を指示する。また、

ＮＢＣ攻撃による汚染の拡大を防止するため必要があると認めるとき

は、警戒区域の設定を行う。 

○ 警視庁及び東京消防庁は、職員の安全を図るための措置を講じた上

で、関係機関とともに、原因物質の特定、被災者の救助等のための活動

を行う。 

イ 国の方針に基づく措置の実施 

○ 知事は、内閣総理大臣が、関係大臣を指揮して、汚染拡大防止のため

の措置を講ずる場合においては、内閣総理大臣の基本的な方針及びそれ

に基づく各省庁における活動内容について、総務省消防庁を通じて必要

な情報を入手するとともに、当該方針に基づいて、所要の措置を講ずる。 

ウ 関係機関との連携 

○ 知事は、都対策本部において、攻撃による被害の情報や必要となる物

的・人的資源について、区市町村、警視庁、東京消防庁等からの情報な

どを集約して、国に対して必要となる支援の内容を整理し、迅速な支援

要請を行う。 

この場合、都は、都対策本部に派遣されている国の職員や自衛隊の連

絡員を通じて、円滑な調整を図るとともに、汚染物質に関する情報を、

保健所を通じて医療機関等と共有する。 

     また、精神科医等の専門家の協力を得て、被災者の心のケアに努める。 
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エ 汚染原因に応じた対応 

○ 都は、生活用水がＮＢＣ攻撃により汚染された場合には、必要に応じ、

その水の管理者に対し、給水の制限等の措置を講ずるよう命ずるととも

に、住民に注意を呼びかける。 

○ 都は、ＮＢＣ攻撃のそれぞれの汚染原因に応じて、国との連携の下、

それぞれ次の点に留意して措置を講ずる。 

≪核等による攻撃≫ 

・都は、核攻撃等による災害が発生した場合、国の対策本部による汚染

範囲の特定を補助するため、汚染の範囲特定に資する被災情報を直ち

に報告する。 

・汚染地域への立入制限を確実に行い、避難の誘導や医療にあたる要員

に防護服を着用させるとともに、被ばく線量の管理を適切に実施す

る。 

・放射性降下物等により汚染された農作物等による健康被害を防止する

ため、国（厚生労働省、農林水産省等）と連携しつつ、汚染食料品の

流通や摂取が行われることがないよう、流通事業者等を指導する。 

≪生物剤による攻撃≫ 

・都は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、必要に応じ、

ワクチン接種を行わせる。 

・都は、感染症法の枠組みに従い、患者の移送を行うとともに、国の指

示の下で、汚染範囲の把握及び感染源を特定し、保健所においては、

関係機関と連携して消毒等の措置を行う。また、都健康安全研究セン

ターは、平素から構築した連携体制を活用しつつ、適切な措置を講じ

る。 

・都は、厚生労働省と協力し、情報収集、データ解析、疫学調査、関係

者へのデータ提供及び公開を行うサーベイランス（疾病監視）の結果

等により汚染地域の範囲及び感染源を特定する。 

・感染症の被害拡大の防止のため、事態を早期に把握し、まん延防止の

ための適切な対応を図る。 

・天然痘は飛沫感染するため、感染率が高い家族・同僚等の濃厚接触者

に対しては優先してワクチン接種を行うとともに、接種後も人権等に

配慮しながら十分な健康監視を行い、感染の拡大防止を図る必要があ

る。 

・汚染施設への立入り禁止や感染者の就業制限は、感染の拡大を防止す

る上で重要である。特に、テロの被災現場となった汚染施設や感染者

の立寄り先となった汚染施設の閉鎖については、消毒の実施の有無や
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汚染後の経過期間等の主として疫学上の観点から決定する。この場

合、努めて短期間の閉鎖を追求し、施設の閉鎖による社会への影響を

最小限にとどめる。 

≪化学剤による攻撃≫ 

・都は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、関係機関が

行う原因物質の特定、汚染地域の範囲の特定、被災者の救助及び除染

等に資する情報収集を行う。 

・化学剤は、そのままでは分解・消滅しないため、汚染された地域を除

染して、当該地域から原因物質を取り除くことに留意する。 

オ 知事及び警視総監の権限 

○ 内閣総理大臣の要請を受けた知事又はその知事の要請を受けた警視

総監は、汚染の拡大を防止するための措置の実施に当たり、関係機関と

調整しつつ、次に掲げる権限を行使する。 

・飲食物、衣類、寝具その他の物件の占有者に対する、移動の制限又は

禁止、廃棄の命令 

・生活用水の管理者に対する、使用の制限又は禁止、給水の制限又は禁

止の命令 

・死体の移動の制限又は移動の禁止 

・飲食物、衣類、寝具その他の物件の廃棄 

・建物への立入り制限又は禁止、建物の封鎖 

・交通の制限、交通の遮断  

○ 知事又は警視総監は、上に掲げる権限を行使するときは、政令に基づ

き、当該措置の名あて人に対し、当該措置を講ずる理由、対象物件、時

期、措置の内容等について通知しなければならない。 
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２－４ 国民生活の安定に関する措置 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ライフライン等の確保 

○ 都は、自ら管理するライフライン施設において、他のライフライン事業者

（区市町村、指定公共機関、指定地方公共機関等）と同じく、第４章第３節

２－５「（１）ライフライン等の確保」（１１５頁）によって、引き続き、水

道、下水道、鉄道、港湾・空港、道路等の安定的な供給、運行等を確保する。
（＊） 

 

（２）ライフライン施設等が被災した場合の対処 

① ライフラインの応急復旧 

○ 都は、武力攻撃災害が発生した場合には、速やかに、都が管理するライ

フライン施設の被害状況を把握するとともに、被害状況に応じて、応急復

旧のために必要な措置を講ずる。 

○ また、ライフラインの事業者である区市町村及び指定地方公共機関から

応急復旧のため支援の要請があった場合には、ライフライン施設ごとに要

請の内容を把握した上で、人員や資材の提供、技術的助言など、所要の支

援を行う。 

② 輸送路の確保に関する応急復旧 

○ 都対策本部長は、武力攻撃災害による被害が発生した場合には、広域的

な避難住民の運送や緊急物資の運送等を行うための輸送路を優先的に確

保するため、応急復旧のために必要な措置が講じられるように、総合調整

を行う。 

○ 都は、武力攻撃災害が発生した場合には、その管理する道路、港湾施設・

漁港施設、空港、鉄道施設等について、速やかに被害の状況を把握すると

ともに、被害の状況に応じて、障害物の除去その他避難住民の運送等の確

保に必要な応急の復旧のための措置を講ずる。 

                                            
（＊）

武力攻撃等により事業者が危険にさらされるような事態に至った場合は、国民保護法第２２条の

安全配慮義務の趣旨から、安定供給等の義務を負うものではない。 

○ 都は、引き続きライフライン等の安定的な供給等を確保するとともに、生

活関連物資等の物価の安定と安定的な供給を図る。 

○ 武力攻撃等により被害が発生した場合には、被害状況に応じて、応急復旧

のために必要な措置を行う。 
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③ 都が管理するその他の施設及び設備等の応急復旧 

○ 都は、武力攻撃災害が発生した場合には、ライフラインや輸送路のほか

都が管理する施設及び設備の被害状況を速やかに把握し、被災者の生活確

保を最優先に応急の復旧を行う。 

④ 国に対する支援要請 

○ 都は、応急復旧のための措置を講ずるに当たり必要があると認める場合

には、国に対し、それぞれ必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他

必要な措置に関して支援を求める。 

 

（３）生活関連物資の価格安定 

○ 都は、第４章第３節２－５「（２）生活関連物資等の価格安定」（１１６頁）

によって、引き続き、武力攻撃事態等における生活関連物資等物価の安定と

安定的な供給を図る。 
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２－５ 被災情報の収集・報告 

○ 都は、電話、防災行政無線、災害情報システムその他の通信手段により、

武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状

況の概要、人的及び物的被害の状況等の被災情報について収集する。 

○ 警視庁は、交番、駐在所、パトカー等の勤務員を情報収集に当たらせるほ

か、ヘリコプターテレビ電送システム、交通監視カメラ等その保有する手段

を活用して情報の収集を行う。 

  東京消防庁は、救出、救助にあたっている現場において情報収集するとと

もに、ヘリコプターテレビ電送システム等その保有する手段を活用して情報

の収集を行う。 

○ 都は、被災情報の収集に当たっては、区市町村に対し、火災・災害等即報

要領（昭和 59 年 10 月 15 日付消防災第 267 号消防庁長官通知）に基づき報

告を求める。 

○ 都は、自ら収集し、又は区市町村及び指定地方公共機関から報告を受けた

被災情報の第一報については、火災・災害等即報要領に基づき、電子メール、

ＦＡＸ等により直ちに総務省消防庁に報告する。（＊） 

○  都は、第一報を総務省消防庁に報告した後も、随時被災情報の収集に努め

るとともに、区市町村に報告を求めることとし、収集した情報について次頁

に定める様式に従いとりまとめ、電子メール、ＦＡＸ等により総務省消防庁

が指定する時間に報告する。 

なお、新たに重大な被害が発生した場合など、知事が必要と判断した場合

には、直ちに、火災・災害等即報要領に基づき、総務省消防庁に報告する。 

○ 警視庁は、収集した情報を都対策本部に連絡するとともに警察庁に速やか

に連絡する。 

○ 東京消防庁は、把握した被災情報を適切に都対策本部に連絡する。 

○ 都は、収集・整理した被災情報を区市町村等と共有するよう努める。 

                                            
（＊）

区市町村は、火災・災害等即報要領に基づき被災情報の第一報を都に報告し、その後は随時、都

が消防庁に報告を行う方法に準じて、都に被災情報を報告するものとする。 

  指定地方公共機関は、その管理する施設及び設備に関するもの並びにその業務として行う国民保

護措置に関するものの被災情報を収集するよう努め、各機関が保有する情報通信手段により、当該

被災情報を都に速やかに報告するものとする。 
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≪報告様式≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日に発生した○○○による被害（第 報） 

 

平成 年 月 日  時 分 

東京都 

 

１ 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域） 

 (1) 発生日時  平成 年 月 日 

 (2) 発生場所  ○○市△△町Ａ丁目Ｂ番Ｃ号（北緯  度、東経  度） 

２ 発生した武力攻撃災害の状況の概要 

３ 人的・物的被害状況 

区市町

村名 

人的被害 住宅被害 その他 

死 者 行方不

明者 

負傷者 全 壊 半 壊  

重 傷 軽 傷 

 （人） （人） （人） （人） （棟） （棟）  

        

        

 

※ 可能な場合、死者について、死亡地の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及び

死亡の概況を一人ずつ記入してください。 

区市町村名 年月日 性 別 年 齢 概 況 

     

     

 



第４章 武力攻撃事態等への対処 

第４節 避難段階の計画 

 - 160 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区市町村教育委員会 
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２－６ 安否情報の収集・提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）安否情報の収集 

○ 都は、自ら管理する避難所、都立の学校、病院等から安否情報を収集する。

当該施設の管理者は、避難住民や在校児童・生徒、入院患者等の安否情報を

把握し、都対策本部に報告するとともに、当該施設が位置する区市町村に情

報提供する。 

≪情報収集の役割分担≫ 

・都 ………… 都管理の避難施設、都の施設（学校・病院等） 

         警視庁、東京消防庁 

・区市町村 … 区市町村管理の避難施設、区市町村の施設（学校等） 

      区域内の大規模事業所、医療機関、諸学校、警察署、消防署 

○ 警視庁は、死体の調査、身元確認、遺族等への遺体の引渡し等を行ったと

きは、都対策本部に通知する。 

○ 東京消防庁は、把握している安否に関する情報を適切に都に連絡する。 

○ 都は、広域的な観点から、必要に応じて、安否情報を保有する運送機関、

医療機関、報道機関等の関係機関に対し、必要な範囲において、安否情報の

提供への協力を要請する。この場合、当該協力は各機関の業務の範囲内で行

われるものであり、各機関の自主的な判断に基づくものであることに留意す

る。 

○ 都は、区市町村から報告を受けた安否情報及び自ら収集した安否情報につ

いて、できる限り重複を排除し、情報の正確性の確保を図るよう努める。こ

の場合、重複している情報や必ずしも真偽が定かでない情報についても、そ

の旨がわかるように整理をしておく。 

 

○ 安否情報の収集は、区市町村が行うことを基本とする。 

都は、自ら管理する施設で把握した安否情報を区市町村に提供するなど、

区市町村による情報収集を補完する。 

○ 都は、区市町村から報告される安否情報と自ら収集した安否情報を整理

し、遅滞なく総務大臣に報告する。 

○ 都は、安否情報の提供窓口を設置し、住民等からの照会に応じて、個人情

報の保護に十分に留意しつつ、速やかに回答する。 
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≪安否情報の収集・提供の概要≫ 

  

 
 

（２）総務大臣に対する報告 

○ 都は、総務大臣への報告に当たっては、原則として、「武力攻撃事態等に

おける安否情報の収集・提供システム」（以下「安否情報システム」という。） 

への入力で行い、安否情報システムが利用できない場合には、安否情報省令
（＊）第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁的記録を

含む。）を、電子メールで総務省消防庁に送付する。ただし、事態が急迫し

てこれらの方法によることができない場合は、口頭や電話などでの報告を行

う。 

 

（３）安否情報の提供 

① 安否情報の照会の受付 

○ 都は、安否情報の対応窓口、電話及びＦＡＸ番号、メールアドレスにつ

いて、都対策本部を設置すると同時に住民に周知する。 

○ 住民からの安否情報の照会については、原則として都対策本部に設置す

る対応窓口に、安否情報省令第３条に規定する様式第４号に必要事項を記

                                            
（＊）

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の手続そ

の他の必要な事項を定める省令（平成１７年総務省令第４４号） 

（注） 区市町村による安否情報の収集は、避難住民の誘導の際に、避難住民等から任

意で収集した情報のほか、住民基本台帳等区市町村が平素から行政事務の円滑な

遂行のために保有する情報を参考に、避難者名簿を作成する等により行うものと

する。 

また、区市町村は、あらかじめ把握してある医療機関、諸学校、大規模事業所

等安否情報を保有している関係機関に対し、安否情報の収集についての協力を求

めるものとする。 

 

(2) 市町村による安否情報の報告及び照会に対する回答 

市町村による安否情報の県への報告及び照会に対する回答は、

県に準じて行うものとする。 
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載した書面を提出することにより受け付ける。 

ただし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合や照会をしようと

する者が遠隔地に居住している場合など、書面の提出によることができな

い場合は、口頭や電話、メールなどでの照会も受け付ける。 

② 安否情報の回答 

○ 都は、当該照会に係る者の安否情報を保有及び整理している場合には、

安否情報の照会を行う者の身分証明書により本人確認等を行い、安否情報

省令第４条に規定する様式第５号により、当該照会に係る者が避難住民に

該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し、又は負傷しているか否か

の別を回答する。 

ただし、当該照会が不当な目的によるものと認めるとき、照会に対する

回答により知り得た事項を不当な目的に使用されるおそれがあると認め

るときは、回答しないものとする。 

○ 都は、照会に係る者の同意があるとき又は公益上特に必要があると認め

るときは、照会をしようとする者が必要とする安否情報に応じ、必要と考

えられる安否情報項目を様式第５号により回答する。 

（４）個人情報の保護への配慮 

○ 安否情報は個人情報であることに鑑み、その取扱いについては十分留意す

べきことを職員に周知徹底するとともに、安否情報データの管理を徹底す

る。 

○ 安否情報の回答に当たっては、必要最小限の情報の回答にとどめるものと

し、負傷又は疾病の状況の詳細、死亡の状況等個人情報の保護の観点から特

に留意が必要な情報については、安否情報回答責任者が判断する。 

 

（５）日本赤十字社に対する協力 

○ 都は、日本赤十字社東京都支部の要請があったときは、当該要請に応じ、

その保有する外国人に関する安否情報を提供する。 
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２－７ 交通規制 

 

 

 

 

 

（１）交通状況の把握 

○ 警視庁は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視カメラ、

車両感知器等を活用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握する。 

 

（２）交通規制の実施 

○ 警視庁は、武力攻撃事態等において、国民保護措置が的確かつ円滑に行わ

れるようにするため緊急の必要があると認めるときは、速やかに区域又は道

路の区間を指定して緊急通行車両以外の車両の道路における通行を禁止し

又は制限するなど、緊急交通路の確保に当たる。 

○ 緊急交通路の確保に当たっては、人命の安全、被害の拡大防止、国民保護

措置の的確かつ円滑な実施等に配意して行う。また、武力攻撃事態等に係る

地域への流入車両等を抑制する必要があるときは、当該地域周辺の県警察と

ともに、周辺地域を含めた広域的な交通規制を行う。 

 

（３）緊急通行車両の確認 

○ 緊急通行車両については、総務省消防庁、警察庁等関係省庁による通知に

定めるところにより、被災状況や応急対策の状況に応じ、知事又は都公安委

員会が確認を行う。 

 

（４）交通規制等の周知徹底 

○ 警視庁及び道路管理者である都は、交通規制や道路の通行禁止措置等を行

ったときは、直ちに通行禁止等に係る区域又は道路の区間その他の必要な事

項について、住民、運転者等に周知徹底を図る。 

 

（５）緊急交通路確保のための権限等 

① 交通管制施設の活用 

○ 警視庁は、効果的な交通規制を実施するため、交通情報板、信号機等の

交通管制施設を活用する。 

○ 警視庁は、武力攻撃事態等において、住民の避難、緊急物資の運送その他の

措置が的確かつ迅速に実施されるよう、必要な交通規制を行う。 
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② 放置車両の撤去等 

○ 警視庁は、避難住民の運送、緊急物資の運送等のため必要な場合は、放

置車両の撤去、警察車両による緊急通行車両の先導等を行うとともに、必

要に応じ運転者等に対し措置命令等を行う。 

③ 障害物の除去 

○ 警視庁は、緊急交通路の障害物の除去について道路管理者、消防機関及

び自衛隊等と協力し、状況に応じて必要な措置をとる。 

 

（６）関係機関等との連携 

○ 警視庁は、交通規制に当たっては、道路管理者等の関係機関との密接な連

携を確保する。 



第４章 武力攻撃事態等への対処 

第５節 避難生活段階の計画 

 - 166 - 

第５節 避難生活段階の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 

  住民が避難所等で避難生活をしている期間（避難してから避難解除されるまで

の期間） 

 

■ 本段階の主眼 

 ○ 避難所における避難住民の生活確保 

 ○ 安否情報の収集・提供 

 ○ 治安、物価等に係る社会的な混乱の防止 

 

■ 本段階の主な措置 
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区市町村を通じて 

＊は、避難の指示が解除された後、又は新た

な被害を受ける恐れがない場合 
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１ 避難生活段階における都・関係機関等の役割分担 

 

  機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 東京都国民保護対策本部の運営 

○ 避難住民への物資・資材の提供等 

○ ライフラインが被災した場合の応急復旧 

○ 安否情報の収集・提供 

警視庁 

○ 避難後の無人化した地域、避難所における警戒 

○ 被災者の救助活動 

○ 交通規制（特に要避難地域、警戒区域等の周辺地域） 

東京消防庁 

○ 火災が発生した場合の消火活動 

○ 被災者の救助・救急活動 

○ 避難所等における火災予防 

区市町村 

○ 区市町村国民保護対策本部の運営 

○ 避難所の運営 

○ 安否情報の収集・提供 

指定行政機関 

○ 避難所における救援の支援 

○ 著しく大規模又は性質が特殊な武力攻撃災害への対処 

○ 生活関連物資等の価格安定措置 

自衛隊 
○ 避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処・応急復旧

等の実施 

指定地方行政機関 

○ 避難所における救援の支援 

○ 著しく大規模又は性質が特殊な武力攻撃災害への対処 

○ 生活関連物資等の価格安定措置 

指定公共機関 

○ ライフライン等の安定供給・運行等 

○ 緊急物資の運送（運送事業者）、医療の提供（医療事業

者）等必要な措置の実施 

指定地方公共機関 

○ ライフライン等の安定供給・運行等 

○ 緊急物資の運送（運送事業者）、医療の提供（医療事業

者）等必要な措置の実施 
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２ 実施計画 

 

２－１ 住民避難に関する措置 

 

 

 

 

 

（１）避難完了の確認 

○ 都は、区市町村対策本部及び避難所等からの報告を受け、住民避難が完了

したことを確認する。 

 

（２）再避難に関する備え 

○ 都は、国や関係機関等から武力攻撃事態等に関する情報を集約し、状況に

応じて、避難所に避難している住民を再避難させることができるように、避

難準備の段階に準じて必要な準備を行う。 

 

２－２ 救援に関する措置 

 

 

 

 

 

 

（１）避難所における救援 

① 避難所の管理・運営 

ア 避難所の管理（＊） 

○ 避難所の管理は、都の施設を避難所とする場合は「都」、区市町村の

施設を避難所とする場合は「区市町村」、民間施設を避難所とする場合

は「当該施設の管理者」が、それぞれ行う。 

○ 避難所の管理を行う者は、避難所の安全基準に基づき、施設及び施設

内の設備等を適切に保全するものとする。 

 

                                            
（＊）

電気・ガス・水道などの設備管理や施設の維持補修など 

○ 都は、区市町村や関係機関と連携・協力し、避難所において、「食品、飲料

水及び生活必需品の提供」「医療の提供」等を行うなど、避難住民の生活を確

保する。 

○ 都は、住民避難が完了したことを確認するとともに、武力攻撃事態等の状

況により、避難所からの再避難に備える。 
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イ 避難所の運営 

○ 避難所の運営は、避難所の位置する区市町村が行うものとする。ただ

し、多くの避難住民を収容するため、都があらかじめ指定する施設及び

民間施設を避難所とする場合は、都が運営する。 

○ 都及び区市町村は、避難所の運営に係る役割分担に応じて、避難所に

おいて、食品等の供給、医療の提供など、避難住民の生活を支援するた

めに必要な措置を実施するものとする。 

〇 女性や要配慮者の視点に配慮した避難所運営に努める。 

ウ 救援センターの設置 

○ 都及び区市町村は、避難住民の生活を支援する総合窓口として、各避

難所に「救援センター」を設置し、避難所開設期間を通じて必要な人員

を配置するものとする。 

○ 「救援センター」の職員は、関係機関やボランティアの協力を得て、

次のような業務を行うものとする。 

・避難住民に対する食料等の配給 

・医療、衛生管理、避難所生活に関する情報提供、相談対応 

・避難住民の生活状況の把握 

・都又は区市町村に対する物資・資材等の要請 等 

エ 避難所支援本部の設置 

○ 都は、複数の区市町村に大規模な住民が避難し、多くの避難所が設置

された場合、大量の救援物資の供給等を円滑に実施するため、あらかじ

め定める要綱に基づき都対策本部に避難所支援本部を設置する。 

○ 避難所支援本部は、区市町村等を通じて（都が運営する救援センター

からは直接物資要請がなされる）、避難所において不足する物資等を把

握し、広域的な観点から調整しつつ、次のような事項について、区市町

村による避難所運営を支援する。 

・救援物資（食品、飲料水、生活必需品等）の供給 

・応急医療の提供 

・学用品の供給 

・避難所における保健衛生の確保 等 
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≪避難所支援本部・救援センターの役割≫ 

 

② 二次避難所の設置・運営の支援 

○ 都は、区市町村が設置する二次避難所の運営状況を把握し、ボランティ

アの派遣など必要な支援を行う。 

③ 救援の内容 

○ 知事は、救援の程度及び基準に基づき、区市町村長と役割分担しつつ救

援を行う。 

ア 食品、飲料水、生活必需品の供給 

 

 

 

 

○ 都は、区市町村を通じて、避難所ごとに割り当てられた避難者数・世

帯数に基づき準備した食品等を避難住民に供給する。 

○ 都は、区市町村を通じて、補給すべき食品等の物資を把握した場合、

それらを速やかに確保し、集積所に運送する。 

イ 医療の提供 

 

 
・避難住民に対する応急的な医療 

・避難所周辺の利用可能な医療機関の情報提供 

・食品（備蓄食料、炊き出し、弁当等） 

・飲料水 

・生活必需品（衣類、毛布、日用品等） 
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○ 避難住民に対する応急的な医療は、区市町村の医療救護班が一次的に

行い、都は、区市町村からの要請に応じて医療救護班を派遣する。 

○ 救援センターで避難所周辺の利用可能な医療機関を把握し、避難住民

に対して情報提供する。 

ウ 電話その他の通信設備の提供 

 

 

 

○ 都は、聴覚障害者や視覚障害者等に関して、ボランティアの協力を得

るなど十分に配慮する。 

エ 学用品の給与 

 

 

○ 都は、被災により学用品を失った児童・生徒に対して、教科書等を支

給する。なお、必要があると認めるときは、金銭の支給に代えて行う。 

オ 応急仮設住宅等の供与 

○ 都は、避難先における避難が長期に及ぶ見通しとなった場合は、仮設

住宅の建設、民間賃貸住宅の借上げ及び都営住宅等の公的住宅の活用に

より、応急仮設住宅の確保に必要な措置を行う。 

④ 保健衛生の確保 

○ 都は、区市町村と協力して、避難先地域における避難住民等の状況等を

把握し、その状況に応じて、地域防災計画に準じて、次に掲げる措置を実

施する。 

ア 保健衛生対策 

○ 都は、区市町村が巡回健康相談等を行うために避難所等に派遣する保

健活動班の活動が円滑に行われるよう支援する。健康相談に際しては、

高齢者、障害者その他特に配慮を要する者の心身の健康状態に特段の配

慮を行う。 

イ 防疫対策 

○ 都は、区市町村と協力して、避難住民等が生活環境の悪化、病原体に

・教科書、文房具、通学用品等 

・電話 

・インターネット利用のための通信端末機器 等 
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対する抵抗力の低下による感染症等の発生を防ぐため、感染症予防のた

めの啓発、健康診断及び消毒等の措置を講ずる。 

ウ 環境衛生の確保 

○ 都は、区市町村と協力して、避難先地域における飲料水の安全等環境

衛生の確保のため、環境衛生指導班による水の消毒の確認や避難所の環

境整備のための措置を講ずる。 

エ 食品衛生の確保 

○ 都は、区市町村と協力して、避難先地域における食中毒等を防止する

ため、食品衛生指導班による食品等の衛生確保のための措置を講ずる。 

 

（２）救援物資等の確保及び避難所への運送 

① 物資等の確保 

○ 救援のための物資は、都及び区市町村が備蓄する物資、生産・販売事業

者等との協定又は購入契約に基づき調達した物資、民間等からの応援物資

をあてる。 

○ ただし、知事が必要と判断した場合は、次の方法で物資等を確保する。 

・国に対する支援要請（具体的な支援内容を提示） 

・相互応援協定等に基づく、他の道府県等に対する応援要請 等 

○ 都は、協定等によらない自発的な応援がある場合も考慮し、広報等を行

うに当たっては、不足を生じる可能性のある物資等を明らかにするなど、

応援が必要な物資等が明確となるように留意する。 

② 避難所への運送 

ア 備蓄・調達物資等 

○ 都は、区市町村が選定する集積地に救援に必要な備蓄・調達物資を運

送する。（６０頁「３ 物資・資材の運送体制の整備」を参照） 

イ 他道府県からの応援物資等の運送 

○ 都は、他道府県からの応援物資を円滑に運送するため、都が設置する

広域輸送基地で引き継ぎ、区市町村が選定した地域内輸送拠点に運送す

る。（６０頁「３ 物資・資材の運送体制の整備」参照） 

ウ 運送体制 
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○ １４０頁「（３）避難所への物資等の運送体制の確立」で確立した体

制による。 

（３）救援のための物資の売渡し要請等、土地等の使用 

① 救援のための物資の売渡し要請等 

○ 知事は、救援を行うため必要があると認める場合、救援の実施に必要な 

医薬品等の物資（＊）であって、生産、集荷、販売、配給、保管又は輸送業

者が取り扱うものについて、その所有者に対し、売渡しを要請することが

できる。 

○ 知事は、その所有者が、正当な理由がないにもかかわらず、売渡し要請

に応じないときは、特に緊急の必要があり、やむを得ない場合、当該物資

の収用、又は保管命令を行うことができる。 

物資の収用等は、必要な事項（＊＊）を記載した公用令書を交付して行わ

なければならない。 

○ 知事は、物資の収用等を行う必要があるときは、その職員に物資の所在

場所や保管場所に立入検査をさせることができる。 

また、知事は、物資の保管を命じた者に対し必要な報告を求め、又はそ

の職員に物資の保管状況を検査させることができる。 

② 土地等の使用 

○ 知事は、収容施設や臨時の医療施設を開設するため、所有者及び占有者

の同意を得て、必要な土地や家屋を使用することができる。 

正当な理由がないにも係らず、当該土地等の所有者及び占有者に同意が

得られなかった場合は、特に必要な場合に限り、同意を得ないで当該土地

等を使用できる。 

○ 土地等の使用は、必要な事項を記載した公用令書を交付して行わなけれ

ばならない。 

 

（４）被災者に対する救援 

○ 都は、第４章第４節２－２「（４）被災者に対する救援」「（５）関係機関

との連携」「（６）事態類型に応じた留意点」（１４１頁～）によって、引き

                                            
（＊）

特定物資という。 法及び政令で、医薬品、食品、寝具、医療機器その他衛生用品、飲料水、被

服その他生活必需品、建築資材、燃料等に限定されている。 
（＊＊）

①公用令書の交付を受ける者の氏名・住所、②根拠となった法律の規定、③保管命令については、

保管物資の種類・数量・保管期間・場所、④土地等の使用については、使用する土地等の所在場所、

期間 等 
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続き、被災者に対する救援を行う。 

 

 

２－３ 武力攻撃災害の最小化に関する措置 

○ 都は、第４章第４節「２－３ 武力攻撃災害の最小化に関する措置」（１４

５頁）によって、引き続き、武力攻撃災害の発生の防除、拡大の防止、軽減を

図る。 

 

 

２－４ 国民生活の安定に関する措置 

○ 都は、第４章第４節「２－４ 国民生活の安定に関する措置」（１５６頁）

によって、ライフラインの確保、応急復旧、物価の安定、治安の維持等により、

国民生活の安定を図る。 

○ 都及び都教育委員会は、被災した児童生徒等に対する教育に支障が生じない

ようにするため、学習機会の確保、授業料の減免、被災した児童生徒に対する

就学援助などを行う。 

○ 避難所生活が長期にわたる場合は、特に、児童・生徒の教育の継続に配慮す

る。 

 

 

２－５ 被災情報の収集・報告 

○ 都は、第４章第４節「２－５ 被災情報の収集・報告」（１５８頁）によっ

て、被災情報の収集・報告を行う。 

 

 

２－６ 安否情報の収集・提供 

○ 都は、第４章第４節「２－６ 安否情報の収集・提供」（１６１頁）によっ

て、安否情報の収集・提供を行う。 
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第６節 復帰段階の計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 

 避難の指示が解除されてから、避難住民が避難先地域からの復帰を完了するま

での期間 

 

■ 本段階の主眼  

 ○ ライフラインの応急復旧 

 ○ 国の避難措置の指示の解除を受けて避難の指示を解除 

○ 避難住民の円滑な復帰 

 ○ 都対策本部の廃止 

 

■ 本段階の主な流れ 

避難先からの復帰誘導 

（区市町村） 

避難措置の指示の解除 

（国対策本部長） 

都対策本部の設置指定の解除 

（内閣総理大臣） 

都対策本部の廃止（知事） 

必要な救援・武力攻撃災害への 

対処等 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
応
急
復
旧 

被
災
者
等
の
生
活
再
建
支
援 

被

災

者

の

捜

索

・

救

出 

行
方
不
明
者
の
捜
索
・
死
体
の
処
理 

復
帰
で
き
な
い
住
民
へ
の
救
援
継
続 

順次避難所 

閉鎖 
避難の指示の解除（知事） 
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１ 復帰段階における都・各機関等の役割分担 

 

  機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 東京都国民保護対策本部の運営・廃止 

○ 避難の指示の解除 

○ 区市町村による復帰実施要領作成の支援 

○ 区市町村による復帰誘導の支援 

○ 復帰解除されても復帰できない者への救援 

警視庁 
○ 区市町村と協力して復帰住民の誘導（必要に応じて） 

○ 復帰地域の治安の維持 

東京消防庁 ○ 区市町村と協力して復帰住民の誘導（必要に応じて） 

区市町村 

○ 区市町村国民保護対策本部の運営・廃止 

○ 復帰実施要領の作成 

○ 復帰誘導 

○ 復帰解除されても復帰できない者への救援 

指定行政機関 

○ 住民の復帰のための措置の支援 

○ 応急復旧の支援 

○ 生活関連物資等の価格安定措置 

自衛隊 ○ 武力攻撃災害の応急復旧等の実施 

指定地方行政機関 

○ 住民の復帰のための措置の支援 

○ 応急復旧の支援 

○ 生活関連物資等の価格安定措置 

指定公共機関 

○ 住民の復帰のための措置の支援 

○ 応急復旧の支援 

○ 避難の指示解除の放送(放送事業者） 

○ 復帰住民の運送（運送事業者） 

指定地方公共機関 

○ 住民の復帰のための措置の支援 

○ 応急復旧の支援 

○ 避難の指示解除の放送(放送事業者） 

○ 復帰住民の運送（運送事業者） 
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２ 実施計画 

 

２－１ 住民の復帰に関する措置 

 

 

 

 

 

 

（１）避難の指示解除の基本的なフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（＊） 

 

 

                                            
（＊）

放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、避難の指示の解除の通知を受けたとき

は、それぞれの業務計画に基づき、速やかにその内容について正確かつ簡潔に放送することとされ

ている。 

○ 知事は、内閣総理大臣の避難措置の指示の解除を受け、復帰先の安全を確認

した上で、避難の指示を解除する。 

○ 都は、区市町村が行う避難住民の復帰実施要領の作成や住民の復帰誘導など

に対し、必要な支援協力を行う。 

避難措置の指示の解除 

（国対策本部長⇒知事） 

★ 国対策本部長から、総務大臣を経由して、避

難措置の指示を解除 

★ 知事は、直ちに、避難措置の指示の解除の内

容を区市町村長、都の執行機関、放送事業者

その他の指定地方公共機関、その他関係機関

等に通知 

 

復帰先の安全、復旧状況

の確認（都・区市町村） 

★ 知事は、区市町村長等と協力して、復帰先の

安全、復旧状況を確認 

 

避難の指示の解除 

（知事） 

★ 知事は、避難の指示を解除 

★ 知事は、直ちに避難の指示の解除の内容を区

市町村長、都の執行機関、放送事業者その他

の指定公共機関及び指定地方公共機関、その

他関係機関、避難所の管理者等に通知（＊） 

 

復帰実施要領に基づき復帰

誘導（区市町村） 
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（２）復帰住民の誘導支援 

○ 都は、区市町村からの要請に応じて、避難住民の復帰実施要領の作成に協

力するほか、復帰のための運送手段を確保するなど必要な協力を行う。 

 

 

２－２ 救援に関する措置 

 

（１）避難の指示の解除後も復帰できない者への救援 

○ 都は、復帰解除後も住宅やライフラインの損壊等により、避難生活を継続

しなければならない住民に対して、引き続き、避難所において救援を行う。 

○ 避難の指示解除後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがなく

なった後、武力攻撃災害により住宅が全壊、全焼、又は流出して居住する家

屋がなく、自らの資力では住宅を得ることができない住民に対して、応急仮

設住宅等の供給など、必要な措置を行う。 

 

（２）復帰先での生活確保のための支援 

① 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理 

○ 都は、区市町村の報告に基づき、武力攻撃災害のため住宅が半焼又は半

壊し、自らの資力では応急修理することができない住民に対して、日常生

活に必要最小限の部分について応急修理する。 

② 住居又はその周辺の土石等の除去 

○ 都は、区市町村の報告に基づき、武力攻撃災害のため住居又はその周辺

に土石、竹木等が堆積し、日常生活に著しい支障を及ぼしており、住民自

らの資力では除去することができない場合、区市町村と協力し除去する。 

 

（３）その他の救援 

○ 状況に応じて、次のような救援措置を行う。 

・飲料水の供給 

・被災者の捜索及び救出 

・行方不明者の捜索及び死体の処理 等 
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２－３ 武力攻撃災害の最小化のための措置 

 

（１）廃棄物処理対策 

○ 都は、防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針（改定版）」（平

成３０年環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部作成）等を参考としつつ、

廃棄物処理体制を確立する。 

○ 都は、廃棄物関連施設などの被害状況の把握を行うとともに、区市町村か

らの要求に基づき、各区市町村及び関係団体に広域的な応援を要求し、必要

な支援活動の調整を行う。 

○ 都は、被害状況から判断して区域内での広域的な応援による処理が困難と

見込まれる場合は、国の協力を得つつ、被災していない他の道府県に対し、

応援の要求を行う。 

 

（２）廃棄物処理の特例 

○ 都は、生活環境の悪化を防止するため、環境大臣の廃棄物処理の特例地域

の指定を受けて、武力攻撃災害等により発生した大量のがれき等の廃棄物の

処理を促進する。 

○ 都は、環境大臣が指定する特例地域において、特例基準（＊）に定めるとこ

ろにより、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和４５年法律第１３

７号）に基づく廃棄物処理業の許可を受けていない者に対して、廃棄物の収

集、運搬又は処分を業として行わせることができる。 

この場合、環境省と連携を確保するとともに、関係区市町村に対して情報

提供を行う。 

○ 都は、特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたこと

が判明したときは、速やかにその者に対し、期限を定めて廃棄物の収集、運

搬又は処分の方法の変更その他の必要な措置を講ずべきことを指示するな

ど、特例基準に従うよう指導する。 

                                            
（＊）

国民保護法第１２４条第２項で定める特例地域において適用する廃棄物の収集、運搬及び処分に

関する基準、廃棄物の収集、運搬又は処分を区市町村以外の者に委託する場合の基準 
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２－４ 国民生活の安定に関する措置 

 

 

 

 

 

（１）ライフライン等の応急復旧 

○ 都は、避難住民の復帰にあわせ、自らが管理するライフライン施設の応急

復旧を完了するよう努める。 

 

（２）生活再建資金の融資等 

○ 都は、自然災害時の制度等を参考にしつつ、武力攻撃災害により住居・家

財及び事業所等に被害を受けた者が、自力で生活の再建をするために必要な

資金を融資する等の制度を検討し、実施する。 

 

（３）都税の減免等 

○ 都は、災害の状況に応じて、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例

の定めるところにより、都税に関する申告、申請及び請求等の書類の提出、

納付又は納入に関する期限の延長並びに都税の減免及び徴収猶予の措置を

実施する。 

 

（４）就労状況の把握と雇用の確保 

○ 都は、被災者等の就労状況の把握に努め、自ら就労を支援するとともに、

厚生労働省の職業紹介等の雇用施策及び被災地域における雇用の維持に関

する措置に協力するなど、避難住民等、被災地域等の実情に応じた雇用確保

に努める。 

 

（５）被災児童生徒等に対する教育 

○ 都及び都教育委員会は、被災した児童生徒等に対する教育に支障が生じな

いようにするため、授業料の減免、被災した児童生徒に対する就学援助を行

う。 

また、避難住民等が被災地に復帰する際には、関係機関と連携し、学校施

設等の応急復旧等の適切な措置を講ずる。 

○ 都は、生活再建資金の支援、雇用の確保などにより、復帰した住民の生活

再建を支援する。 
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３ 都対策本部等の廃止 

 

 

 

 

 

（１）都対策本部の廃止 

○ 知事は、内閣総理大臣から都対策本部の設置指定解除の通知を受けたとき

は、遅滞なく、都対策本部を廃止する。 

○ 知事は、都対策本部を廃止したときは、都対策本部の設置に準じて、区市

町村、指定地方公共機関等に通知する。 

 

（２）都現地対策本部の廃止 

○ 都対策本部の廃止に伴い、都現地対策本部を廃止する。 

○ 知事は、内閣総理大臣から都対策本部の設置指定解除の通知を受けたとき

は、遅滞なく、都対策本部を廃止する。 
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第７節 復旧・復興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 

 避難住民の復帰が完了してから、ライフライン施設の復旧、都市やくらし等の

復興に取り組む期間 

 

■ 本段階の主眼  

 ○ ライフライン施設等の本格的な復旧 

 ○ 都市、住宅、くらし、産業の復興 

○ 国民保護措置に要した費用の支弁等 

  

■ 本段階の主な措置 

復   旧 

 

○ 道路等の公共施

設の復旧 

○ ライフラインの

本格復旧 

復   興 

 

○ 都市、住宅、く

らし、産業の復興 

（都復興対策本部） 

国民保護に要した費

用の支弁 

○ 国に対する負担

金の請求 

○ 損失補償 

○ 実費弁償 

○ 損失補てん 
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１ 復旧・復興における都・各機関等の役割分担 

 

  機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 道路等の公共施設の復旧 

○ 都のライフライン施設の復旧 

○ 都市、住宅、くらし、産業等の復興 

○ 国民保護に要した費用の支弁 

警視庁 ○ 犯罪の予防、社会秩序の維持 

東京消防庁 
○ 消防相談に関すること 

○ 火災予防に関すること 

区市町村 

○ 道路等の公共施設の復旧 

○ 都市、住宅、くらし、産業等の復興 

○ 国民保護に要した費用の支弁 

指定公共機関 ○ ライフライン施設等の復旧 

指定地方公共機関 ○ ライフライン施設等の復旧 

 

 

２ 実施計画 

  

２－１ 復旧・復興 

 

（１）国における復旧のための法制の整備 

○ 武力攻撃災害による被害が発生したときは、国において、公共施設や産業

基盤などの本格的な復旧のため、財政上の措置や各種支援制度等に関する法

制が整備される。特に、大規模な武力攻撃災害が発生したときは、国全体と

しての方針が示される。 

都は、これらの法制や方針を踏まえ、都市基盤等の迅速な復旧を図る。 

 

（２）都が管理するライフライン等の復旧 

○ 都は、武力攻撃災害によって被災した水道・下水道、鉄道、空港・港湾、

道路等のライフライン施設等を早急に復旧する。 

 

（３）復興対策 

○ 都は、大規模な武力攻撃災害により重大な被害を受けた場合は、知事を本

部長とする都災害復興本部（仮称）を設置し、都市、住宅、くらし、産業等

の計画的な復興を図る。 
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○ 復興に当たっては、被災地域の復興後の将来像を明確にし、その実現に向

けて、復興に係る諸事業を総合的に実施する。 

 

２－２ 国民保護に要した費用の支弁等 

 

（１）国への負担金の請求 

① 国に対する負担金の請求方法 

○ 都は、国民保護措置の実施に要した費用で都が支出したものについては、

別途国が定めるところにより、国に対し負担金の請求を行う。 

② 関係書類の保管 

○ 都は、武力攻撃事態等において、国民保護措置の実施に要する費用の支

出に当たっては、その支出額を証明する書類等を保管する。 

 

（２）損失補償、実費弁償及び損害補償 

① 損失補償 

○ 都は、国民保護法に基づく土地や建物の使用、物資の収用等の行政処分

に関して、国民保護法施行令に定める手続等に従い、通常生ずべき損失を

補償する。 

② 実費弁償 

○ 都は、国民保護法に基づいて行った医療の実施の要請又は指示に従って

医療を行う医療関係者に対して、国民保護法施行令で定める基準に従い、

その実費を弁償する。 

③ 損害補償 

○ 都は、国民保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協

力をした者がそのために死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続

等に従い損害補償を行う。 
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（３）総合調整及び指示に係る損失の補てん 

○ 都は都対策本部による総合調整や指示の結果、区市町村、指定公共機関、

指定地方公共機関が損失を受けたときは、国が行う損失補てんの手続に準じ

て、損失を補てんする。 

 

 

≪（参考）区市町村が国民保護措置に要した費用の支弁≫ 

○ 国に対する負担金の請求等 

・区市町村が国民保護措置の実施に要した費用の支弁や国に対する負担金の

請求等について、都国民保護計画に準じて定めるものとする。この場合に

おいて、国に対する費用の請求については、別途国が定めるところにより、

国に対し請求するものとする。 

○ 損失補償及び損害補償 

・国民保護法に基づき区市町村が行う損失補償及び損害補償の手続等につい

ては、都国民保護計画に準じて定めるものとする。 
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第１節 全島避難の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 全島避難における都及び関係機関等の役割 

 

機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 現地対策本部の設置・運営 

○ 全島避難に関する方針の策定 

○ 警報の通知・伝達 

○ 避難の指示 

○ 他道府県に避難する場合の当該道府県との協議 

○ 島民等の運送手段の確保に関する調整 

○ 被災者等の救援 

○ 避難所（本土）の運営、調整 

○ 安否情報の収集・提供 

○ 第三管区海上保安本部に対する応援要請 

○ 自衛隊の部隊等の派遣要請 

○ 島民等の復帰に関する調整 

○ 復旧・復興の実施 

支庁（地方隊） 

○ 都対策本部の事務を分掌（＊） 

○ 町村の国民保護措置の実施を支援 

                                            
（＊）

都内（本土）が、武力攻撃事態等の状況下にある場合は、支庁長（地方隊長）が、知事に代理し

て国民保護措置を実施することもありうる。 

○ 島しょ地域で武力攻撃等が発生又は発生の恐れがある場合は、全島民（島

内に一時的に滞在している者を含む。以下「島民等」という。)を計画的に本

土へ避難させることを基本とする。 

○ 知事は、全島避難を行うにあたっては、現地対策本部を設置し、要避難地

域の町村と連携・協力し、島民等の全島避難を総合的に指揮する。 

○ 島しょ地域の各町村は、自ら作成する国民保護計画に全島避難に関する計

画を規定するものとする。 

第５章 島しょ地域における全島避難 
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町 村 

○ 町村の国民保護対策本部の設置・運営 

○ 警報の伝達、避難の指示の周知 

○ 退避の指示、警戒区域の設定 

○ 避難島民の誘導 

○ 避難所（本土）の運営に関する協力 

○ 島民等の救援に関する協力 

○ 消火及び被災者の救助・救急 

○ 島民等の安否情報の収集・提供 

○ 島民の復帰誘導 

○ 復旧・復興の実施 

警視庁 

○ 島内における被災者の救出 

○ 避難島民の誘導 

○ 警報及び避難の指示等の伝達に関する協力 

○ 行方不明者の捜索及び死体の調査 

○ 島内における社会不安防止に関する協力 

○ 島内における治安の維持 

第三管区海上保安

本部 

(東京海上保安部、

横浜海上保安部、

下田海上保安部) 

○ 海上における避難住民の誘導 

・船舶交通の整理 

・船艇・航空機による情報収集、必要な情報の提供 

○ 海上における避難に伴う混雑等における危険な事態の

発生の防止 

・必要な警告又は指示 

・危険な場所への立入りの禁止等 

指定行政機関 

指定地方行政機関 

○ 船舶・航空機等の調達に関する斡旋 

自衛隊 ○ 避難島民の誘導等の実施 

指定公共機関 

・指定地方公共機関 

(運送事業者) 

○ 避難島民の運送 
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２ 全島避難の実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）全島避難の基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）避難の指示 

○ 知事は、国の対策本部長から、島しょ地域について避難の措置の指示が

あった場合、その内容を具体化し、直ちに要避難地域の町村長を通じ、島

民等に対して避難の指示を伝達する。（＊） 

                                            
（＊）

全島避難を行うことは「避難措置の指示」で示され、具体的な全島避難の内容を「避難の指示」

で示すことが想定される。 

○ 都は、全島避難を実施するにあたり、避難の準備から本土での生活の確

保までを含めた全体的な方針となる「全島避難に関する方針」を策定し、

計画的に避難措置を実施する。 

○ 特に、避難住民の運送手段の確保など、国との緊密な連携に留意する。 

要配慮者（病人等）は 
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○ 都は、避難措置の実施にあたり、町村に対して要配慮者を優先的に避難

誘導するように要請するなど、要配慮者を安全・確実に避難させるための

調整を行う。 

 

（３）「全島避難に関する方針」の作成 

○ 知事は、国の対策本部長から全島避難すべき旨の避難措置の指示があっ

た場合、関係町村の意見を踏まえ、「全島避難に関する方針」を策定する。
（＊） 

≪「全島避難に関する方針」で定める主な事項≫ 

・全島避難の対象となる町村 

・避難先地域及び目的港 

・全島避難の開始予定時期 

・避難島民等の運送手段（島内における運送を含む。） 

・要配慮者に関する留意事項 

・避難後の生活に関する事項 

・動物の取扱い 

○ 知事は、前項で作成した「全島避難に関する方針」を直ちに関係する区

市町村長、関係機関等に通知する。（＊＊） 

 

（４）国との連携 

○ 都は、全島避難を行う場合、船舶等の輸送力の確保に努める必要がある

ことから、次の情報について、総務省消防庁又は国土交通省を通じて、国

の対策本部に早急に連絡するものとする。 

・避難すべき住民の数、想定される避難方法 

・都で確保が見込める運送手段、今後不足する運送手段の見込み 

 

（５）現地対策本部の設置 

○ 知事は、必要に応じて、現地対策本部を設置し、現地対策本部長に町村

及び関係機関等との全島避難に係る連絡調整等を行わせる。 

 

 

 

 

                                            
（＊）

方針は、避難の指示と併せて、又は避難の指示後速やかに策定する。 
（＊＊）

関係町村長は、直ちに「避難実施要領」を作成する。 
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（６）島外への避難島民等の運送 

ア 島から目的港までの運送 

≪船舶による運送≫ 

○ 海運事業者である指定地方公共機関の船舶の使用を基本とする。知事

は、状況により、関東運輸局に対して船舶の調達に関する斡旋を要請す

るとともに、第三管区海上保安本部に対して避難島民等の海上運送を要

請する。 

○ 知事は、避難島民等の数や状況の急迫性を考慮し、必要と判断する場

合は、防衛大臣に対して、避難島民等の海上運送のための自衛隊の部隊

等の派遣を要請する。 

○ 知事は、必要に応じて、島の近海に所在する漁業従事者に対し、避難

島民等の海上運送について協力を依頼する。 

≪航空機による運送≫ 

○ 航空事業者である指定地方公共機関の航空機の使用を基本とする。知

事は、状況により、東京航空局に対して航空機の調達に関する斡旋を要

請するとともに、第三管区海上保安本部に対して要配慮者等の航空運送

を要請する。 

○ 知事は、要配慮者の数や状況の急迫性を考慮し、必要と判断する場合

は、防衛大臣に対して、要配慮者等の航空運送のための自衛隊の部隊等

の派遣を要請する。 

イ 目的港・空港から避難所への運送 

○ 都は、目的港及び空港から各避難所まで、避難島民等の運送を行う。 

知事は、状況により、バス、タクシー事業者及び陸運事業者たる指定

地方公共機関に対し、避難島民等の陸上運送について必要な車両等の提

供を求める。 

 

（７）海上運送にあたっての安全の確保 

○ 知事は、避難島民等を海上運送するために使用する湾内及び避難航路上

における安全を確保するため、警視庁及び第三管区海上保安本部に対し、

必要な要請を行う。 

○ 知事は、天候などの状況により、海上保安庁のみによる当該海域等にお

ける安全の確保が困難と判断した場合、防衛大臣に対して必要な要請を行

う。 
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（８）東京都以外の地域に全島避難する場合 

○ 知事は、都の区域を越える避難措置の指示を受けた場合、事前に他の道

府県との間に締結される相互応援協定に基づくほか、あらかじめ当該避難

先地域を管轄する道府県知事と、次の事項について協議する。 

・全島避難する島民等の数及び受入れ予定地域 

・全島避難の時期、運送手段及び経路 

・避難先道府県の目的港及び空港  

・目的港及び空港に到着後の誘導に関する事項 

・安否情報の収集・提供に関する事項 

 

３ 安否情報の収集 

○ 都は、全島避難に当たり、避難者漏れを防止することも考慮し、特に次の事

項に留意して、安否情報の収集を行う。 

・町村長による避難者名簿の作成   

・避難島民等を誘導する町村職員の避難者名簿の携行 

 

４ 避難所に関する留意事項 

○ 都は、全島避難における避難生活において、次の事項について特に留意する。 

・避難が長期化することが予想されることから、長期の避難生活を想定した施

設の提供 

・早い段階から応急仮設住宅等を提供できる態勢の確保 
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第２節 突発的な事態への対処 

 

 

 

 

 

 

 

１ 突発的な事態における対処の基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 屋内等への退避の指示 

○ 知事は、突発的な事態の発生に伴い、島民等に対する危険を防止するため緊

急の必要がある場合は、直ちに「屋内への退避」を指示する。（＊） 

                                            
（＊）

国から避難措置の指示が出されている場合は、直ちに「屋内への避難」を指示する。（ただし、事

態が突発した場合は、避難措置の指示までには相応の時間を要すると思われる。） 

 

○ ゲリラや特殊部隊による攻撃など突発的な事態が発生し、全島避難を行

う時間的余裕がない場合は、まず屋内避難（又は退避）を指示する。 

○ その後、事態の推移により必要な場合は、島民等の安全に十分に配慮し

つつ、さらに本土へ避難させるものとする。 
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○ 島の湾内にいる船舶の乗務員に対しては、湾外の海域（海上に警戒区域が設

定されている場合は当該区域の外側）に避難（又は退避）を指示する。 

○ 知事は、その他の島でも警戒態勢を強化する必要がある場合は、「緊急通報」

を発令するなどの対応を行う。 

 

３ 屋内退避後に全島避難をする場合の安全の確認 

○ 知事は、屋内に一次的に退避させた島民等の島外への避難に際し、当該町村

長、支庁長、警視庁を通じて、島内における武力攻撃等及び武力攻撃災害の発

生状況を確認し、島内の安全を確認する。 

 

４ 事態認定前における対応 

○ 知事は、内閣総理大臣による事態の認定前に事案が発生し、緊急に住民の安

全等を確保する必要性がある場合、災害対策基本法の仕組みを活用するなどに

より、国民保護措置に準じた措置を実施するものとする。 
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第３節 平素からの備え 

 

 

 

 

１ 情報収集体制の整備 

○ 都は、武力攻撃災害により、通信中継所の破壊等が行われた場合の通信の途

絶を補完できる通信体制を整備する。 

○ 警視庁は、島しょ地域においても、ヘリコプターテレビ電送システムなど、

その保有する手段を活用した情報収集・連絡体制を確保するよう努める。 

 

２ 基礎的資料の収集・整備 

○ 島しょ地域においては、特に次の資料を整備する。 

・都内及び近隣県の主要な港湾施設に関する資料 

・全島避難時に使用する船舶等の運送能力に関する資料 

 

３ 警報及び避難の指示等の伝達に必要な準備 

○ 都は、漁業従事者に対する警報及び避難の指示等の伝達が確実に行われるよ

うに、各町村と漁業協同組合間で漁業無線を有効に活用する体制づくりを促す

とともに、第三管区海上保安本部との連携体制を確保する。 

 

４ 「全島避難に関する方針」のモデルの作成 

○ 都は、全島避難を指示する段階で作成する「全島避難に関する方針」のモデ

ルをあらかじめ作成するものとする。 

 

 

○ 全島避難を的確に行うため、特に、次の点に関する備えを行う。 
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第１節 基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

○ 都は、他道府県からの避難住民を受け入れたときから、復帰するまでの期間、

受入地域の区市町村等と連携・協力して、救援等の措置を行う。 

○ 都は、他道府県から避難住民の受入れに係る協議を受けたときは、正当な理由

がある場合（＊）を除き、避難住民を受け入れるものとする。 

○ 都は、安否情報の収集を、要避難地域の道府県等と連携・協力して行う。 

≪他道府県からの避難住民の受入れの概要≫ 

 

                                            
（＊）

国の避難措置の指示後に、都内の避難先地域が予測されない攻撃を受け、避難住民の受入れが行

えなくなっている場合等 

 ○ 国の避難措置の指示に基づき、要避難地域の道府県と協議の上、受入地域

を決定し、避難住民を受け入れる。 

○ 国の救援の指示に基づき、都と区市町村が協力し、受け入れた避難住民へ

の救援を行う。 

第６章 他県の避難住民等の受入れ 

 



第６章 他県の避難住民等の受入れ 

第２節 事態への対処 

 - 196 - 

第２節 事態への対処 

 

 

 

 

 

１ 避難住民の受入れにおける関係機関の役割分担 

 

  機 関 名 主 な 役 割 

都 

○ 要避難地域の道府県との協議、受入地域の決定・通知 

○ 要避難地域の市町村による避難誘導への協力 

○ 避難住民への物資・資材の提供等 

○ 安否情報の収集・提供 

警視庁 

○ 要避難地域の市町村による避難誘導への協力 

○ 交通規制 

○ 避難所における警戒 

東京消防庁 
○ 要避難地域の市町村による避難誘導への協力 

○ 避難所等における火災予防 

区市町村 

○ 要避難地域の市町村による避難誘導への協力 

○ 避難所の運営 

○ 安否情報の収集・提供 

指定行政機関 
○ 避難住民の誘導の支援 

○ 避難所における救援の支援 

自衛隊 ○ 避難住民の誘導、避難住民等の救援の実施 

指定地方行政機関 

○ 避難住民の誘導の支援 

○ 避難所における救援の支援 

○ 生活関連物資等の価格安定措置 

指定公共機関 
○ 避難住民・物資の運送（運送事業者）、医療の提供（医

療事業者）等必要な措置の実施 

指定地方公共機関 
○ 避難住民・物資の運送（運送事業者）、医療の提供（医

療事業者）等必要な措置の実施 

要避難地域の道府県 

○ 都への協議、避難の指示、指示内容の通知 

○ 要避難地域の市町村による避難誘導の支援 

○ 都が行う救援への協力 

○ 安否情報の収集・提供 

 ○ 他県からの避難住民の受入れに関する措置は、「第４章 武力攻撃事態等

への対処」に掲げた事項を基本とするほか、以下に掲げる事項を行う。 
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要避難地域の市町村 

○ 避難の指示の伝達 

○ 避難住民の誘導 

○ 都が行う救援への協力 

○ 安否情報の収集・提供 

 

２ 実施計画 

 

２－１ 受入地域等の決定 

 

○ 知事は、国の避難措置の指示を受けて避難住民を受け入れる必要があるとき

は、要避難地域の道府県及び避難経路となる県と、あらかじめ次の事項につい

て協議する。（＊） 

・避難住民数、避難住民の受入予定地域 

・避難の方法（運送手段、避難経路） 等 

○ 知事は、必要に応じて区市町村及び関係機関と協議を行いつつ、迅速に受入

地域を決定し、要避難地域の道府県知事及び受入地域の区市町村長及び避難施

設の管理者に通知する。なお、受入地域の決定等に当たっては、次の点に留意

する。 

・避難住民の人数や避難期間の見込みと、それに見合った避難施設（応急仮設

住宅等の収容施設を含む）の状況や受入体制の確保 

・避難経路となる都県を結ぶ幹線道路及び鉄道路線等と避難施設までの経路の

被災状況等の把握 

○ 知事は、受入地域を決定した場合は、都民への周知を図るとともに、受入地

域の区市町村と協力して、避難住民を受け入れる態勢を速やかに整えるものと

する。 

○ 知事は、避難住民の受入れについて、国の対策本部長による総合調整、内閣

総理大臣による指示が行われた場合には、その内容に従い、適切な措置を講ず

る。 

 

 

 

 

                                            
（＊）

大規模な着上陸侵攻に伴う避難については、避難措置の指示に当たって国により実質的な調整が

図られることから、都道府県間の協議においては、基本的に個別の地域の避難住民の割当等の細部

の調整を図ることとする。 
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２－２ 避難誘導 

○ 知事は、要避難地域の市町村が主体となって行う避難住民の誘導について、

要避難地域の道府県と緊密に連絡を取りつつ、避難住民の移動方法に応じた都

内での運送を確保する等、必要な協力を行う。 

 

２－３ 救援 

○ 知事は、他道府県からの避難住民を受け入れた避難所等において、受入地域

の区市町村と連携・協力し、食品・飲料水を提供するなど必要な救援を行う。 

 

２－４ 安否情報の収集・提供 

○ 都は、要避難地域の道府県・市町村、受入地域の区市町村と連携・協力し、

安否情報の収集に努める。 

○ この場合、関係する都道府県、区市町村が安否情報の提供ができるよう、安

否情報の共有化を図るものとする。 
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第３節 平素からの備え 

 

 

 

 

 

○ 都は、近隣県等との相互応援協定の見直し、又は新たな協定の締結にあたって

は、避難誘導時の車両の使用や避難住民の受入れ、救援に関する職員の協力のあ

り方等について検討し、協定に反映するよう努める。 

○ 都は、避難住民の受入れを円滑に行うため、受入地域の区市町村との役割分担

等について、検討・整理する。 

○ 都は、救援措置を円滑に行うため、受け入れた市町村職員の協力のあり方等に

ついて、検討・整理する。 

○ 都は、要避難地域の道府県・市町村、受入地域の区市町村との安否情報の収集・

提供、安否情報の共有のあり方等について、検討・整理する。 

 ○ 避難や救援等における備えは、「第３章 平素からの備え」に掲げた事項

を基本とし、他県からの避難住民の受入れに必要な備えを行う。 
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■ 緊急対処事態（＊） 

  緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて、多数の人を殺傷する

行為が発生した事態、又は発生する明白な危険が切迫していると認められる事態で、

国家として緊急に対処することが必要なものをいう。 

■ 想定される事態類型 

事態類型 事  例 

① 危険物質を有する施設への攻撃 可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

② 大規模集客施設等への攻撃 
大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 

列車等の爆破 

③ 大量殺傷物質による攻撃 
炭疽菌、サリン等の大量散布 

ダーティボム等の爆発による放射性物質の

拡散 

④ 交通機関を破壊手段とした攻撃 航空機による多数の死傷者を伴う自爆テロ 

■ 共通する特徴 

 ① 非国家組織等による攻撃 

 ② 突発的な事態発生 

 ③ 発生当初は事故との判別が困難 

 ④ 不特定多数の市民が日常利用している場所（列車、地下鉄、劇場など）で発生

する可能性が高い 

■ 都対策本部設置前における事案発生への対処 

突発的にテロ等が発生した場合、政府による事態認定や都対策本部の設置指定が

行われるまでは、都は、緊急に都民等の安全等を確保するため、都災害対策本部設

置等の災害対策におけるしくみなどを活用し、緊急対処保護措置に準じた措置を行

う。（＊＊）  

                                            
（＊）

本章の規定は、本章において対応しようとする事案が結果的に武力攻撃事態等の認定につながっ

た場合にも適用する。 
（＊＊）

国民保護法に基づく緊急対処保護措置は、政府による事態認定前は実施できない。 

○ 大規模なテロ等（緊急対処事態）において実施する緊急対処保護措置は、武

力攻撃事態における国民保護措置（住民の避難、救援、武力攻撃災害への対処

など）の内容、手続き等に準じる。 

○ 本章では、テロ等が突発的に起きることを考慮し、「初動対応力の強化」「平

時における危機情報の監視」「大規模テロ等の発生時の対処」などに関して、

特に必要な事項を記載する。（＊） 

 

第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 
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第１節 初動対応力の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 危機管理体制の充実 

 

（１）大規模集客施設等に係る連携体制 

○ 都は、都、区市町村、警視庁、東京消防庁、陸上自衛隊第一師団、第三

管区海上保安本部、民間事業者の業界団体、都関連施設等から成る「テロ

等の危機に関する事業者連絡会（平成１８年９月設置）」を通じて、大規

模集客施設等におけるテロ等の発生に備えた危機管理の強化や危機情報

の共有等を図る。 

○ 都は、テロ等が発生した場合に迅速に初動対応を行うため、施設管理者

と協議の上、施設の実態に応じて、都、施設管理者、警察・消防等関係機

関等の緊急連絡体制を整備する。 

 

（２）「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」（＊）による連携体制 

○ 都は、「テロを許さない社会づくり」をスローガンとする「テロ対策東

京パートナーシップ推進会議（平成２０年１１月発足）」を活用し、警視

庁を始め、関係行政機関、民間事業者と連携して、テロに対する危機意識

の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等に取り組む。 

 

（３） 庁内の連携体制 

○ テロ等対策に関する庁内組織「東京都テロ等対策連絡調整会議（平成２

６年８月設置）」を運営し、都が管理する施設等におけるテロ等対策の検

討や危機情報の共有など、全庁横断的な連絡調整等に取り組む。 

 

                                            
（＊）

警視庁や都などの関係行政機関やライフライン、公共交通機関、大規模集客施設などの民間事業

者で構成され、平素から会議や研修会、情報ネットワーク等を通じて情報を共有し、官民一体とな

ってテロ対策を推進している。 

○ テロ等の発生時に住民等の避難や救助などを迅速に行うため、都が管理す

る施設、大規模集客施設や民間のライフライン施設等の初動対応力の強化を

図る。 

○ 平素及びテロ等の発生時に、都、大規模集客施設等の管理者、警察・消防

等関係機関等が連携協力して対処する体制を構築する。 
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（４）大学や研究機関等との連携の確保等 

① 大学や研究機関等との連携の確保 

○ 都は、都内の大学や研究機関における危機管理に関する人材や情報を

把握するとともに、人的・物的なネットワークや協力関係の構築に努め

る。 

 ○ 都は、テロ対策の専門家や関係機関との連携により、テロの動向や対

策に関する情報収集に努める。 

② 医療機関等の把握 

○ 大規模なテロ等の発生時に、迅速かつ的確に医療の提供を行うため、

災害拠点病院などの主要な病院の所在や病床数等の対応能力を把握す

る。 

○ ＮＢＣ攻撃による被災者への対応が可能な医療機関、ＮＢＣの専門知

識を有する医療関係者に関する情報収集等について、東京都災害医療協

議会等を通じ、考え方や基準などを検討する。 

 

（５）民間のライフライン等施設及び大規模集客施設の危機管理の強化 

○ 都は、警視庁、東京消防庁又は消防本部、海上保安庁等の関係機関と協

力し、ライフライン等施設や大規模集客施設の管理者が行う危機管理体制

の強化や訓練に対して、必要な指導、助言を行う。 

この場合、施設内の人々への正確な情報伝達・指示、避難誘導などの初

動対応を重視する。 

 

２ マニュアル等の整備 

 

（１）大規模テロ等対処要領の運用 

○ 都は、「東京都大規模テロ等対処要領」に基づき、Ｎ（核物質）、Ｂ（生

物剤）、Ｃ（化学剤）など、テロ等の類型に応じた対処要領の運用を図る。 

 

（２）都庁舎など都が管理する施設における対処マニュアルの整備 

○ 都は、都庁舎や都が管理するライフライン等施設（地下鉄、水道、港湾

等）及び大規模集客施設（劇場、博物館、イベント施設、スポーツ施設等）

等に関して、適切な警戒対応と発生時における迅速・的確な対処を確保す
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る観点から、テロ等への対処マニュアルを整備（＊）するなど、危機管理体

制を強化する。 

対処マニュアルの整備にあたっては、施設内の人々への正確な情報伝

達・指示、避難誘導などの初動対応を重視する。 

 

（３）民間施設における対処マニュアルの整備 

○ 都は、警視庁、東京消防庁、海上保安庁等の関係機関と協力し、民間の

ライフライン施設や大規模集客施設等の施設管理者に対して、適切な警戒

対応と発生時における迅速・的確な対処を確保する観点から、テロ等への

対処マニュアルの整備を要請する。 

なお、区市町村においても、関係機関と協力し、都と連携のうえ同マニ

ュアルの整備を要請するものとする。 

 

３ 発生現場における連携協力のための体制づくり 

 

（１）大規模集客施設等との緊急連絡体制の整備 

○ 都は、テロ等が発生した場合に迅速に初動対応を行うため、施設管理者

と協議の上、施設の実態に応じて、都、施設管理者、警察・消防等関係機

関等の緊急連絡体制を整備する。 

 

（２）現地連絡調整所の運営等に関する協議 

○ 都は、テロ等の発生に応じて、現地で活動する機関とともに設置する「現

地連絡調整所」（現地における情報の共有、連携の確保等を目的とする）

の具体的な運営について関係機関と協議するなど、連携協力のための体制

づくりを進める。 

   

４ 不特定多数の人々への情報伝達 

○ 都は、大規模集客施設や繁華街等を往来する不特定多数の人々に警報や避難

の指示等を速やかに伝達できるように、放送事業者や電気通信事業者等に協力

を依頼するなどして、多様な情報伝達手段の確保に努める。 

 

５ 装備・資材の備蓄 

○ 都は、特に、ＮＢＣテロ等の発生時に現地連絡調整所等で活動する職員のた

めに必要となる資材等について、新たに備蓄又は調達を検討する。 

                                            
（＊）

既存の危機管理マニュアルの修正又は新たな整備 
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６ 訓練の実施 

○ 都は、テロ等の具体的な事例を設定し、初動対応に重点を置いたシミュレー

ション訓練や実動訓練を行う。 

≪備蓄又は調達する資材の例≫ 

・Ｎ（核物質）用の防塵マスク、線量計・線量率計（サーベイメータ等）、放射線防護衣、

手袋、ブーツ、ゴーグル（鉛入りガラス使用） 

・Ｂ（生物剤）用の感染症予防用マスク、消毒用噴霧器、消毒液（薬） 

・Ｃ（化学剤）用のガスマスク、ガス検知器、化学防護衣、化学防護服 
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第２節 平時における危機情報の監視 

 

 

 

 

 

１ 危機情報の把握及び警戒対応 

  

 （１）危機情報の把握 

○ 都は、危機管理監の統括のもと、国や区市町村、警察・消防等と連携し、

常にテロの兆候など危機情報の把握に努める。 

また、海外におけるテロ等の発生事例（特に首都や大都市）に関する情

報についても可能な限り収集・分析し、警戒対応やテロへの対応力の強化

に活かす。 

○ 都は、テロ等の危機情報を把握した場合、速やかに危機管理監に伝達で

きるように、総務局と各局間及び各部局内の情報伝達体制を確立する。 

 

  （２）情報の共有 

○ 都は、危機管理対策会議や東京都テロ等対策連絡調整会議等を通じて、

テロ等に関する危機情報を全庁的に共有する。 

 

（３）警戒対応 

○ 都は、テロ等の危機情報を把握し、テロ等の発生に備える必要があると

判断した場合、直ちに関連する施設に対して警戒対応の強化を要請すると

ともに、東京都管理施設テロリズム等警戒対応基準（平成１８年決定）に

基づき、自ら管理する施設の警戒を行う。 

 

２ 住民等の協力 

○ 都は、テロ等に関する不審者や不審物を発見した場合、速やかに警察等に通

報するように、住民等に対する普及・啓発を図る。 

○ 都は、テロ等に対する警戒や発生時の対処にあたり、生活上の不便や制約等

が生じる場合もあることを踏まえ、そのような場合の住民の協力について理解

が得られるように、平素から機会を捉え普及・啓発に努める。 

 

○ 都は、危機管理監の統括の下、常にテロ等の兆候や情報を収集・分析し、必

要な警戒対応を行う。 
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第３節 発生時の対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国による都対策本部設置指定が行われている場合 

○ 政府による緊急対処事態の認定及び緊急対処事態対策本部の設置指示が行

われている場合は、都緊急対処事態対策本部を設置し対処する。 

 

２ 都対策本部設置指定前にテロ等が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  都は、テロ等が発生した場合、国による都対策本部設置指定の有無にかか

わらず、国、区市町村、警察・消防等関係機関と緊密に連携協力し、被災者

の救出・救助、住民等の避難等の初動対応に全力を挙げて取り組む。 

○ 国による都対策本部設置等の指定がない段階では、都災害対策本部を設置

して災害対策のしくみを活用して対処するなどにより、緊急対処保護措置に

準じた措置を実施する。 

◆災害即応対策本部 

 突発的かつ局地的な災害に対し、国民 

保護対策本部を立ち上げるまでの間 

◆危機管理対策会議 

 情報の収集・分析、対応策の検討、 

 総合調整 等 

◆危機情報収集体制 

 情報収集・分析 等 
（事案発生の情報が曖昧な場合等） 
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（１）危機管理対策会議における初動対応 

① 危機情報収集体制 

○ 危機管理監は、テロ等の可能性のある事案発生の情報が曖昧な場合な

どに的確な情報を収集・分析を行うため、必要に応じて危機情報収集体

制により対応する。 

② 危機管理対策会議の招集 

○ 危機管理監は、テロ等の可能性のある事案発生の情報を把握した場合

は、直ちに危機管理対策会議を招集し、知事に報告する。（＊） 

③ 情報の収集・分析 

○ 危機管理監は、国、区市町村、警視庁、東京消防庁、第三管区海上保

安本部等、自衛隊等を通じて当該事案に関する情報を収集・分析し、事

案の把握に努める。 

④ 初動対応 

○ 危機管理監は、関係機関と連携・協力し、被災者の救助や避難等に関

して必要な措置（＊＊）を速やかに実施する。 

この場合、ダーティボムや化学剤が使われている可能性も考慮し、二

次被害の発生防止に努める。 

○ 危機管理監は、状況により、テロ等の事態の拡大（連続爆破テロ等）

等も視野に入れ、施設管理者等に対する警戒要請などを行う。 

○ 危機管理監は、都民等への正確な情報提供に努める。 

○ 危機管理監は、多数の死傷者や建造物の破壊等の被害が発生し、その

被害の態様が災害対策基本法に規定する災害に該当する場合には、緊急

対処保護措置に準じた措置を行うため、直ちに知事に対して「都災害対

策本部」の設置を申請する。 

⑤ 現地連絡調整所の設置 

○ 都は、テロ等の発生に応じて、速やかに現地連絡調整所を設置し、被

災状況や各機関の活動状況を把握するとともに、各機関が有する情報の

共有、現地における活動の連携のための調整等を行う。 

                                            
（＊）

発生当初は事故と区別できないことも考えられるが、そのような場合でも最悪の事態を想定し、

危機管理対策会議を招集する。 
（＊＊）

消防法・警察官職務執行法等に基づく避難の指示、警戒区域の設定、救急・救助等の応急措置に

ついての情報を収集・分析し、警視・消防等と連携して被害の最小化を図る。なお、事態認定がさ

れていれば、必要に応じて、国民保護法に基づく措置の実施が可能である。 



第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 

第３節 発生時の対処 

- 208 - 

≪参加要請先≫ 

・警視庁、東京消防庁又は消防本部、第三管区海上保安本部、保健所、

医療機関、都区市町村、自衛隊など、現地で活動している機関 

 

（２）都災害対策本部における総合的な対応 

① 都災害対策本部の設置 

○ 都は、事態認定前において、原因不明の緊急事案が発生し、その被害

の態様が災害対策基本法に規定する災害に該当する場合には、災害対策

基本法に基づく都災害対策本部を設置し、必要な措置を総合的に推進す

る。 

この場合、都は、直ちに事案の発生や都の対応状況について、総務省

消防庁を経由（警視庁においては、警察庁を経由）して国（内閣官房）

に連絡するとともに、関係区市町村に連絡する。 

② 都災害対策本部における対応の基本 

○ 都は、都災害対策本部において、事案に応じて関係機関が災害対策基

本法、警察官職務執行法、消防法、海上保安庁法等に基づき講じる避難

の指示、警戒区域の設定、消火、救助・救急等についての情報を収集・

分析し、総合調整するなど、被害の最小化を図る。また、必要に応じて、

現地対策本部を設置する。 

○ 知事は、迅速な対処のため特に必要がある場合、区市町村長に対して、

避難の指示や警戒区域の設定などの指示を行う。（＊） 

また、区市町村が、全部又は大部分の事務を行うことができなくなっ

たときは、区市町村長に代わって避難の指示等の措置を行う。 

○ 知事は、事案に伴い発生した災害への対処に関して、必要があると認

めるときは、国の関係機関や他の道府県に対し支援を要請する。 

○ 都は、都緊急対処事態対策本部を設置し、総合調整や措置を行うこと

が不可欠と判断される場合、国に対して、緊急対処事態の認定や都緊急

対処事態対策本部の設置指定を要請する。 

③ 速やかに実施すべき措置 

ア 被災者の救助、救援 

○ 都は、現地連絡調整所を介して、医師の派遣や医薬品の確保など事

案の発生現地における救助活動に必要な支援を行う。 

                                            
（＊）

避難の指示や警戒区域の設定は、区市町村長や現場の警察官等が行う。 
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○ 都は、必要により現地において救命処置等を行うため、東京ＤＭＡ

Ｔを派遣する。この場合、派遣医師等の安全確保に十分留意する。 

○ 都は、必要により、現地の医療救護所におけるトリアージ（＊）や応

急措置のため、医療救護班を派遣する。 

イ 被災者の搬送 

○ 都は、多数の被災者が発生した場合や医療救護活動に係る人員・機

材等の運送に車両が必要な場合は、運送事業者である指定公共機関、

指定地方公共機関等に対して、搬送用車両の提供を求める。 

ウ 避難の指示 

○ 知事は、災害の規模、程度等から付近住民の避難が必要と判断した

場合、当該区市町村長に対して、避難の指示を行うように要請する。 

○ 都は、大規模集客施設等の中で事案が発生した場合、施設管理者が

行う館内放送や避難誘導等の状況を把握し、施設内の人々の避難が適

切に行われるよう、必要な支援・助言等を行う。 

エ 災害対策基本法等に基づく警戒区域の設定 

○ 都は、事案の発生現地において、警察官、海上保安官あるいは消防

により警戒区域（＊＊）が設定されている場合、現地連絡調整所におい

てこれらの機関と連携し、付近住民に対してその周知・徹底を図る。 

○ 知事は、事案が連続して発生し拡大が予測されるなど緊急の必要が

あると判断する場合、当該区市町村長に対して、新たな警戒区域の設

定を要請する。 

オ 警戒要請等 

○ 都は、事案の拡大の状況に応じて、鉄道やライフライン等の施設の

厳重警戒、鉄道の運行停止など災害を最小にするために必要な要請を

行う。 

 

（３）自衛隊の派遣要請 

○ 知事は、人命又は財産の保護のために必要があると認められる時は、防

                                            
（＊）

トリアージ 多数の傷病者が発生した場合に、傷病の緊急度や程度に応じ、適切な搬送治療を行 

うこと 
（＊＊）

警察官、海上保安官：災害対策基本法第６３条第２項に基づく警戒区域の設定 

    消防吏員又は消防団員：消防法第２８条に基づく消防警戒区域の設定 
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衛大臣又はその指定する者に対して災害派遣を要請する。 

 

３ 緊急対処事態対策本部への移行 

○ 政府による事態認定が行われ、内閣総理大臣から都緊急対処事態対策本部の

設置指定があった場合、都は、直ちに新たな体制に移行し、「都災害対策本部」

を設置している場合は、これを廃止する。 

○ 都対策本部の設置前に災害対策基本法に基づく避難の指示等の措置が講じ

られている場合には、すでに講じられた措置に代えて、改めて国民保護法に基

づく所要の措置を講ずるなど必要な調整を行うものとする。 

≪緊急対処事態における警報≫ 

○ 知事は、緊急対処事態においては、国の対策本部長が決定する通知・伝達の

対象となる地域の範囲に応じて、当該地域に関係する機関等に対し警報を通

知・伝達する。 

なお、警報に関するその他の事項は武力攻撃事態等に準じて行う。 

≪例（大規模爆弾テロ）≫ 

 

災
害
即
応
対
策
本
部 

危
機
管
理
対
策
会
議 
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第４節 大規模テロ等の類型ごとの対応の留意点 

  

 

 

 

 

１ 類型ごとの留意点 

○ 都は、本計画及び本計画に基づき作成する事態類型ごとの対処要領（＊）等で

定めるところにより、大規模テロ等への対処及び平素からの備えを行う。 

○ 大規模テロ等の類型ごとにまとめた、留意事項は、２１３頁～２２４頁のと

おり。 

 

２ 大量殺傷物質によるテロに共通する留意点（＊＊） 

 

（１）対処の基本 

○ 都は、大量殺傷物質（ダーティボム、生物剤、化学剤）を用いたテロ（以

下「ＮＢＣテロ」という。）による汚染が生じた場合の対処について、国

による基本的な方針を踏まえた対応を行うことを基本とし、それに加え

て、現場における初動的な応急措置の実施に重点を置き対処する。 

この場合、各省庁が汚染拡大防止のために行う活動内容について、総務

省消防庁から必要な情報を入手する。 

 

（２）応急措置の実施 

○ 知事は、ＮＢＣテロが行われた場合においては、その被害の現場におけ

る状況に照らして、現場及びその影響を受けることが予想される地域の住

民に対して、応急措置として、緊急通報を発令するとともに、退避を指示

する。また、ＮＢＣテロによる汚染の拡大を防止するため必要があると認

めるときは、警戒区域の設定を行う。 

○ 警視庁及び東京消防庁は、職員の安全を図るための措置を講じた上で、

関係機関とともに、原因物質の特定、被災者の救助等のための活動を行う。 

 

 

                                            
（＊）

大規模テロ等対処要領 
（＊＊）

ダーティボム、生物剤、化学剤を用いたテロに関するそれぞれの留意事項は、２１７頁～２２３

頁のとおり 

○ 都は、テロ等が発生した場合の初動対応及び平素からの備えに関して、大規

模テロ等の類型ごとに、特に次の事項に留意する。 
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（３）関係機関との連携 

○ 都は、攻撃による被害の情報や必要となる物的・人的資源について、区

市町村、警視庁、東京消防庁、第三管区海上保安本部等からの情報などを

集約して、国への迅速な支援要請を行う。 

 この場合、都は、汚染物質に関する情報を、保健所を通じて医療機関等

と共有する。 

○ 都は、放射性物質等により汚染された農作物等による健康被害を防止 

するため、国（厚生労働省、農林水産省等）と連携しつつ、汚染食料品の

流通や摂取が行われることがないよう、流通事業者等を指導するととも

に、住民に注意を呼びかける。 

また、生活用水が汚染された場合には、必要に応じ、その水の管理者に

対し、給水の制限等の措置を講ずるよう命ずる。 

 

（４）知事及び警視総監の権限 

○ 内閣総理大臣の要請を受けた知事又はその知事の要請を受けた警視総

監は、汚染の拡大を防止するため、関係機関と調整しつつ、次に掲げる権

限を行使する。 

・飲食物、衣類、寝具その他の物件の占有者に対する、移動の制限又は

禁止、廃棄の命令 

・生活用水の管理者に対する、使用・給水の制限又は禁止、廃棄の命令 

・死体の移動の制限、移動の禁止 

・飲食物、衣類、寝具その他の物件の廃棄 

・建物への立入り制限又は禁止、建物の封鎖 

・交通の制限、交通の遮断
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≪事態類型ごとの初動対応及び平素の備えに関する留意事項≫ 

■ 危険物質等を有する施設への攻撃   

事 態 例 ○ 石油コンビナート及び可燃ガス貯蔵施設等の爆破 

○ 危険物積載船への攻撃 

（原子力事業所は都内に存在しないため、これへの攻撃は想

定しない。） 

影   響 

 

 

 

○ 石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等が爆破された

場合、爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するととも

に、建物、ライフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生

ずる。 

○ 危険物積載船への攻撃が行われた場合、危険物の拡散による

沿岸住民への被害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、

海洋資源の汚染等社会経済活動に支障が生ずる。 

平素の備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 危険物質等を有する施設との緊急連絡体制の整備 

  都は、事業者と協議の上、施設の実態に応じて、都及び関係 

機関と施設管理者との緊急連絡体制を整備する。 

２ 施設管理者による危機管理体制の強化 

① 施設管理者による主体的な安全確保 

知事は、危険物質等を有する施設の管理者に対して、所管 

省庁が施設の種類ごとに定めた「安全確保の留意点」（＊）に基

づき、施設管理者の主体的な安全確保を促す。 

② 施設管理者に対する要請 

 都は、施設管理者に対し、「安全確保の留意点」を踏まえ、

既存のマニュアル等を活用し、資機材の整備、巡回の実施な

ど武力攻撃事態等における安全確保措置について定めるよう

要請する。この場合、施設管理者が、自主的な判断に基づき、

安全確保措置について定めることに留意する。 

③ 都が管理する施設の安全確保体制の強化 

都は、「安全確保の留意点」を踏まえつつ、各局の危機管 

理に関するマニュアルを見直すなど、自ら管理する施設の安

全確保体制を強化する。 

３ 警戒対応 

都は、国内外の状況を踏まえ、危険物質等を有する施設の管

理者に対して、テロ等の発生に備えた警戒対応の強化を要請

                                            
（＊）

「生活関連等施設の安全確保の留意点」の一部変更について（平成２７年４月２１日付内閣官房

副長官補（安全保障・危機管理担当）付事務連絡） 
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するとともに、自ら管理する施設の警戒対応を強化する。 

テロ等への対処 

上の留意事項 

１ 施設管理者に対する措置の要請 

知事は、テロ等の発生又はその拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、当該施設の管理者に対して、安全確保

のために必要な措置（施設の巡回の実施、警備員の増員、警察

との連絡体制の強化等による警備の強化、防災体制の充実等）

を講ずるよう要請する。 

警視庁は、生活関連等施設の管理者から支援の求めがあった 

ときは、指導、助言、連絡体制の強化、資機材の提供、職員の

派遣など、可能な限り必要な支援を行う。また、自ら必要があ

ると認めるときも、同様とする。 

２ 立入制限区域の指定の要請 

知事は、安全確保のため必要があると認めるときは、都公安

委員会又は東京海上保安部長等に対し、立入制限区域の指定を

要請する。 

都公安委員会は、知事から要請があったとき、又は事態に照 

らして特に必要があると認めるときは、当該施設の敷地及びそ

の周辺の区域を立入制限区域として指定する。 

３ 危険物質等に関する措置命令 

知事は、消防法や火薬類取締法等の法令に基づく規制措置を

講ずるほか、緊急に必要があると認めるときは、当該措置に加

えて、危険物質等の取扱者に対し、次の措置を講ずべきことを

命ずる。 

・危険物質等の取扱所の使用の一時停止又は制限 

  ・危険物質等の製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬又は消費の 

一時禁止又は制限 

  ・危険物質等の所在場所の変更又はその廃棄 

知事は、危険物質等の取扱者に対し、上記の措置を講ずるた

めに必要があると認める場合は、危険物質等の取扱者から危険

物質等の管理の状況について報告を求める。 

なお、既存の法令に基づく措置と上記の措置との対応関係

は、第４章第３節２－４（６）「①危険物質等に関する措置命

令別表」（１１１頁）を参照のこと。 
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■ 大規模集客施設等への攻撃 

事 態 例 ○ ターミナル駅、列車、劇場等の爆破 

影   響 

 

○ 爆破による人的被害が発生し、施設が崩壊した場合には人的

被害は甚大なものとなる。 

平素の備え 

 

 

 

１ 大規模集客施設等との緊急連絡体制の整備 

  都は、大規模集客施設（ターミナル駅、劇場、大規模な商業 

施設等）等の管理者と協議の上、施設の実態に応じて、都、関 

係機関、施設管理者との緊急連絡体制を整備する。 

２ 危機管理体制の強化 

① テロ等の危機に関する事業者連絡会 

都は、都、区市町村、警視庁、東京消防庁、陸上自衛隊第

一師団、第三管区海上保安本部、民間事業者の業界団体、都

関連施設等から成る「テロ等の危機に関する事業者連絡会（平

成１８年９月設置）」を通じて、大規模集客施設等におけるテ

ロ等の発生に備えた危機管理の強化や危機情報の共有等を図

る。 

② 大規模集客施設等の危機管理 

都は、警視庁、東京消防庁又は消防本部、海上保安庁等の

関係機関と協力し、大規模集客施設等の管理者に対して、適

切な警戒対応と発生時における迅速・的確な対処を確保する

観点から、テロ等への対処マニュアルの整備を要請する。整

備にあたっては、施設内の人々への正確な情報伝達・指示、

避難誘導などの初動対応を重視する。 

なお、区市町村においても、関係機関と協力し、都と連携

のうえ同マニュアルの整備を要請するものとする。 

３ 情報伝達の強化  

① 多様な媒体の活用 

都は、大規模集客施設や繁華街等の不特定多数の人々に警報や

避難の指示等を速やかに伝達できるように、放送事業者や電気通

信事業者等に協力を依頼するなどして、インターネットをはじめ

とした多様な媒体を活用した情報伝達手段の確保に努める。 

② 区市町村の情報伝達体制の強化 

都は、区市町村が、大規模集客施設や繁華街等を往来する

人々への情報伝達を速やかに行えるように、防災行政無線や

広報車両等の方法による情報伝達体制の強化に協力する。 

４ 警戒対応 

 都は、国内外の状況を踏まえ、大規模集客施設等の管理者に

対して、テロ等の発生に備えた警戒対応の強化を要請するとと
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もに、自ら管理する施設の警戒対応を強化する。 

具体的な警戒対応策としては、来場者確認の徹底等の不審者

対策、警察等への定期的巡回依頼と連絡体制の確保、職員及び

警備員による見回り・点検、ポスターや館内放送等による利用

者への広報啓発など、施設の種別等に応じた予防対策を講ずる

こととする。 

テロ等への対処

上の留意事項 

 

１ 施設管理者に対する措置の要請 

知事は、テロ等の発生又はその拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、大規模集客施設の管理者に対して、施

設内の人々の安全確保のために必要な措置を講ずるよう要請す

る。また、突発的な災害発生に備えて、避難誘導や構内放送等

が速やかに行えるような態勢の確保を要請する。 

警視庁は、施設管理者から支援の求めがあったときは、指導、

助言、連絡体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など、可能

な限り必要な支援を行う。また、自ら必要があると認めるとき

も、同様とする。 

２ 都が管理する施設における措置 

知事は、都が管理する施設について、当該施設の管理者とし

ての立場から、安全確保のために必要な措置を行う。 

この場合、知事は、必要に応じて、警視庁、東京消防庁その

他の行政機関に対し、支援を求める。 

３ 避難の指示 

  施設内で突発的に爆弾等によるテロ等が発生した場合、一次

的には、施設管理者が、構内放送や職員を通じて、速やかに施

設内の人々を施設外の安全な場所に避難誘導することとなる。 

  都は、施設管理者や警察、消防等から、避難誘導等に関する

情報を把握するとともに、施設内の住民の避難が円滑に行われ

るように、警察、消防、区市町村との連携を確保する。 

  また、現地連絡調整所に職員を派遣し、正確な情報把握に努

め、事態の推移にあわせ、必要に応じて、新たな避難や警戒の

ための措置を行う。 

４ 大規模集客施設におけるパニック防止 

 都は、大規模集客施設の施設管理者との連絡体制を確保し、

構内放送や避難誘導が適切に行われるように要請するととも

に、警察や区市町村による避難誘導や情報伝達が行われるよう

調整するなど、パニックの防止に努める。 

５ 鉄道の運行停止等の要請 

  知事は、同時多発テロ等の発生の兆候があるなど緊急の場合

は、施設管理者に対して鉄道の運行停止や施設の一時的閉鎖等

の措置を要請する。 
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■ 大量殺傷物質による攻撃（ダーティボム） 

事 態 例 ○ ダーティボムの爆発 

 

影   響 

 

 

 

○ ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、

核兵器に比して小規模ではあるが、爆薬による爆発の被害と放

射能による被害をもたらす。 

○ ダーティボムの爆発により放射性物質の拡散が行われた場

合、その爆発により、爆弾の破片及び破壊物による被害並びに

熱及び炎による被害を発生させるとともに、拡散した放射性物

質の放射線によって人体の正常な細胞機能が攪乱され（急性放

射線障害）、後年、ガンを発症（晩発性放射線障害）すること

もある。 

○ 一般的に放射能に関する知識が少ないため、住民等が不安を

抱きやすく、風評被害が広がる可能性もある。 

平素の備え 

 

 

 

１ 大規模テロ等対処要領の運用 

 「東京都大規模テロ等対処要領」に基づき、Ｎ（核物質）、

Ｂ（生物剤）、Ｃ（化学剤）など、テロ等の類型に応じた対処

要領の運用を図る。 

２ 災害拠点病院の設備の充実等 

  多数の被災者に対応できるように、災害拠点病院の設備整備

を促進する。 

３ 警戒対応 

 都は、平素から、国内外の核燃料物質の輸送等に関する事件、

核物資を用いたテロ等に関する情報を収集、分析し、危機管理

体制の強化に努める。また、平常時の放射線監視を通じて異常

の早期発見に努める。 

４ 人心不安への対策 

 ダーティボムによる災害が起きた場合は、周辺住民等が過度

に不安を抱くおそれがあるため、被ばく線量や放射線による身

体への影響等について、分かりやすく情報提供できるよう、平

素から情報を整理しておく。 

テロ等への対処

上の留意事項 

１ 初動対応 

  都は、都内でダーティボム等によるテロが発生した場合、警

戒区域外で住民の安全性の確保、住民不安への対応などを行

う。 

２ 避難の指示 

  ダーティボムによる攻撃が行われた場所から直ちに離れ、風 

向きや風速等を考慮し、できるだけ風上の近くの地下施設やコ 
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ンクリート建物に一次的に避難するよう指示する。 

口及び鼻を汚染されていないタオル等で保護することや汚染

された疑いのある水や食物の摂取を避けるとともに、放射性ヨ

ウ素による体内汚染が予想されるときは、安定ヨウ素剤を服用

するなどの指示により内部被ばくの低減に努める。 

警戒区域の範囲については、放射線測定の結果や風向・風速

等の気象条件を考慮して決定する。 

周辺住民等が過度に不安を抱くおそれがあるため、被ばく線

量や放射線による身体への影響等について、速やかに情報提供

する。 

３ 医療活動 

都は、東京消防庁の安全管理下において、東京ＤＭＡＴによ

り、除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。 

なお、その際、医師等に防護服等を着用させ、適切な被ばく

線量の管理を行う。 

内閣総理大臣から被ばく医療に係る医療チームが派遣され

た場合、その指導のもと、トリアージや汚染・被ばくの程度に

応じた医療を実施する。 

４ 汚染への対処 

都は、措置に当たる職員に防護服を着用させるとともに、被

ばく線量の測定を適切に行う。 

都は、汚染地域への立入制限を確実に行い、避難誘導を適切

に実施する。 

被災者の除染は、災害現場において警察・消防等の現地活動

機関が行う。 

避難住民等（運送に使用する車両及びその乗務員を含む。）

の避難退域時検査及び簡易除染その他放射性物質による汚染

の拡大を防止するため必要な措置を講じる。 

汚染された物質の除去や汚水・廃棄物の処理等を適切に行う

とともに、立入制限の解除にあたっては、放射能の残留濃度に

十分に留意するものとする。 
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■ 大量殺傷物質による攻撃（生物剤） 

事 態 例 ○ 生物剤（天然痘、炭疽等）の航空機等による大量散布 

  

影   響 

 

 

○ 人に知られることなく散布することが可能なことから、潜

伏期間内に感染者が移動することにより、二次的な感染を引

き起こし、多数の感染者が広範囲に発生するおそれがある。 

平素の備え 

 

 

 

１ 大規模テロ等対処要領の運用 

 「東京都大規模テロ等対処要領」に基づき、Ｎ（核物質）、

Ｂ（生物剤）、Ｃ（化学剤）など、テロ等の類型に応じた対

処要領の運用を図る。 

２ 災害拠点病院の設備の充実等 

  多数の被災者に対応できるように、災害拠点病院の設備整

備を促進する。 

３ 法整備の求め 

天然痘等による二次感染を防止するため、濃厚接触者の行

動制限などを内容とする法整備を国に求める。 

４ 近県との情報連絡体制の整備 

生物剤による攻撃にあっては、都の区域を越える広域的な

災害に対応することが重要であるため、保健所、都健康安全

研究センター等の機関は、近接する県との間で緊密な情報の

共有を図るための連絡体制を整備する。 

５ 普及啓発 

  生物剤テロに使用される可能性の高い病原体について、感

染症や感染予防に関する知識の普及・啓発を図る。 

テロ等への対処上

の留意事項 

１ 初動対応 

  都は、生物剤テロのがい然性が高いと判断されるに至った

場合、感染症発生動向調査を強化するとともに、医療機関と

連携してサーベイランスを実施する。 

２ 避難の指示 

 知事は、生物剤によるテロ等が行われた場合又はそのおそ

れがある場合は、武力攻撃が行われた場所又はそのおそれが

ある場所から直ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部

屋又は感染のおそれのない安全な地域に避難するよう指示す

る。なお、感染の危険のある区域の住民の避難は、区域外住

民の避難と区別するなど感染拡大の防止を図る。 

  人や動物を媒体とする生物剤によるテロ等が行われた場合

は、攻撃が行われた時期、場所等の特定が困難であることか



第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 

第４節別表 

- 220 - 

ら、住民を避難させるのではなく、感染者を入院させて治療

するなどの措置を講ずる。 

３ 医療活動 

  都は、東京消防庁の安全管理下において、東京ＤＭＡＴに

より、除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。 

医療活動に当たっては、生物剤によるものと考えられる感

染者の集団発生を正確に把握し、サーベイランスを徹底する。 

４ 感染の拡大防止 

感染症の被害拡大防止のため、事態を早期に把握し、まん

延防止のための適切な対応を図る。 

① 患者の移送 

病状等が既知の疾病と明らかに異なる感染症又は重篤

な感染症の患者が発生した場合、感染症指定医療機関等へ

の移送及び入院措置を行う。（必要に応じて医療関係者等

へのワクチンの接種等の防護措置を実施する。） 

 ② 汚染範囲の把握等 

都は、厚生労働省と協力し、情報収集、データ解析、疫

学調査、関係者へのデータ提供及び公開を行うサーベイラ

ンス（疾病監視）の結果等により汚染地域の範囲及び感染

源を特定する。また、都健康安全研究センターは、平素か

ら構築した連携体制を活用しつつ、適切な措置を講じる。 

 ③ 消毒等 

保健所は、警視庁等の関係機関と連携し、消毒剤、除染

機材等の装備を用いて消毒等の措置を講ずる。 

④ 汚染施設への立入禁止等 

都は、テロの被災現場となった施設や感染者の立寄り先

となった施設の閉鎖については、消毒の有無や汚染後の経

過期間等を考慮して決定する。 

 ⑤ 患者の移動制限 

   保健所は、感染症法に基づき、入院勧告など患者の移動

を制限する措置を講ずる。 

５ 天然痘テロの場合の二次感染防止 

天然痘によるテロが行われた場合は、感染率が高い家族・ 

同僚等の濃厚接触者に対しては優先してワクチン接種を行

うとともに、接種後も十分な健康監視を行う。また、状況に

より、濃厚接触者の行動制限や患者情報の公表を検討するな

ど、感染の拡大防止を図る。 

６ 原因不明の病気のまん延 
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都は、原因不明の病気のまん延など、集団での異常発生時

には、生物剤テロが行われた可能性を視野に入れて、早急に

詳しい情報を収集するなど正確な状況把握に努める。 
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■ 大量殺傷物質による攻撃（化学剤） 

事 態 例 ○ 市街地等における化学剤の大量散布 

 

影   響 

 

 

 

○ サリン等の化学剤を用いたテロが、建物屋内や交通機関内

部など閉鎖的な空間で発生した場合、多数の死傷者が発生す

る可能性がある。 

○ 急性症状を有する死傷者が発生するが、当初は原因物質の

特定は困難である。 

○ 一般的に、目や気道（口・鼻）、皮膚等に刺激的な症状が

現れる。 

○ 地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気よ

り重いサリン等の神経剤は下をはうように広がる。 

平素の備え 

 

 

 

１ 大規模テロ等対処要領の運用 

 「東京都大規模テロ等対処要領」に基づき、Ｎ（核物質）、

Ｂ（生物剤）、Ｃ（化学剤）など、テロ等の類型に応じた対

処要領の運用を図る。 

２ 災害拠点病院の設備の充実等 

  多数の被災者に対応できるように、災害拠点病院の設備整

備を促進する。 

３ 警戒対応 

  サリン等の化学剤テロに使用される可能性が高いと考え

られる物質について、盗難等に関する情報を入手したとき

は、サリン等防止法に基づき、警察官、海上保安官、消防吏

員等に報告するとともに、必要な警戒対応を検討する。 

テロ等への対処上

の留意事項 

１ 対応の基本 

  化学剤テロの発生時は、時間、場所、気象等により、二次

災害の発生や被害の発生に影響を与えかねないことから、防

災機関が連携し、被害の拡大防止と原因物質の早期の特定に

努める。 

２ 避難の指示 

都は、化学剤テロが行われた場合又はそのおそれがある場

合は、テロが行われた場所又はそのおそれがある場所から直

ちに離れ、外気からの密閉性の高い屋内の部屋など汚染のお

それのない安全な地域に避難するよう指示する。 

警戒区域の範囲については、汚染の測定結果、風向・風速

等の気象条件や化学剤の特性等を考慮して決定する。 

３ 医療活動 
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都は、東京消防庁の安全管理下において、東京ＤＭＡＴに

より、除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。なお、

その際、医師等に防護服等を着用させ、二次汚染を防止する。 

４ 汚染への対処 

都は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、

関係機関が行う原因物質の特定、汚染地域の範囲の特定、被

災者の救助及び除染等に資する情報収集を行う。 

被災者の除染は、災害現場において警察・消防等の現地活

動機関が行う。 

化学剤は、そのままでは分解・消滅しないため、汚染され

た地域を除染して、当該地域から原因物質を取り除くことに

留意する。   

５ 原因不明の事態への対処 

都は、原因不明の死傷者が集団で発生したような場合は、

化学剤テロが行われた可能性を視野に入れて、早急に詳しい

情報を収集するなど正確な状況把握に努める。 

 

 

 

 

 



第７章 大規模なテロ等（緊急対処事態）への対処 

第４節別表 

- 224 - 

 

■ 交通機関を破壊手段としたテロ   

事 態 例 ○ 航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 

 

影   響 

 

 

 

○ 航空機等による自爆テロが行われた場合、主な被害は施設

の破壊に伴う人的被害であり、施設の規模によって被害の大

きさが変わる。 

○ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺にも大きな被害が

発生するおそれがある。 

○ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するととも

に、建物、ライフライン等が被災し、社会経済活動にも支障

が生ずる。 

平素の備え ○ 大規模集客施設における平素の備えと同様 

 

テロ等への対処上

の留意事項 

１ 被害を最小限にするための対処 

  都は、テロ発生後、火災や建物の倒壊等による被害の拡大

を抑えるため、迅速に施設内の人々の避難誘導が行われるよ

う、施設管理者、警視庁、東京消防庁、第三管区海上保安本

部等、区市町村等に対して、必要な協力を行う。 

  また、周辺地域への影響を最小限に抑えるため、警察等関

係機関と連携し、周辺の住民や事業者等の避難、警戒区域の

設定等、必要な措置を速やかに行う。 

２ 国との連携 

  連続テロの可能性があること等を踏まえ、国との情報交換

を緊密に行う。 
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第１節 区市町村計画の作成基準 

 

１ 基本的考え方 

○ 区市町村長は、国民保護法、基本指針及び都の計画に基づき、区市町村にお

ける国民保護に関する計画（本節のみ、以下「計画」という。）を作成するもの

とする。 

○ 区市町村長は、計画を作成するときは、本節３「区市町村が行う国民保護措

置の共通の枠組み」（２２６頁）を踏まえ、各区市町村の特性に応じた対処を記

載するものとする。 

○ 区市町村長は、計画を作成するときは、本節４（２４２頁）に記載する都と

区市町村との間の役割分担を踏まえるものとする。 

○ 区市町村長は、計画の作成にあたっては、平成１７年度に総務省消防庁が示

した「区市町村国民保護モデル計画」及び都が示した「東京都区市町村国民保

護モデル計画」を参考とするものとする。 

 

（１）計画で定める事項 

○ 区市町村長は、次の事項を計画で定める。 

 

一 当該区市町村の区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関する事項 

二 区市町村が実施する国民保護措置に関する事項 

三 国民保護措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する

事項 

四 国民保護措置を実施するための体制に関する事項 

五 国民保護措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連

携に関する事項 

六 上記のほか、当該区市町村の区域に係る国民保護措置に関し区市町村長

が必要と認める事項 

 

 ○ 本章では、区市町村、指定地方公共機関が、それぞれの計画を作成する際

の基準となるべき事項を示す。 

第８章 区市町村計画・指定地方公共機関業務計画の作成基準 
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（２）計画作成にあたっての手続き等 

○ 区市町村長は、計画において他の区市町村と関係がある事項を定めると

きは、当該区市町村の長の意見を聴く。 

○ 区市町村長は、計画を作成するときは、あらかじめ、区市町村国民保護

協議会に諮問する。 

○ 区市町村長は、計画を作成するときは、あらかじめ、知事に協議する。 

○ 区市町村長は、計画作成にあたっては、指定行政機関の計画、都の計画

及び他の区市町村の計画との整合性を確保するよう努めるものとする。 

 

 

２ 構成 

○ 区市町村長は、次の構成の例を参考に、当該区市町村の実情に合わせ計画を

作成するものとする。 

 なお、構成の例は、あくまで都の計画の構成に沿って例示するものであり、 

区市町村計画の構成を定めるものではない。 

【構成の例】 

第１章 総論 

第２章 想定する武力攻撃事態及び緊急対処事態 

第３章 平素からの備え 

第４章 武力攻撃事態・緊急対処事態への対処 

第５章 復旧・復興等 

第６章 他の区市町村の避難住民等の受入 

 

 

３ 区市町村が行う国民保護措置の共通の枠組み 

○ 特別区制度、区市町村域を超えた都市の広がりなどの都の特性により、都及

び関係区市町村は武力攻撃事態等に応じて、緊密に連携協力し、適切に国民保

護措置を実施する必要がある。 

このため、区市町村は、以下に掲げる、都及び区市町村における各措置の共

通の枠組みを踏まえて、計画を作成するものとする。 

 

（１）普及・啓発及び訓練の実施 

○ 区市町村は、住民、地域の団体及び事業者等が、国民保護に関する措置

の重要性について理解を深めるとともに、武力攻撃事態等において適切に
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行動できるよう、多様な機会を活用し、普及・啓発に努めるものとする。 

○ 区市町村は、住民、地域の団体及び事業者の自発的な参加を得て、行動

や判断を伴う実践的な訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能力の

向上に努めるものとする。 

 

（２）警報・避難の指示の伝達 

○ 区市町村長は、知事から警報の通知、避難の指示の通知を受けたときは、

あらかじめ定めた伝達方法により、速やかに住民等に伝達するものとする。 

○ 区市町村は、区域内に所在する多数の者が利用又は居住する施設につい

て、各々の施設の管理者との情報伝達体制を整備するものとする。 

《多数の者が利用又は居住する施設》 

・大規模集客施設等（駅、空港、病院、学校、劇場等の文化施設、競技

施設等） 

・大規模オフィス 

・大規模な繁華街及び地下街 

・大規模（超高層）集合住宅 外 

≪警報の伝達の概要≫ 
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≪避難の指示の概要≫ 

 

警報・避難の指示等の伝達に関する留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 組織・体制の整備 

区市町村は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、２４時間即応

可能な体制の整備を行うほか、職員の配置及び参集基準等の整備を行うもの

とする。 

Ⅱ 通信連絡手段・システムの整備 

区市町村は、武力攻撃事態等における警報の伝達等に必要となる同報系そ

の他の防災行政無線の整備に努めることとし、既に防災行政無線の整備を行

っている区市町村においては、デジタル化の推進に努めるなど、都に準じて

通信連絡体制の整備に努めるものとする。 

Ⅲ 警報の伝達等に必要な準備 

区市町村は、知事から警報の通知、避難の指示の通知があった場合の住民

及び自治会、町内会等の関係団体への伝達方法等について、あらかじめ定め

ておくものとする。この場合、民生委員や社会福祉施設、国際交流協会等と

の協力体制を構築するなど、高齢者、障害者、外国人等に対する伝達に配慮

するものとする。 
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Ⅳ 警報の伝達 

区市町村長は、知事から警報の通知を受けたときは、あらかじめ定めた伝

達方法（伝達先、手段、伝達順位）により、速やかに住民及び関係のある公

私の団体（自治会等、区市町村の実情に応じて定めるもの）に伝達するもの

とする。 

警報の伝達方法については、現在区市町村が保有する伝達手段に基づき、

原則として以下の要領により行うものとする。 

① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」

に当該区市町村が含まれる場合 

原則として、同報系防災行政無線で国が定めたサイレンを最大音量で

吹鳴して住民に注意喚起した後、警報が発令された事実等を周知するも

のとする。 

② 同地域に当該区市町村が含まれない場合 

原則として、サイレンは使用せず、防災行政無線やホームページへの

掲載をはじめとする手段により、周知を図るものとする。（区市町村長が

特に必要と認める場合には、サイレンを使用してよいものとする。） 

警報の伝達にあたっては、広報車の使用、自主防災組織による伝達、自治

会等への協力依頼などの防災行政無線による伝達以外の効果的な方法も検討

するものとする。 

区市町村長は、その職員を指揮し、消防の協力を得て、あるいは自主防災

組織等の自発的な協力を得ることなどにより、住民等に警報の内容を伝達す

ることができるよう、体制の整備に努めるものとする。 

Ⅴ 警報の解除等の伝達 

警報の解除の伝達は、警報の伝達と同様に行う。ただし、原則として、サ

イレンは使用しないこととする。 
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（３）避難住民の誘導 

○ 区市町村長は、避難の指示があったときは、避難実施要領を定め、住民

等に伝達するものとする。 

○ また、区市町村長は、当該要領に基づき、次のとおり職員等を指揮し、

避難住民を避難先地域まで誘導するものとする。 

・東京消防庁の管轄区域内の区市町村 

その職員を指揮し、消防総監及び消防団長と協力して誘導する。 

・消防本部を設置している市町村 

その職員、消防長及び消防団長を指揮して誘導する。 

・消防本部を設置していない村 

その職員及び消防団長を指揮して誘導する。 

○ 島しょ地域の町村は、「第５章 島しょ地域における全島避難」（１８６

頁）に基づき、全島避難に関する事項を含めて計画を作成するものとする。 

○ 区市町村は、避難が完了したときは、都へその旨を報告するものとする。 
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想定される避難の形態と区市町村による誘導 

 

Ⅰ 突発的かつ局地的な事態の場合 

＊ゲリラ・特殊部隊による攻撃、テロ等（東京で特に留意する事態） 

 

   ① 屋外で突発的に発生 

要避難地域となった区市町村は、当初の屋内避難（退避）の指示により建

物内に避難した住民を、避難の指示等に基づき、避難所等まで誘導する。 

 

 

 

② 大規模集客施設等内で突発的に発生 

区市町村は、避難（退避）の指示により大規模集客施設等から施設外へ避

難した住民等を、避難の指示等に基づき、避難所等まで誘導する。 

 

※施設内で武力攻撃等が発生した場合は、施設外への避難の指示が基本 
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Ⅱ 突発的かつ広範囲な事態の場合 ＊核弾道ミサイル等 

要避難地域となった区市町村は、屋内に避難した住民等を、避難の指示等

に基づき、避難場所等を経て、他区市町村（他県）の避難所まで誘導する。 

 

 

 

Ⅲ 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合 

要避難地域となった区市町村は、避難住民を同一区市町村内の避難所等ま

で誘導する。 

 

要配慮者 
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Ⅳ 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合 

避難地域となった区市町村は、避難住民を、一時集合場所又は避難場所

等を経て、他の区市町村（他県）まで誘導する。 

 

 

Ⅴ 島しょ地域の全島避難の場合 

要避難地域となった町村は、本土の避難所まで、避難住民を誘導する。 

 

 

要
配
慮
者 

し
ゃ
り 

要配慮者 

要配慮者（病人等）は 
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避難住民の誘導における留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 避難実施要領のパターンの作成 

区市町村は、都、警察署、消防署（東京消防庁管轄地域内に限る。）等の

関係機関と緊密な意見交換を行いつつ、総務省消防庁が作成した「避難実施

要領のパターン作成に当たって（避難マニュアル）（平成１８年１月）」や「「避

難実施要領のパターン」作成の手引き（平成２３年１０月）」を参考に、複

数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成するものとする。この場合、

高齢者、障害者、乳幼児等の避難方法等について配慮するものとする。 

Ⅱ 避難実施要領の作成 

区市町村長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ちに、都、警察署、

消防署（東京消防庁管轄地域内に限る。）等の関係機関の意見を聴きつつ、

あらかじめ作成した避難実施要領のパターンの中から、的確かつ迅速に避難

実施要領を作成するものとする。 

≪避難実施要領に定める事項≫ 

・避難の経路、避難の手段その他避難の方法に関する事項 

・避難住民の誘導の実施方法、避難住民の誘導に係る関係職員の配置そ

の他避難住民の誘導に関する事項 

・避難の実施に関し必要な事項 

Ⅲ 避難実施要領作成の際の主な留意事項 

① 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

避難が必要な地域の住所を可能な限り明示するとともに、自治会、町内

会、事務所等、地域の実情に応じた適切な避難の実施単位を記載する。 
（例：Ａ市Ａ１地区１－２、１－３の住民は「Ａ１町内会」、Ａ市Ａ２地区１－１の住

民は各ビル事業所及び「Ａ２町内会」を避難の単位とする） 

② 避難先 

避難先の住所及び施設名を可能な限り具体的に記載する。 
（例：避難先：Ｂ市Ｂ１地区２－３にあるＢ市立Ｂ１高校体育館） 

③ 一時集合場所及び集合方法 

避難住民の誘導や運送の拠点となるような、一時集合場所等の住所及び

場所名を可能な限り具体的に明示するとともに、集合場所への交通手段を

記載する。 
（例：集合場所：Ａ市Ａ１地区２－１のＡ市立Ａ１小学校グラウンドに集合する。集合

に当たっては、原則として徒歩により行う。必要に応じて、自転車等を使用するもの

とし、要配慮者については自動車等の使用を可とする。） 

④ 集合時間 

避難誘導の際の交通手段の出発時刻や避難誘導を開始する時間を可能

な限り具体的に記載する。 
（例：バスの発車時刻：○月○日１５：２０、１５：４０、１６：００） 
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⑤ 集合に当たっての留意事項 

集合後の町内会内や近隣住民間での安否確認、要配慮者への配慮事項等、

集合に当たっての避難住民の留意すべき事項を記載する。 
（例：集合に当たっては、高齢者、障害者等要配慮者の所在を確認して避難を促すとと

もに、集合後は、避難の単位ごとに不在確認を行い、残留者等の有無を確認する。） 

⑥ 避難の手段及び避難の経路 

集合後に実施する避難誘導の交通手段を明示するとともに、避難誘導の

開始時間及び避難経路等、避難誘導の詳細を可能な限り具体的に記載する。 
（例：集合後は、○○鉄道○○線 AA 駅より、○月○日の１５：３０より 10 分間隔で運

行する B 市 B1 駅行きの電車で避難を行う。B市 B1 駅に到着後は、B 市及び A市職員の

誘導に従って、徒歩で B市立 B1 高校体育館に避難する。） 

⑦ 区市町村職員、消防職員及び消防団員の配置等 

避難住民の避難誘導を迅速かつ円滑に行えるよう、関係区市町村職員、

消防職員及び消防団員の配置及び担当業務等を明示するとともに、その連

絡先等を記載する。 

⑧ 高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への対応 

高齢者、障害者、乳幼児等、自ら避難することが困難な者の避難誘導を

円滑に実施するために、これらの者への対応方法を記載する。 
（例：誘導に際しては、高齢者、障害者、乳幼児等、自ら避難することが困難な者を優

先的に避難させるものとする。また、民生委員、自主防災組織及び自治会等に、避難

誘導の実施に協力してもらうよう呼びかける。） 

⑨ 要避難地域における残留者の確認 

要避難地域に残留者が出ないよう、残留者の確認方法を記載する。 
（例：避難の実施時間の後、速やかに残留者の有無を確認する。避難が遅れている者に

対しては、早急な避難を行うよう説得する。避難誘導中に避難者リストを作成する。） 

⑩ 避難誘導中の食料等の支援 

避難誘導中に避難住民へ、食料・水・医療・情報等を的確かつ迅速に提

供できるよう、それら支援内容を記載する。 
（例：避難誘導要員は、○月○日１８：００に避難住民に対して、食料・水を供給する。

集合場所及び避難先施設においては、救護所を設置し、適切な医療を提供する。） 

⑪ 避難住民の携行品、服装 

必要最低限の携行品、服装とするよう，留意事項を記載する。 
（例：携行品は、数日分の飲料水や食料品、生活用品、救急医薬品、ラジオ、懐中電灯

等、必要なものを入れた非常持出品のみとし，身軽に動けるようにする。服装は、身

軽で動きやすいものとし、帽子や頭巾で頭を保護し、靴は底のしっかりした運動靴を

履くようにする。なお、NBC 災害の場合には、マスク、手袋及びハンカチを持参し、皮

膚の露出を避ける服装とする。） 

⑫ 避難誘導から離脱してしまった際の緊急連絡先等 

問題が発生した際の緊急連絡先を記述する。 
（例：緊急連絡先：Ａ市対策本部 TEL 0×-××52-××53）担当○田×夫） 

Ⅳ 運送体制の整備等 

区市町村は、区市町村内における住民の避難及び緊急物資の運送に関する

体制を整備するとともに、都と連携して区市町村内の輸送力、輸送施設に関

する情報を把握する。 
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避難実施要領（案） 

 

東 京 都 Ａ 市 長 

○月○日○時現在 

１ 避難の経路、避難の手段その他避難の方法 

Ａ市における住民の避難は、次の方法で行うものとする。 

（１）Ａ市のＡ１地区の住民は、Ｂ市のＢ１地区にある B 市立 B1 高校体育館を避難先とし

て、○日○時を目途に住民の避難を開始する。 

【避難経路及び避難手段】 

○ 避難の手段（バス・鉄道・船舶・その他） 

・バスの場合：Ａ市Ａ１地区の住民は、Ａ市立Ａ１小学校グラウンドに集合するそ

の際、○日○時を目途に、できるだけ自治会、町内会、事業所等の

単位で行動すること。 

集合後は、○○バス会社の用意したバスにより、国道○○号線を利

用して、Ｂ市立Ｂ１高校体育館に避難する。 

・鉄道の場合：Ａ市Ａ１地区の住民は、○○鉄道△△線ＡＡ駅前広場に集合する。

その際○日○時○分を目途に、できるだけ自治会、町内会、事業所

等の単位で行動し、ＡＡ駅までの経路としては、できるだけ国道○

○号線又はＡＡ通りを使用すること。 

集合後は、○日○時○分発Ｂ市Ｂ１駅行きの電車で避難する。Ｂ市

Ｂ１駅到着後は、Ｂ市職員及びＡ市職員の誘導に従って、主に徒歩

でＢ市立Ｂ１高校体育館に避難する。 

・船舶の場合：Ａ市１地区の住民は、Ａ市Ａ港に、○日○時○分を目途に集合する。 

その際、○日○時○分を目途に、できるだけ自治会、町内会、事業

所等の単位で行動すること。集合後は、○日○時○分発Ｂ市Ｂ１港

行きの、○○汽船が所有するフェリー○○号に乗船する。 

・・・・以下略・・・ 

（２）Ａ市Ａ２地区の住民は、Ｂ市Ｂ２地区にあるＢ市立Ｂ２中学校を避難先として、○日

○時○分を目途に住民の避難を開始する。 

・・・・以下略・・・ 

２ 避難住民の誘導の実施方法 

（１）職員の役割分担 

避難住民の避難誘導が円滑に行えるよう、以下に示す要員及びその責任者等について、

市職員等の割り振りを行う。 

・住民への周知要員    ・避難誘導要員   ・市対策本部要員 

・現地連絡要員      ・避難所運営要員  ・水、食料等支援要員 等 

（２）残留者の確認 

市で指定した避難の実施時間の後、速やかに、避難を指示した地区に残留者がいない

か確認する。（時間的余裕がある場合は、各世帯に声をかける。） 

（３）高齢者、障害者その他特に配慮を要する者に対する避難誘導 

誘導に当たっては、傷病者、障害者、高齢者、幼児等を優先的に避難誘導する。また、

自主防災組織や自治会など地域住民にも、福祉関係者との連携の下、市職員等の行う避

難誘導の実施への協力を要請する。 

３ その他避難の実施に関し必要な事項 

（１）携行品は、数日分の飲料水や食料品、生活用品、救急医薬品、ラジオ、懐中電灯等、

必要なものを入れた非常持出品のみとし，身軽に動けるようにする。 

（２）服装は、身軽で動きやすいものとし、帽子や頭巾で頭を保護し、靴は底の丈夫な履き

なれた運動靴を履くようにする。 

（３）避難誘導から離脱してしまった場合などの緊急時の連絡先は以下のとおりとする。 

Ａ市対策本部 担当 △山○男 

ＴＥＬ  0×-52××-××51（内線 ××××） 

ＦＡＸ 0×-52××-××52 

・・・・以下略・・・ 
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（４）救援 

○ 区市町村長は、都とあらかじめ調整した役割分担に従い、都と緊密な連

携を図りながら、避難住民や被災住民に対する救援を行うものとする。 

≪避難所の運営・支援体制≫ 

   

 

（５）要配慮者の支援 

○ 区市町村は、災害時における要配慮者対策に国民保護の観点も含め、要

配慮者の支援体制を整備するよう努めるものとする。 

○ 区市町村は、要配慮者の避難に対して、避難場所、避難所等の拠点まで

の移送を支援するものとする。 

≪要配慮者の支援の概要≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要配慮者） 



第８章 区市町村計画・指定地方公共機関業務計画の作成基準 

第１節 区市町村計画の作成基準 

 - 238 - 

（６）緊急物資等の配送 

○ 区市町村は、区域内の地域内輸送拠点、食品等集積地を設定し、都等か

らの緊急物資の配送を受けるものとする。 

○ 地域内輸送拠点等から避難所等への運送については、区市町村が行うも

のとする。 

≪緊急物資等の配送の概要≫ 

 

 

（７）被災情報の収集・整理・報告 

○ 区市町村は、被災情報の収集、整理及び知事への報告等を適時かつ適切

に実施するため、あらかじめ情報収集・連絡に当たる担当者を定めるとと

もに、必要な体制の整備に努めるものとする。 

○ 区市町村は、火災・災害等即報要領に基づき被災情報の第一報を都に報

告するものとし、その後は随時、都が総務省消防庁に報告を行う方法に準

じて、都に被災情報を報告するものとする。 

 

（８）安否情報の収集・整理・報告・提供 

○ 区市町村長は、避難住民及び被災住民の安否情報を収集、整理し、知事

に報告するものとする。 

○ また、安否情報について照会があったときは、速やかに回答するものと

する。 

基地 

 （都寄託物資を含む） 
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≪安否情報の収集・提供の概要≫ 

 

 

 

安否情報の収集・報告等における留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 安否情報の収集、整理、報告及び提供のための準備 

区市町村は、安否情報を円滑に収集、整理、報告及び提供することができ

るよう、安否情報の収集、整理及び提供の責任者をあらかじめ定め、必要な

研修・訓練を行っておくものとする。 

区市町村は、安否情報の収集を円滑に行うため、医療機関、諸学校、大規

模事業所等安否情報を保有し、収集に協力を求める可能性のある関係機関に

ついて、既存の統計資料等に基づいてあらかじめ把握しておくものとする。 

Ⅱ 区市町村による安否情報の収集 

区市町村による安否情報の収集は、避難住民の誘導の際に、避難住民等か

ら任意で収集した情報のほか、住民基本台帳等区市町村が平素から行政事務

の円滑な遂行のために保有する情報を参考に、避難者名簿を作成する等によ

り行うものとする。 

また、区市町村は、あらかじめ把握してある医療機関、諸学校、大規模事

業所等安否情報を保有している関係機関に対し、安否情報の収集についての

協力を求めるものとする。 

Ⅲ 区市町村による安否情報の報告及び照会に対する回答 

区市町村による安否情報の都への報告及び照会に対する回答は、都に準じ

て行うものとする。 
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Ⅳ 安否情報の報告・回答に関する事務処理手順 

 ① 知事に対する報告 

区市町村は、知事への報告に当たっては、原則として、安否情報システ

ムへの入力で行い、安否情報システムが利用できない場合には、安否情報

省令第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁的記録

を含む。）を、電子メールで都総務局に送付する。ただし、事態が急迫し

てこれらの方法によることができない場合は、口頭や電話などで報告を行

う。 

 

② 安否情報の照会に対する回答 

ア 安否情報の照会の受付 

区市町村は、安否情報の対応窓口、電話及びＦＡＸ番号、メールアド

レスについて、区市町村対策本部を設置すると同時に住民に周知する。 

 住民からの安否情報の照会については、原則として区市町村対策本部

に設置する対応窓口に、安否情報省令第３条に規定する様式第４号に必

要事項を記載した書面を提出することにより受け付ける。ただし、安否

情報の照会を緊急に行う必要がある場合や照会をしようとする者が遠

隔地に居住している場合など、書面の提出によることができない場合

は、口頭や電話、メールなどでの照会も受け付ける。 

イ 安否情報の回答 

  区市町村は、安否情報の照会を行う者の身分証明書により本人確認等

を行い、安否情報省令第４条に規定する様式第５号により、当該照会に

係る者が避難住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し、又

は負傷しているか否かの別を回答する。 

ただし、当該照会が不当な目的によるものと認めるとき、照会に対す

る知り得た事項を不当な目的に使用されるおそれがあると認めるとき

は、回答しないものとする。 

区市町村は、照会に係る者の同意があるとき又は公益上特に必要があ

ると認めるときは、照会をしようとする者が必要とする安否情報に応

じ、必要と考えられる安否情報項目を様式第５号により回答する。 

 

③ 個人の情報の保護への配慮 

 安否情報は個人の情報であることに鑑み、その取扱いについては十分

留意すべきことを職員に周知徹底するとともに、安否情報データの管理

を徹底する。 

 安否情報の回答に当たっては、必要最小限の情報の回答に止めるもの

とし、負傷又は疾病の状況の詳細、死亡の状況等個人情報の保護の観点

から特に留意が必要な情報については、安否情報回答責任者が判断す

る。 
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（９）特殊標章等の交付、使用許可 

○ 区市町村長又は消防長は、その職員等に特殊標章等の交付又は使用許可

を行うため、必要な事項を定めるものとする。 

① 平素からの特殊標章等の交付又は使用許可に係る体制の整備 

・「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライ

ン」（＊）に基づく特殊標章等交付要綱の作成 

・特殊標章等の作成・管理 

・赤十字標章等及び特殊標章等に関する普及・啓発 

② 武力攻撃事態等における特殊標章等の取り扱い 

・あらかじめ作成した特殊標章等交付要綱に基づく特殊標章等の交付又

は使用許可 

・国民保護措置に使用される場所、施設等を識別させるための特殊標章

の表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
（＊）

「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」について（平成１７年 

 ８月２日付閣副安危第３２１号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態

法制企画担当）通知） 
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４ 都と区市町村間における役割分担 

○ 都と区市町村間における主な役割分担は、防災計画における都と区市町村の

役割分担を踏まえ、次のとおりとする。なお、救援に係る措置については、国

民保護法上は知事の役割とされているところであるが、国民保護法第７６条第

１項（＊）の規定に基づき、その一部を区市町村長が行うこととするものである。 

主な措置 役割分担 

避難場所の運営 
○ 原則として避難場所が所在する区市町村が運営する。 

○ 必要に応じて都が補完する。 

避難所等の運営 

○ 避難所・二次避難施設の開設、運営は区市町村が行うこととし、

都はこれを補完する。 

○ 都又は民間が管理する大規模施設などの運営は都が行うことと

し、区市町村は、これに協力する。 

食料・生活必需品の

供給 

○ 都による一括調達を原則とし、必要に応じて、都及び区市町村

における備蓄品を活用する。 

○ 緊急時における食料・生活必需品は、区市町村の備蓄品（都の

事前配置分を含む。）又は調達品をもって充てる。 

医療の実施 

○ 医療救護所の設置、医療救護班等の派遣は、区市町村が一次的

に行い、都は要請に基づき都医療救護班の派遣、都医師会等に対

する派遣要請や広域的な応援要請を行う。 

○ 都は区市町村の要請に基づき医薬品、医療資材の補充を行う。 

○ 区市町村は被災現場から医療救護所までの患者搬送及び医療救

護所から災害拠点病院等への患者搬送を実施し、都は医療救護所

から災害拠点病院等への患者搬送を実施する。 

備蓄 

○ 食糧、生活必需品、医薬品等の備蓄は、災害対策用の備蓄を活

用する。 

○ ＮＢＣ災害への対処として、都は、都が現地に派遣する職員の

安全確保のために必要となる資材を備蓄又は調達する。区市町村

は、それぞれの地域の特性に応じて資材を備蓄又は調達する。 

保健衛生の確保 

○ 区市町村は巡回健康相談等を行うため、保健活動班を編成して

避難所等に派遣し、都は要請に基づき区市町村の支援及び補完を

行う。 

○ 都及び区市町村は、避難所の食品衛生指導等を行う。 

○ 区市町村は、避難所に対する衛生管理指導を行い、都はこれに

指導・助言を行う。 

 

                                            
（＊）

国民保護法第７６条第１項 都道府県知事は、救援を迅速に行うため必要があると認めるときは、

その権限に属する救援の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 
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被災者の捜索及び救

出 

○ 区市町村は、警視庁、東京消防庁又は消防本部が中心となって

行う被災者の捜索、救出に協力する。 

埋葬及び火葬 

○ 区市町村は、身元不明遺体を適正に保管し、適正期間経過後に

火葬するとともに、遺留品、遺骨の保管を行う。 

○ 都は必要に応じて広域火葬体制に基づく火葬の実施について調

整、推進する。 

電話その他の通信設

備の提供 

○ 都は電気通信事業者である指定公共機関の協力を得て通信機器

等を設置する。 

○ 区市町村は避難所において機器の設置場所の確保を行い、機器

を被災者の利用に供し、管理する。 

武力攻撃災害による

被害を受けた住宅の

応急修理 

○ 区市町村は、都が定める選定基準により応急修理対象者の募集、

選定を行う。 

○ 都は区市町村からの報告を基に応急修理を実施する。 

学用品の給与 
○ 区市町村は、必要量を把握し都に報告する。 

○ 都は学用品を一括して調達し、区市町村が配付する。 

行方不明者の捜索及

び死体の処理 

○ 区市町村は、警視庁、東京消防庁又は消防本部が中心となって

行う行方不明者の捜索に協力する。 

○ 区市町村は、警視庁等関係機関と連携して、死体収容所の開設、

死体の搬送、収容及び処理等を行う。 

○ 都は、行方不明者の捜索、死体の搬送・収容等に関する支援、

連絡調整を行う。 

ごみ、し尿、がれき

処理及び土石・竹木

等の除去 

○ 区市町村は、各所管区域のごみ処理を行う。 

○ 区市町村は、仮設トイレ等を設置するとともに、し尿を収集し、

下水道施設（水再生センター又は管路）への搬入又は投入により

処理する。 

○ 都は、搬入又は投入先の下水道施設（水再生センター又は管路）

のし尿受け入れ口の特定を行う。 

○ 区市町村は、所管区域におけるがれき処理を行う。都は、がれ

き処理に関する広域的な調整を行う。 

○ 区市町村は、土石、竹木等の除去を実施する。都は、広域的な

観点から実施順位等を定め、区市町村と協力して土石、竹木等の

除去を実施する。 

応急仮設住宅等の設

置、運営 

○ 都は、応急仮設住宅等を設置し、原則として管理は供給主体が

行う。 

○ 区市町村は、入居者の募集、選定及び入居者管理を行う。 
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５ 計画に定める必須項目 

○ 区市町村長は、次の項目を必須項目として、区市町村計画において定めるも

のとする。 

措置区分等 項 目 根拠条文 

総則 

区市町村対策本部の設置 法２７条 

区市町村現地対策本部の設置 法２８条 

組織・体制の整備 法４１条 

訓練の実施 法４２条 

避難に関す

る措置 

警報の伝達等 法４７条 

警報の解除の伝達 法５１条 

避難実施要領の策定 法６１条 

避難実施要領を定めたときの住民等への伝達及び

関係機関への通知 

法６１条 

緊急通報の伝達 法１００条 

武力攻撃災

害対処 

区市町村が管理する生活関連等施設の安全の確保 法１０２条 

危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止 法１０３条 

武力攻撃原子力災害への対処 法１０５条 

被災情報の収集 法１２６条 

国民生活の

安定に関す

る措置 

生活関連物資等の価格の安定等 法１２９条 

水の安定的な供給 法１３４条 

応急の復旧 法１３９条 

復旧・備蓄

その他の措

置 

武力攻撃災害の復旧 法１４１条 

避難及び救援に必要な物資及び資材の備蓄等 法１４２条 

国民の保護のための措置に必要な物資及び資材の

備蓄等 

法１４５条 

緊急対処事

態対処 

緊急対処保護措置 法１７８条 

※ 本表は、国民保護法において区市町村の国民保護計画に定めることが規定されて

いる項目を一覧化したものである（区市町村の実情に照らし該当しない項目がある

場合、当該項目を計画に記述する必要はない。）。 
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第２節 指定地方公共機関業務計画の作成基準 

１ 基本的考え方 

○ 指定地方公共機関は、国民保護法、基本指針並びに都の計画に基づき、その

業務に関し、国民保護に関する業務計画（以下「業務計画」という。）を作成す

るものとする。 

○ 指定地方公共機関の業務計画は、都の計画等に基づきながらも、あくまで国

民保護措置の実施主体たる指定地方公共機関の自主的な判断により作成される

ものとする。 

 

（１）計画で定める事項 

○ 指定地方公共機関は、次の事項をその業務計画において定める。 

一 指定地方公共機関が実施する国民保護措置の内容及び実施方法に関する

事項 

    二 国民保護措置を実施するための体制に関する事項 

    三 国民保護措置の実施に関する関係機関との連携に関する事項 

    四 前三号に掲げるもののほか、国民保護措置の実施に関し必要な事項 

 

（２）計画作成にあたっての手続き等 

○ 指定地方公共機関は、その業務計画を作成したときは、速やかに、知事

に報告し、関係区市町村長に通知するとともに、公表するものとする。 

 

（３）各事業者の国民保護措置の概要 

○ 指定地方公共機関は、次の措置に万全を期すものとする。 

事業者 措置の概要 

放送事業者 警報の内容等の速やかな放送 

ガス事業者 
ガスを安定的かつ適切に供給するために必要な

措置 

運送事業者 
旅客及び貨物の運送を確保するために必要な措

置 

病院その他の医療機関 医療を確保するため必要な措置 

河川管理施設、道路、港湾

及び空港の管理者 

河川管理施設、道路、港湾及び空港の適切な管理 
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２ 構成 

○ 指定地方公共機関は、次の構成の例を参考に、その業務の実情に合わせ業務

計画を作成するものとする。 

 なお、構成の例は、あくまで都の計画の構成に沿って例示するものであって、 

業務計画の構成を定めるものではない。 

  【構成の例】 

第１章 総論 

第２章 想定する武力攻撃事態及び緊急対処事態 

第３章 平素からの備え 

第４章 武力攻撃事態・緊急対処事態への対処 

第５章 復旧・復興等 

 

３ 業務計画に定める必須項目 

○ 指定地方公共機関は、次の項目を必須項目として、その業務計画を定めるも

のとする。 

措置区分等 項 目 根拠条文 

総則 
組織の整備等 法４１条 

訓練の実施 法４２条 

避難に関する措

置 

警報の内容の放送   《放送事業者のみ》 法５０条 

警報解除の内容の放送 《放送事業者のみ》 法５１条 

避難の指示・避難の指示解除の内容の放送 

《放送事業者のみ》 

法５７条 

武力攻撃災害対

処 

被災情報の収集 法１２６条 

国民生活の安定

に関する措置 

ガスの安定的な供給  《ガス事業者のみ》 法１３４条 

水の安定的な供給     《水道事業者》 法１３４条 

運送の確保      《運送事業者のみ》 法１３５条 

医療の確保       《医療機関のみ》 法１３６条 

公共的施設の適切な管理《該当事業者のみ》 法１３７条 

応急の復旧 法１３９条 

復旧・備蓄その

他の措置 

武力攻撃災害の復旧 法１４１条 

国民の保護のための措置に必要な物資及び資

材の備蓄等 

法１４５条 

緊急対処事態対

処 

緊急対処保護措置 法１７９条 
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４ 業務計画作成上の留意事項 

 

（１）組織の整備等 

○ 指定地方公共機関は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、職

員等の配置等国民保護措置に必要な体制の整備を行うほか、参集基準等の

整備を行うものとする。 

・職員等の参集基準等 

・職員等への連絡手段の確保 

・職員等の服務基準 

 

（２）被災情報の収集、整理及び報告等に必要な準備 

○ 指定地方公共機関は、被災情報の収集、整理及び知事への報告等を適時

かつ適切に実施するため、あらかじめ情報収集・連絡に当たる担当者を定

めるとともに、必要な体制の整備に努めるものとする。 

 

（３）被災情報の収集、報告等 

○ 指定地方公共機関は、その管理する施設及び設備に関するもの並びにそ

の業務として行う国民保護措置に関するものの被災情報を収集するよう努

めるとともに、各機関が保有する通信連絡手段により、当該被災情報を都

に速やかに報告するものとする。 

 

（４）物資及び資材の備蓄、整備 

○ 指定地方公共機関は、都と連携し、国民保護措置の実施のために必要な

物資及び資材について、防災のための備蓄の品目、備蓄量、備蓄場所、物

資及び資材の供給要請先等の確実な把握等に努めるとともに、武力攻撃災

害において迅速に供給できる体制を整備するものとする。 

 

（５）避難の指示の放送内容について 

○ 放送事業者である指定地方公共機関による避難の指示の放送については、

避難の指示の内容が詳細にわたる場合も考えられることにかんがみ、その

迅速な伝達を確保する観点から、避難の指示の内容を逐一すべて放送しな

ければならないというものではなく、伝えるべき避難の指示の内容の正確

さを損なわない限度において、その放送の方法については、放送事業者の

自主的な判断にゆだねるものとする。 
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（６）避難住民の運送 

○ 運送事業者である指定地方公共機関は、知事又は区市町村長から避難住

民の運送の求めがあったときは、正当な理由がない限り、その求めに応じ

るものとする。また、武力攻撃事態等において、それぞれの国民保護業務

計画に定めるところにより、旅客の運送を確保するために必要な措置を講

ずるものとする。 
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用　　　語 説　　　　　　　　　　　　　　　明

安定ヨウ素剤

　原子力施設等の事故に備えて、服用するために調合した放射能をも
たないヨウ素をいう。
　被ばく前に安定ヨウ素剤を服用することにより、甲状腺（ヨウ素が
濃集しやすい。）をヨウ素で飽和しておくと、被ばくしても放射性ヨ
ウ素が甲状腺に取り込まれず、放射能による甲状腺障害の予防的効果
が期待できる。

ｅ－ラーニング

　パソコンとインターネットを中心とするＩＴ技術を活用した教育シ
ステム。インターネットで講義内容や教材を配信したり、講師との質
疑応答をするなど、教室に集合する必要がなく、ネットワークに接続
したパソコンがあれば、時間と場所の制約を受けずに学習が可能。

疫学調査

　病気の発生原因・対策を推論するために、疾病を集団として調査す
る方法。患者発見のために各種検査を利用することによる調査で、こ
の調査によって病気あるいは症例と、考えられる原因との間の因果関
係を明らかにし、治療の方法の確立に役立てる方法。

ＬＧＷＡＮ
（エルジーワン）

　総合行政ネットワーク（Local Government Wide Area Network）の
略称。
　地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、地方公共団体
間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用
を図ることを目的とする、高度なセキュリティを維持した行政専用の
ネットワーク。国の府省間ネットワークである霞が関WAN と相互接続
しており、国の機関との情報交換にも利用されている。

用　　語 説　　　　　　　　　　明

緊急消防援助隊
　大規模災害発生時における人命救助活動等をより効果的かつ迅速に
実施する体制を国として確保するために、平成７年に創設された消防
の広域援助体制。

緊急情報ネット
ワークシステム
（通称：Em-Net
（エムネット））

内閣官房が整備を進めている、行政専用回線である総合行政ネット
ワーク「LGWAN」を利用した国（総理大臣官邸）と地方公共団体間で緊
急情報を双方向通信するためのシステム

緊急通行車両
　交通規制により一般車両の通行が禁止又は制限される場合に、公安
委員会等で確認を受けて優先的に通行することができる緊急車両。

緊急対処事態

　武力攻撃の手段に準じる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発
生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認め
られるに至った事態で、国家として緊急に対処することが必要なもの
をいう。

用　　　語　　　集

あ行 
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警察災害派遣隊
　国内において、大規模災害が発生し、またはまさに発生しようとし
ている場合に、道府県警察から警視庁に派遣される救出救助・交通対
策・治安の維持等の活動を行う部隊をいう。

用　　語 説　　　　　　　　　　明

サーベイランス

　疾病を予防し有効な対策を確立する目的で、疾病の発生状況などを
継続的に監視することをいい、具体的には、患者の発生状況、病原体
の分離状況、免疫の保有状況などの情報収集、解析を継続的に行うこ
と。

災害拠点病院

　通常の医療供給体制では医療の確保が困難となった場合に、傷病者
を受け入れるとともに、知事の要請に基づいて、医療救護班を編成
し、応急的な医療を実施する医療救護所との連携をもとに重症者の医
療を行う病院。

指定行政機関

　政令で定める次の機関。
　内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消
防庁、法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、
文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、資
源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光庁、気
象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会及び防衛省　（国民保
護法第２条第１項、事態対処法第２条第４号）

指定公共機関

　独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会、その他の
公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法
人で、政令で定められている。　（国民保護法第２条第１項、事態対
処法第２条第６号）

指定地方行政機関
　指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行政機関で、政令で
定められている。　（国民保護法第２条第１項、事態対処法第２条第
５号）

指定地方公共機関

　都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公
益的事業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する法
人及び地方独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該
都道府県の知事が指定するものをいう。　（国民保護法第２条第２
項）

自主防災組織

　大規模災害等の発生による被害を防止し、軽減するために地域住民
が連帯し、協力し合って「自らのまちは自ら守る」という精神によ
り、効果的な防災活動を実施することを目的に結成された組織をい
う。
　なお、東京都地域防災計画においては、町会や自治会などを主体に
結成されている地域の防災活動を担う組織を、「防災市民組織」と定
義づけている。

事態認定
　政府が定める対処基本方針又は緊急対処事態対処方針の中で、武力
攻撃やテロなどの事案を、武力攻撃事態、武力攻撃予測事態又は緊急
対処事態として認定すること。

さ行 
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ジュネーヴ諸条約

　1949年のジュネーヴ諸条約 （ジュネーヴ4条約） のこと。
　武力紛争が生じた場合に、傷者、病者、難船者及び捕虜、これらの
者の救済にあたる衛生要員及び宗教要員並びに文民を保護することに
よって、武力紛争による被害をできる限り軽減することを目的とした
以下の4条約の総称。日本は、1953年4月21日に加入した。
　・陸上の傷病兵の保護に関する第１条約
　・海上の傷病兵・難船者の保護に関する第２条約
　・捕虜の待遇に関する第３条約
　・文民の保護に関する第４条約

生活関連等施設

　発電所、浄水施設、危険物の貯蔵施設など国民生活に関連のある施
設で、その安全を確保しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそ
れがあると認められる施設又はその安全を確保しなければ周辺地域に
著しい被害を生じさせるおそれがあると認められる施設。

全国瞬時警報シス
テム（通称：J-
ALERT（Jアラー
ト）)

　弾道ミサイル情報、津波情報、緊急地震速報等、対処に時間的余裕
のない事態に関する情報を、人工衛星を用いて国（内閣官房・気象庁
から消防庁を経由）から送信し、市区町村の同報系の防災行政無線等
を自動起動することにより、国から住民まで緊急情報を瞬時に伝達す
るシステム

用　　語 説　　　　　　　　　　明

対処基本方針
　武力攻撃事態等に至ったときに政府がその対処に関して定める基本
的な方針。（緊急対処事態に至ったときに定める方針は、「緊急対処
事態対処方針」という。）

立川地域防災セン
ター

　東京都の地域防災拠点の一つとして、立川広域防災基地の中に設置
した施設で多摩地域の防災活動の拠点となる。災害時には東京都防災
センターの指揮の下で災害対策を行うため、情報収集及び連絡調整機
能、備蓄・輸送機能、一時避難所等の機能を備えている。
　本計画においては、東京都防災センターが被災等により使用不能な
場合に使用する施設の一つとして位置付けている。

ダーティボム
　放射性物質を散布することにより、放射能汚染を引き起こすことを
意図した爆弾。核兵器に比べて小規模ではあるが、爆薬による爆発の
被害と放射能による被害をもたらす。

第一追加議定書

　第２次世界大戦後の植民地独立の動き、軍事技術の発展などによ
り、武力紛争の形態が多様化したことに対応するため、ジュネーヴ条
約を補完・拡充するジュネーヴ条約追加議定書の一つで、締約国間に
生じる国際的な武力紛争や占領の事態に適用される。
　追加議定書には、このほかに締約国の軍隊と反乱軍との間に生じる
非国際的な武力紛争に適用される「第二追加議定書」がある。
　これらは、１９７７年に作成されており、日本の加入は２００４年
８月３１日（２００５年２月２８日発効）。

地域衛星通信ネッ
トワーク

　防災行政無線の拡充・強化、行政情報伝達の効率化及び地域からの
情報発信の充実を図ることを目的とした、全国の地方公共団体を結ぶ
地域衛星通信ネットワーク。(一財)自治体衛星通信機構が構築を進め
ている。
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東京ＤＭＡＴ

　大震災等の自然災害をはじめ、大規模交通事故等の都市型災害の現
場へ出場し、消防隊等と連携して多数傷病者等に対して救命処置等の
活動を行う災害医療派遣チーム。
　災害現場で救急隊と連携した医療活動を行うための専門的な研修を
実施し、東京ＤＭＡＴを編成する病院を指定して実施体制を整えてい
る。
　ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team

東京都災害情報シ
ステム

　災害時に防災機関から収集した被害・措置情報等を東京都防災セン
ターが一元的に管理して都の災害対策活動に資するとともに、端末設
置機関がこれら災害情報を活用し、各機関の災害対策活動等に役立て
ることを目的としたシステム

東京都防災セン
ター

　都と各機関の情報連絡、情報分析及び災害対策・国民保護措置の審
議、決定、指示を行う中枢の施設。
　防災行政無線を活用したデータ通信機能及び画像通信機能を持つ防
災情報システムを整備している。

トリアージ
　発生時に多数の傷病者が同時に発生した場合に、傷病者の緊急度や
重症度に応じて適切な処置や搬送を行うための治療優先順位を決定す
ること。

用　　語 説　　　　　　　　　　明

武力攻撃事態
　武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫
していると認められるに至った事態。

武力攻撃予測事態
　武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測
されるに至った事態。

ヘリコプターテレ
ビ電送システム

　ヘリコプターに搭載したテレビカメラ、赤外線カメラで撮影した画
像を受信するシステム。
　都では、ヘリコプターから電送されてきた画像にコンピューターの
地図を合わせて表示し、広域的な被害状況の把握など、迅速かつ的確
な災害対策等の実施に活用している。

放射性ヨウ素

　質量数１２７以外のヨウ素は不安定で一般にβ線とγ線を放出して
他の元素に壊変する。このようなヨウ素を放射性ヨウ素という。核分
裂に伴い生成される主な放射性ヨウ素は、質量数１３１のもの（半減
期８．０６日）、１３３のもの（半減期２０．８時間）、１３５のも
の（半減期６．７時間）などがある。質量数１３１の放射性ヨウ素は
医療用としても用いられ、甲状腺機能亢進症や或る種の甲状腺ガンの
治療に用いられる。
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用　　語 説　　　　　　　　　　明

要配慮者
　発災前の備え、発災時の避難行動、避難後の生活などの各段階にお
いて特に配慮を要する者。具体的には、高齢者、障害者、難病患者、
乳幼児、妊産婦、外国人等を想定。

や行 
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